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Ⅰ．建学の精神・大学の基本理念、使命・目的、大学の個性・特色等 

 

１．建学の精神 

朝日大学（以下「本大学」という。）は、「歯科医学の理論及びその臨床的適用を

教育研究する」ことを目的として、昭和 46(1971)年、創立者宮田慶三郎により設立

された岐阜歯科大学を前身とし、その歴史が始まった。 

宮田慶三郎は、建学の精神の基礎にある理念について、「大学は、この歴史の継承

にたずさわる有用な人材を育成する使命を担っています。それは、来るべき、国際

未来社会を切り開く先見的社会性と創造性、そして人間的知性に富む人材を育成す

ることであり、それこそが本学の「建学の精神」の基礎にある理念なのです。」と自

著「一瞬と永遠－建学の精神の基礎にあるもの－」に記している。 

この建学の精神の基礎にある理念は、単科大学から総合大学へと大学改革を続け 

てきたが、些かも揺らぐことなく建学の精神、大学の使命・目的の中に引き継がれ

ている。 

 

（建学の精神） 

 本学の建学の精神は、「国際未来社会を切り開く社会性と創造性、そして人類普

遍の人間的知性に富む人間を育成する。」ことである。具体的には次の 3 つの柱か

らできている。 

(1) 社会性について 

 人類共存の理念は、今や地球の資源・環境問題をはじめ高齢化社会に伴う

労働問題、先進国の国際経済問題、発展途上国の社会経済問題など、解決す

べき諸問題に直面している。これらの課題に取り組み、人類の繁栄と幸福を

推進するため、国際性と社会性に富む人間、和を重んずる心豊かな人間を育

成する。 

(2) 創造性について 

 人類は、科学・技術の目覚ましい発展により、物質的豊かさを獲得したが、

この科学・技術の発展はまた、豊かな人間性の涵養に資するものでなくては

ならない。 

 先端的科学の進歩と豊かな人間性との調和を図るため人類は創造的英知を

発揮する必要がある。 

 本学は、このため自然科学と人文・社会科学、その他芸術との学際的協力

により、専門的、かつ、総合的な教育・研究活動を推進する。 

(3) 人間的知性について 

 高度な産業化・情報化の社会を迎えて、人間の生活様式も価値観も激変し

ている。 

 このさい科学・技術の健全な発展を図る反面、技術の独走が警戒される。

従って人類普遍の理念としての人間性の発揚を志し、自己を確立し、人権と

自由を尊重する調和ある国際未来社会を建設するため、新しい人間的知性の
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涵養を企図するものである。 

 

２．使命・目的 

本大学は建学の精神に基づき、その使命・目的を、本大学学則第１条に「朝日大 

学は、教育基本法並びに学校教育法の趣旨を尊重してその条項に従い、一般教養及

び専門技術の理論並びにその応用を教育研究し、知的、道徳的教養をもつ有為の人

材を育成するとともに、広く知識を世界にもとめ、教育、学術研究の国際交流をは

かり、高度の教育目的を達成し、学術、文化の向上と社会の発展に寄与することを

目的とする。」と定めている。 

 

３．個性・特色等 

本大学は建学の精神を具現化するため、地域社会に立脚し密接な繋がりを持ちな

がら、国際社会で活躍し得る人材を育成するため、常に教育・研究・診療・社会活

動の充実に努め、活性化を図っている。 

 

本大学の個性・特色等は、次のとおりである。 

（１）高度専門職業人の養成、幅広い職業人の養成 

・国際性を重視し、歯科医師として感性を磨き、国際未来社会で活躍し得る特

化された歯科医師の養成 

・人を思う心をもって人間関係を構築する力、自己研鑽をして未来を切り開く

力、社会に貢献し変革する力を持ち、あらゆる健康レベルにある人のニーズ

に対応できる看護職の養成 

・課題探究能力をもった質の高い職業人の養成 

 

（２）生涯学習機会の拠点 

・本大学が保有する教育、研究・医療及びその他の知的財産を社会へ還元する

ことを目的とした公開講座の開催 

・地域住民に対する図書館開放等を含めた大学開放 

・臨床歯科医学向上のための歯科医師生涯研修の開催 

 

（３）社会貢献機能（地域貢献、産学官連携、国際貢献等） 

・地域社会連携講座による教育・研究成果の地域住民への提供 

・地域行政運営等への教職員派遣 

・地域医療貢献（附属病院、附属村上記念病院、PDI 岐阜歯科診療所） 

・市民相談室開設 

・産学官連携による実践教育 

・体育会等による地域社会におけるスポーツ活動の推進、健康啓発 

・国際交流推進（学生相互交流、客員研究員受入等） 
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Ⅱ．沿革と現況 

本大学は、単科大学としてスタートしたが、我が国が高度な国際化・情報化・高齢

化社会へと変化する中で、高等教育機関として、社会の変化に即応した教育体系と内

容の確立が急務となり、昭和 60(1985)年 4 月に経営学部経営学科を設置し、大学名を

朝日大学と改め、総合大学としての第一歩を踏み出した。その後、法学部法学科、経

営学部情報管理学科（その後、名称を経営情報学科に改める。）、経営学部ビジネス企

画学科を設置した。そして、平成 26(2014)年 4 月には、保健医療学部看護学科を設置

し、経営学部経営情報学科の学生募集を停止した。詳しくは、次のとおりである。 

 

１．本大学の沿革 

昭和 46(1971)年 04 月 岐阜歯科大学設立 

5 月 岐阜歯科大学附属病院開設 

昭和 48(1973)年 04 月 岐阜市内の村上外科病院が本大学に寄贈され、本大学附属村上記念病

院となる 

 岐阜歯科大学附属歯科衛生士学校設置 

11 月 ニューヨーク州立大学バッファロー校歯学部（アメリカ）と姉妹校協 

定締結 

昭和 52(1977)年 04 月 岐阜歯科大学大学院歯学研究科（歯学専攻、博士課程）設置 

 附属歯科衛生士学校から附属歯科衛生士専門学校に名称変更 

昭和 54(1979)年 07 月 岐阜歯科大学歯科臨床研究所附属歯科診療所開設 

昭和 57(1982)年 04 月 オカンポ記念大学歯学部（フィリピン）と姉妹校協定締結 

6 月 中山医学大学（台湾）と姉妹校協定締結 

昭和 59(1984)年 09 月 附属村上記念病院を岐阜市橋本町へ新築移転 

11 月 北京大学口腔医学院（中国）と姉妹校協定締結 

昭和 60(1985)年 04 月 経営学部経営学科設置 

 法人の名称を学校法人朝日大学、大学の名称を朝日大学、附属歯科衛 

生士専門学校の名称を朝日大学歯科衛生士専門学校と改称 

昭和 62(1987)年 04 月 法学部法学科設置 

昭和 63(1988)年 05 月 明海大学と姉妹校協定締結 

平成元(1989)年 04 月 経営学部経営学科及び法学部法学科に教職課程（正規の課程、聴講生 

の課程）併設 

平成 02(1990)年 10 月 フンボルト大学歯学部（ドイツ）と学術文化協力協定締結 

平成 03(1991)年 04 月 経営学部情報管理学科設置、同学科に教職課程（正規の課程、聴講生 

の課程）併設 

平成 04(1992)年 04 月 大学院法学研究科（法学専攻、修士課程）設置、同研究科に教職課程 

併設 

7 月 カリフォルニア大学ロサンゼルス校歯学部（アメリカ）と文化学術交 

流協定締結 

平成 05(1993)年 06 月 メキシコ州立自治大学（メキシコ）と姉妹校協定締結 
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平成 06(1994)年 04 月 大学院法学研究科に博士課程設置 

平成 07(1995)年 04 月 大学院経営学研究科（情報管理学専攻、修士課程）設置、同研究科に 

教職課程併設 

平成 09(1997)年 04 月 大学院経営学研究科に博士課程設置 

10 月 朝日大学名古屋サテライト開設 

 基礎教育センター設置 

 ケベック大学モントリオール校（カナダ）と一般合意協定締結 

平成 13(2001)年 04 月 留学生別科設置 

7 月 第四軍医大学（中国）と姉妹校協定締結 

平成 14(2002)年 04 月 経営学部ビジネス企画学科設置、同学科に教職課程（正規の課程、聴 

講生の課程）併設 

平成 18(2006)年 05 月 トゥルク大学歯学部（フィンランド）と文化学術交流協定締結 

平成 19(2007)年 04 月 朝日大学歯科臨床研究所附属歯科診療所を朝日大学歯学部附属病院に 

統合し、名称を朝日大学歯学部附属病院 PDI 岐阜歯科診療所と改称 

平成 20(2008)年 04 月 シエナ大学歯学部（イタリア）と文化学術交流協定締結 

平成 24(2012)年 04 月 経営学部情報管理学科の名称を経営学部経営情報学科に改める 

平成 25(2013)年 04 月 村上記念病院西館増築・総合健診センターを移転 

平成 26(2014)年 04 月 保健医療学部看護学科設置 

 経営学部経営情報学科の学生募集停止 

 大学院法学研究科博士後期課程（法学専攻）の学生募集を停止し、同

研究科の課程名称を博士前期から修士に改める 

 大学院経営学研究科博士後期課程（情報管理学専攻）の学生募集を停

止し、同研究科の課程名称を博士前期から修士に、併せて、同研究科

の専攻名称を情報管理学から経営学に改める。 

 経営学研究科情報管理学専攻博士前期課程の入学定員変更 

（20 人→10 人） 

平成 27(2015)年 03 月 朝日大学名古屋サテライトを閉鎖 

 ウェスタンケープ大学歯学部（南アフリカ）と学術交流協定を締結 

平成 27(2015)年 07 月 北京外国語大学（中国）と学術交流協定を締結 

平成 27(2015)年 09 月 テキサス大学サンアントニオ校（アメリカ）と学術交流協定を締結 

平成 27(2015)年 10 月 タフツ大学歯学部（アメリカ）と学術交流協定を締結 

平成 28(2016)年 04 月 テキサス大学サンアントニオ校ヘルスサイエンスセンター看護学部

（アメリカ）と学術交流に関する覚書を締結 

 アラバマ大学バーミングハム校歯学部（アメリカ）と文化学術交流協

定を締結 

平成 28(2016)年 05 月 公立大学法人名桜大学と学術交流及び連携に関する包括協定を締結 

 國立勤益科技大學（台湾）と学術交流に関する覚書を締結 
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２．本大学の現況 

・大学名 

朝日大学 

 

・所在地 

穂積キャンパス   ： 岐阜県瑞穂市穂積 1851 番地の 1 

岐阜都通キャンパス ： 岐阜県岐阜市都通 5 丁目 15 番地 

岐阜橋本町キャンパス： 岐阜県岐阜市橋本町 3 丁目 23 番地 

 

・学部構成（平成 28(2016)年 5 月 1 日現在） 

キャンパス 
学部構成等 

備考 
学部等 学科等 

穂積 

キャンパス 

法学部 法学科  

経営学部 

経営学科  

経営情報学科 平成 26(2014)年から募集停止 

ビジネス企画学科 平成 29(2017)年から募集停止 

保健医療学部 看護学科  

歯学部 歯学科  

大学院法学研究科 
修士課程  

博士後期課程 平成 26(2014)年から募集停止 

大学院経営学研究科 
修士課程  

博士後期課程 平成 26(2014)年から募集停止 

大学院歯学研究科 博士課程  

留学生別科  

歯学部附属病院  

岐阜都通 

キャンパス 
歯学部附属病院 PDI 岐阜歯科診療所  

岐阜橋本町 

キャンパス 
歯学部附属村上記念病院  
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・学生数、教員数（平成 28(2016)年 5 月 1 日現在） 

学部構成等 
学生数 

教員数 

学部等 学科等 専任 非常勤 

法学部 法学科 399 人 18 人 7 人 

経営学部 

経営学科 333 人 19 人 15 人 

経営情報学科 28 人 9 人 11 人 

ビジネス企画学科 468 人 10 人 17 人 

保健医療学部 看護学科 251 人 22 人 37 人 

歯学部 歯学科 877 人 182 人 449 人 

学部計 2,356 人 260 人 536 人 

大学院法学研究科 
修士課程 7 人 ― 2 人 

博士後期課程 3 人 ― ― 

大学院経営学研究科 
修士課程 5 人 ― 12 人 

博士後期課程 0 人 ― ― 

大学院歯学研究科 博士課程 63 人 ― ― 

大学院計 78 人 ― ― 

留学生別科 46 人 4 人 ― 

総合計 2,480 人 264 人 550 人 

 

・職員数（平成 28(2016)年 5 月 1 日現在） 

正職員 570 人 

嘱託職員 163 人 

パート（アルバイト含む） 194 人 

計 927 人 
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Ⅲ．評価機構が定める基準に基づく自己評価 

 

基準 1．使命・目的等 

1－1 使命・目的及び教育目的の明確性 

≪1－1 の視点≫ 

1-1-① 

1-1-② 

意味・内容の具体性と明確性 

簡潔な文章化 

 

（１）1－1 の自己判定 

 

基準項目 1－1 を満たしている。 

 

（２）1－1 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

 

1-1-① 意味・内容の具体性と明確性 

 

本大学の使命・目的は、建学の精神に基づき、本大学学則第 1 条において、「教育

基本法並びに学校教育法の趣旨を尊重してその条項に従い、一般教養及び専門学術の

理論並びにその応用を教育研究し、知的、道徳的教養をもつ有為の人材を育成すると

ともに、広く知識を世界にもとめ、教育、学術研究の国際交流をはかり、高度の教育

目的を達成し、学術、文化の向上と社会の発展に寄与することを目的とする。」と規

定している。 

また、本大学大学院の使命・目的は、本大学大学院学則第 1 条において、「学術の

理論及び応用を教授研究し、その深奥をきわめて、文化の進展に寄与することを目的

とする。」と規定している。 

加えて、各学部及び各大学院研究科の教育目的は、本大学学則及び本大学大学院学

則に、下記のとおり具体的に明記し規定している。その内容は、本大学ホームページ

等にも明記されている。 

 

法学部（本大学学則第 2 条の 2 第 1 項第 3 号） 

法学の専門知識及び社会人としての豊かな学識と技能を体系的に教授研究し、社会

情勢の変化に対応し得る法的思考能力と判断力及び深い教養と豊かな人間性・国際性

を兼ね備えた人材を養成することを目的とする。 

大学院法学研究科（本大学大学院学則第 3 条の 2） 

 広い視野に立って精深な学識を授け、法学分野における研究能力又はこれに加えて

高度の専門性が求められる職業を担うための卓越した能力を培うこととする。 

経営学部（本大学学則第 2 条の 2 第 1 項第 2 号） 

経営学・情報学の専門知識及び社会人としての豊かな学識と技能を体系的に教授研

究し、社会情勢の変化に対応し得る経営能力、情報活用能力、企画・実践能力及び深
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い教養と豊かな人間性・国際性を兼ね備えた人材を養成することを目的とする。 

大学院経営学研究科（本大学大学院学則第 3 条） 

 広い視野に立って精深な学識を授け、経営学・情報学分野における研究能力又はこ

れに加えて高度の専門性が求められる職業を担うための卓越した能力を培うこととす

る。 

保健医療学部（本大学学則第 2 条の 2 第 1 項第 4 号） 

 保健衛生学の専門知識及び高度な医療技術並びに社会人としての豊かな学識と技能

を体系的に教授研究し、高い倫理観と豊かな人間性・国際性を兼ね備えた人材を養成

することを目的とする。 

歯学部（本大学学則第 2 条の 2 第 1 項第 1 号） 

 歯科医学の専門知識及び高度な医療技術並びに社会人としての豊かな学識と技能を

体系的に教授研究し、高い倫理観と豊かな人間性・国際性を兼ね備えた歯科医師を養

成することを目的とする。 

大学院歯学研究科（本大学大学院学則第 4 条） 

 歯学分野について、研究者として自立して研究活動を行い、又はその他の高度に専

門的な業務に従事するに必要な高度の研究能力及びその基礎となる豊かな学識を養う

こととする。 

 

1-1-② 簡潔な文章化 

 

本大学の使命・目的及び教育目的は、建学の精神（「国際未来社会を切り開く社会性

と創造性、そして、人類普遍の人間的知性に富む人間を育成する。」）及び学校教育法

第 83 条の規定に基づき、大学のあるべき目的を 1-1-①で述べたように簡潔な文章で

まとめて規定している。 

 

（３）1－1 の改善・向上方策（将来計画） 

 

本大学は、平成 28(2016)年度で創立から 45年を迎え、今後 50周年、100周年を迎

えるにあたり、大学の使命や目的を持続的かつ発展的に継続させていくことが必要で

あり、「朝日大学全学自己点検・評価実施委員会」において毎年度点検・評価すると

ともに、平成 29(2017)年度の学校法人の事業計画を立てる際に、学部学科構成及び

教育目的が社会の要請に応えるものになっているかを「常務理事会」で検証し、必要

があれば理事会に改正案を提案していくこととする。 

 

 

エビデンス集（資料編） 

【資料 1-1-1】 建学の精神 

【資料 1-1-2】 朝日大学学則                       

【資料 1-1-3】 朝日大学大学院学則 
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【資料 1-1-4】 各学部・各大学院研究科の概要 

【本大学ホームページ（http://www.asahi-u.ac.jp/）】 

【資料 1-1-5】 朝日大学全学自己点検・評価実施委員会規程 

【資料 1-1-6】 学校法人朝日大学常務理事会規程 

 

 

1－2 使命・目的及び教育目的の適切性 

≪1－2 の視点≫ 

1-2-① 

1-2-② 

1-2-③ 

個性・特色の明示 

法令への適合 

変化への対応 

 

（１）1－2 の自己判定 

 

基準項目 1－2 を満たしている。 

 

（２）1－2 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

 

1-2-① 個性・特色の明示 

 

本大学の個性・特色は、建学の精神そのものであり、これを具現化するため、本大

学の使命・目的及び各学部、各研究科の教育目的に建学の精神の「心」を反映し、本

大学学則や本大学大学院学則に規定している。また、建学の精神、使命・目的は、本

大学ホームページに掲載するとともに、「学生手帳」、「ASAHI UNIVERSITY Campus 

Guide 2016」、「履修要覧」、「履修便覧」、「教授要綱」等に掲載し、教職員や学生に対

しても周知している。 

 

1-2-② 法令への適合 

 

本大学の使命・目的は、1-1-①に記載のとおり本大学の建学の精神に基づき定めて

おり、これは学校教育法第 83 条第 1 項及び第 2 項及び大学設置基準第 2 条の規定に

適うものであり、法令に適合した内容となっている。 

 

1-2-③ 変化への対応 

 

本大学の使命・目的は、建学の精神及び法令に基づき定めたものであり、現時点で

は改定の予定はないが、学部学科の構成等については、社会情勢等の変化に対応して、

見直しが必要であると考え、常務理事会で検討の上、平成 26(2014)年度から経営学部

経営情報学科の学生募集を停止し、保健医療学部看護学科を設置した。 

また、入学定員の適正化を図るため、平成 28(2016)年度から法学部法学科の入学定

http://www.asahi-u.ac.jp/
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員を 150 人から 80 人に変更（70 人減）した。経営学部については、平成 29(2017)

年度からビジネス企画学科の学生募集を停止することで、平成 28(2016)年 3 月に文部

科学省に学生募集の停止を、また、経営学科の入学定員を 120 人から 100 人に変更（20

人減）する、収容定員に係る学則変更の届出を平成 28(2016)年 5 月に行った。 

加えて、社会の変化に対応するため、外部の意見を聴くことが重要であることから、

平成 27(2015)年 7 月に「朝日大学の教育研究に係る有識者懇談会規程」を制定し、こ

れに基づき有識者懇談会を開催し、外部の有識者から本大学の教育研究活動に対する

様々な意見を聴き、本大学の使命・目的の社会との整合性について検証している。 

 

（３）1－2 の改善・向上方策（将来計画） 

 

使命・目的及び教育目的の適切性の検証については、「朝日大学全学自己点検・評価

実施委員会規程」の審議事項として定められており、今後もこれを継続し、社会の変

化に対応できるようにしていく。 

 

 

エビデンス集（資料編） 

【資料 1-2-1】 朝日大学学則 

【資料 1-2-2】 朝日大学大学院学則 

【資料 1-2-3】 各学部・各大学院研究科の概要 

【本大学ホームページ（http://www.asahi-u.ac.jp/）】 

【資料 1-2-4】 学生手帳 

【資料 1-2-5】 ASAHI UNIVERSITY Campus Guide 2016 

【資料 1-2-6】 履修要覧 法学部 2016 

【資料 1-2-7】 履修要覧 経営学部 2016 

【資料 1-2-8】 履修要覧 経営学部 秋季入学生 2016 

【資料 1-2-9】 履修便覧 保健医療学部 看護学科 2016 

【資料 1-2-10】 朝日大学歯学部教授要綱（1 学年） 

【資料 1-2-11】 朝日大学歯学部教授要綱（2 学年） 

【資料 1-2-12】 朝日大学歯学部教授要綱（3 学年） 

【資料 1-2-13】 朝日大学歯学部教授要綱（4 学年） 

【資料 1-2-14】 履修要覧 大学院法学研究科 2016 

【資料 1-2-15】 履修要覧 大学院経営学研究科 2016 

【資料 1-2-16】 2016 大学院歯学研究科教授要綱 

【資料 1-2-17】 学校法人朝日大学常務理事会規程 

【資料 1-2-18】 朝日大学の教育研究に係る有識者懇談会規程 

 

 

 

 

http://www.asahi-u.ac.jp/
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1－3 使命・目的及び教育目的の有効性 

≪1－3 の視点≫ 

1-3-① 

1-3-② 

1-3-③ 

1-3-④ 

役員、教職員の理解と支持 

学内外への周知 

中長期的な計画及び 3 つの方針等への使命・目的及び教育目的の反映 

使命・目的及び教育目的と教育研究組織の構成との整合性 

 

（１）1－3 の自己判定 

 

基準項目 1－3 を満たしている。 

 

（２）1－3 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

 

1-3-① 役員、教職員の理解と支持 

 

本法人の目的は、学校法人朝日大学寄附行為第 3 条に「教育基本法及び学校教育法

に従い、学校教育を行い、社会性、創造性及び人類普遍の人間的知性に富み、国際未

来社会に貢献できる人材を育成することを目的とする。」と定めている。 

大学の使命・目的及び教育目的の策定等は、法人の最も根本的かつ基本的事項であ

り、理事長、副理事長、常務理事及び学長で構成する常務理事会で十分な審議を行っ

た上、評議員会に諮問し、理事会で決定している。 

また、学部学科の教育目的の策定に当たっては、学長が教授会の意見を十分聴いた

上で、理事会に提案し、理事会がこれを決定している。 

 

1-3-② 学内外への周知 

 

使命・目的及び教育目的の学内外への周知については、①教職員、②受験生・保護

者及び社会一般、③在学生、④卒業生・産業界の大きく 4 つに分けて実施している。 

教職員に対しては、学内広報誌「ASAHI University News Letter」、「FD(Faculty 

Development)・SD(Staff Development)研修会」、「新年互例会」を通じて行ってい

る。 

受験生・保護者及び社会一般に対しては、「大学案内」、「本大学ホームページ」、「事

業報告書」等により、在学生に対しては、新年度当初のオリエンテーションや「教授

要綱」、「履修要覧」等により、卒業生・産業界に対しては、「大学案内」、「本大学ホー

ムページ」等により、それぞれ周知している。このほか、卒業生には同窓会、産業界

には就職懇談会、企業訪問等を通じて周知している。 

 

1-3-③ 中長期的な計画及び 3 つの方針等への使命・目的及び教育目的の反映 

 

本大学の平成 28(2016)年から平成 32(2020)年の中期目標・中期計画は、各学部の
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教育目的を達成するため、①優秀な学生の受け入れ、②教育・研究活動の質の向上、

③学生支援対策、④国際化ビジョンに基づくグローバル化の推進、⑤地域社会、ステ

ークホルダー等への貢献及び連携、⑥社会人の学び直しの支援、⑦施設・設備の充実

の 7 項目を柱とし、本大学の使命・目的及び教育目的に沿って立案している。 

また、各学部において定めている 3 つのポリシー（アドミッションポリシー・カリ

キュラムポリシー・ディプロマポリシー）についても、使命・目的及び教育目的を反

映したものとなっている。 

 

1-3-④ 使命・目的及び教育目的と教育研究組織の構成との整合性 

 

本大学は、昭和 46(1971)年 4 月に岐阜歯科大学としてスタートした後、建学の精神

を具現化するため、社会の変化に対応した学部学科を設置することで、経営学部、法

学部、保健医療学部を設置した。 

各学部学科の教員組織は、使命・目的及び教育目的を達成するため、大学設置基準

に基づき、各学部学科の収容定員数及び授与する学位の種類に応じ、必要な専任教員

を配置している。大学院各研究科についても、大学院設置基準に基づき、必要な専任

教員を配置している。 

また、大学運営に当たっては、全学の協議機関として、「朝日大学総合協議会」を設

置し、各学部には「教授会」を設置し、適切な運営ができる体制を整備している。 

 

（３）1－3 の改善・向上方策（将来計画） 

 

少子化の影響等、社会の変化に対応するため、毎年 12 月に理事会において次年度

の事業計画が策定され、平成 29(2017)年度には経営学部において入学定員の変更及び

学生募集の停止、保健医療学部に新学科を増設する計画を進めている。 

 

 

エビデンス集（資料編） 

【資料 1-3-1】 学校法人朝日大学寄附行為 

【資料 1-3-2】 学校法人朝日大学常務理事会規程 

【資料 1-3-3】 ASAHI University News Letter vol.103 

【資料 1-3-4】 大学案内 2017 

【資料 1-3-5】 各学部・各大学院研究科の概要 

【本大学ホームページ（http://www.asahi-u.ac.jp/）】 

【資料 1-3-6】 2015 年度事業報告 第 45 期決算 

【資料 1-3-7】 2014 年度事業報告 第 44 期決算 

【資料 1-3-8】 2013 年度事業報告 第 43 期決算 

【資料 1-3-9】 2012 年度事業報告 第 42 期決算 

【資料 1-3-10】 2011 年度事業報告 第 41 期決算 

【資料 1-3-11】 履修要覧 法学部 2016 

http://www.asahi-u.ac.jp/
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【資料 1-3-12】 履修要覧 経営学部 2016 

【資料 1-3-13】 履修要覧 経営学部 秋季入学生 2016 

【資料 1-3-14】 履修便覧 保健医療学部 看護学科 2016 

【資料 1-3-15】 朝日大学歯学部教授要綱（1 学年） 

【資料 1-3-16】 朝日大学歯学部教授要綱（2 学年） 

【資料 1-3-17】 朝日大学歯学部教授要綱（3 学年） 

【資料 1-3-18】 朝日大学歯学部教授要綱（4 学年） 

【資料 1-3-19】 履修要覧 大学院法学研究科 2016 

【資料 1-3-20】 履修要覧 大学院経営学研究科 2016 

【資料 1-3-21】 2016 大学院歯学研究科教授要綱 

【資料 1-3-22】 朝日大学の中期目標・中期計画（2016 年～2020 年まで） 

【資料 1-3-23】 朝日大学総合協議会規程 

【資料 1-3-24】 朝日大学法学部教授会規程 

【資料 1-3-25】 朝日大学経営学部教授会規程 

【資料 1-3-26】 朝日大学保健医療学部教授会規程 

【資料 1-3-27】 朝日大学歯学部教授会規程 

 

 

［基準 1 の自己評価］ 

 

本大学の使命・目的及び教育目的は、建学の精神に基づき、本大学学則及び本大学

大学院学則に明確に定めている。その内容は、建学の精神の具現化に向けたものであ

り、法令に適合し、簡潔な文書になっている。 

また、これらを実効性のあるものにするため、「朝日大学全学自己点検・評価実施委

員会」において、自己点検・評価活動を行い、PDCA サイクルを構築して社会への対

応にも当たっている。 

以上のことから、基準 1「使命・目的等」を満たしていると判断した。 
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基準 2．学修と教授 

2－1 学生の受入れ 

≪2－1 の視点≫ 

2-1-① 

2-1-② 

2-1-③ 

入学者受入れの方針の明確化と周知 

入学者受入れの方針に沿った学生受入れ方法の工夫 

入学定員に沿った適切な学生受入れ数の維持 

 

（１）2－1 の自己判定 

 

基準項目 2－1 を満たしている。 

 

（２）2－1 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

 

2-1-① 入学者受入れの方針の明確化と周知 

 

本大学においては、入学者の選抜にあたって、学部ごとに入学者の受入方針（アド

ミッションポリシー）を策定し、求める学生像、高等学校段階で修得しておくべき内

容・水準を具体的に定めている。 

アドミッションポリシーは、大学案内、入試ガイド、学生募集要項や本大学ホーム

ページ等により公表するとともに、オープンキャンパス、入試相談会、高等学校訪問

等を通じて、生徒、保護者、高等学校進路指導教員等に対し、具体的に説明（周知）

をしている。 

 

＜各学部のアドミッションポリシーの概要＞ 

【法学部】 

建学の精神を具現化していくために必要な基礎学力として国語又は公民に関する知

識を有し、次のような能力・関心のある入学生を求めている。 

1. 協調性や基本的コミュニケーション能力がある人 

2. 現代的な課題に対し、主体的に考え、取り組もうとする人 

3. 社会のルールを尊重し、行動する人 

4. 多様化した国際社会の変化に関心のある人 

5. リーガルマインドを身に付け、社会に発生する諸問題を解決しようとする人 

 

【経営学部】 

地域や社会に役立ちたいという使命感を持ち、将来それを支える活動に主体的かつ

積極的に貢献する意欲のある次のような入学生を求めている。 

1. 大学内の各種活動をはじめとした社会活動に積極的に参画する意識を持ち続け

られる人 

2. 地域や社会で起こっている事象への関心と、それに関わる人間の行為、組織や

社会の活動に強い興味を持っている人 
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3. 高校生活を通じクラブ活動や社会活動等に積極的に参加する等、他者と協働す

るコミュニケーション能力を備えている人 

4. 高等学校での国語を中心とした主要科目の教科書レベルの幅広い知識や、専門

高等学校での商業科目の基本的な知識と技能を習得している人。留学生につい

ては、基本的な日本語能力を持つ人 

5. 将来、地域や社会に役立ちたいとの思いを持つ人 

 

【保健医療学部】 

看護学科は、次のような入学生を求めている。 

1. 看護学科において学ぶことへの強い意思を持っている人 

2. 保健医療を通して社会に貢献することを目指して、誠実で責任感と協調性に優

れ、コミュニケーション能力の高い人 

3. 看護教育を受けるにふさわしい基礎能力を備えている人 

 

【歯学部】 

教育目標を十分に理解し、国際社会と地域社会貢献に積極的な意識を持つ、次のよ

うな入学生を求めている。 

1. 生命を尊重し、他人をおもいやる心がある人 

2. 自己の考えを適切に相手に伝える基礎的表現力や、相手の話を積極的に理解し

ようとする意識が高く、協調性のある人 

3. 国際社会への関心が高く、英語による基礎的コミュニケーション能力を備えて

いる人 

4. 高等学校学習指導要領に基づく数学、理科の基本的な知識をを身につけ、論理

的思考力を有する人 

5. 歯科医師を目指す強い意志と、卒業後も生涯にわたって医療を通じた社会貢献

が期待できる人 

6. 心身の健康増進に努め、日々の努力を惜しまず自己目標を完遂する力のある人 

 

【大学院法学研究科】 

法学分野・行政学分野に関する基礎学力又は相当の経歴・経験を有する者で、同分

野における幅広い学術研究の推進を目指し、将来、研究者や教育者等としての活躍を

志す者又は企業や行政若しくは法律、税務・会計等の専門的な職業において高次な応

用力を発揮し、活躍することを志す者を求めている。 

 

【大学院経営学研究科】 

経営学に関する基礎学力又は相当の経歴・経験を有する者で、幅広い学術研究の推

進を目指し、将来、研究者や教育者等として活躍を志す者又は企業経営の種々の領域

において高度な専門性を発揮し、活躍することを志す者を求めている。 

 

 



朝日大学 

16 

 

【大学院歯学研究科】 

歯科医学分野に関する基礎学力又は相当の経歴・経験を有する者で、同分野におけ

る幅広い学術研究の推進を目指し、自ら研究に取り組む意欲を有するとともに、将来、

研究者や教育者又は高度な臨床能力を身につけた歯科医師としての活躍を志す者を求

めている。 

 

2-1-② 入学者受入れの方針に沿った学生受入れ方法の工夫 

 

１）入学者の選抜方法 

 

入学者の選抜は、毎年度通知される大学入学者選抜実施要項（文部科学省高等教

育局長通知）に基づき、「大学教育を受けるにふさわしい能力・適性等を多面的に

判定し、公正かつ妥当な方法で実施するとともに、入学者の選抜のために高等学校

の教育を乱すことのないよう配慮すること」を基本として、入学者選抜にあたって

は、各学部のアドミッションポリシーに沿って、入学者選抜に必要な入試区分を設

定し、それぞれの出願資格や選抜方法を決定し、入試ガイドや学生募集要項等で公

表している。 

平成 28(2016)年度の各学部の選抜方法は、下表のとおりである。いずれの入試区

分においても、アドミッションポリシーに照らし、求める学生像（能力）に応じて、

書類審査（調査書を含む。）や面接・エントリーシートの評価項目に基づいて多面

的に数値化して評価の上、総合判定により選考している。 

 

 

〈学部別の入試区分と概要〉 

入試区分 法学部･経営学部 保健医療学部 歯学部 

指定校推薦入試 書類審査 

面接 

書類審査 

小論文･面接 

書類審査 

小論文・基礎学力テス

ト･面接 

スポーツ推薦入試 書類審査 

面接 

エントリーシート 

－ － 

一般推薦入試 書類審査 

面接 

書類審査 

小論文･基礎学力テス

ト・面接 

書類審査 

小論文･基礎学力テス

ト・面接 

AO 入試 書類審査 

面接 － 

1 次審査：書類審査 

2 次審査：基礎学力テ 

スト･小論文･面接 

外国人留学生入試 書類審査 

作文・面接(*2) 
－ 

書類審査 

小論文･面接(*2) 
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帰国生徒入試 書類審査 

面接 
－ 

書類審査 

小論文･学力試験・面接 

一般入試 書類審査 

学力試験 

書類審査 

学力試験(*1) 

書類審査 

学力試験(*1)･面接 

大学入試センター(DNC)

試験利用入試 

書類審査 

DNC 試験の成績 

書類審査 

DNC 試験の成績・面接 

書類審査 

DNC 試験の成績・面接 

欠員補充入試 書類審査 

面接(*2) 
－ 

書類審査 

小論文･外国語･面接 

(*1)学力検査の成績と大学入試センター試験の成績を利用したセンタープラス方式も実施。 

(*2)留学生の場合は日本語読解力の確認を含む。 

 

また、大学院の各研究科においては、次のとおりである。各研究科のアドミッシ

ョンポリシーに照らし、求める学生像（能力）に応じて、書類審査（成績証明書を

含む。）や学力試験（筆答、口述）による専攻分野に関する専門的知識、研究意欲

等を多面的に評価の上、総合判定により選考している。 

 

〈大学院研究科別の入試区分と概要〉 

入試区分 法学研究科 経営学研究科 歯学研究科 

学内推薦 書類審査・面接 書類審査・面接 － 

一般入試 【出願区分／一般】 

書類審査 

筆記試験（主専攻科目及

び主専攻以外の専攻科目

1 科目又は英語） 

面接 

【出願区分／社会人】 

面接 

書類審査 

学力試験（筆答） 

面接 

書類審査 

筆記試験（英語・主専攻

科目） 

口述試験（主専攻科目） 

特別入試 － 書類審査 

面接 

－ 

社会人入試 

－ － 

書類審査 

筆記試験（主専攻科目） 

口述試験（主専攻科目） 

長期履修学生入試 

－ － 

書類審査 

筆記試験（主専攻科目） 

口述試験（主専攻科目） 

 

２）学生募集及び入学試験の実施体制 

 

本大学の学生募集及び入学試験の実施のため、平成 15(2003)年 8 月に朝日大学入
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試センター（以下「入試センター」という。）を設置し、学長のリーダーシップの

もとに運営する体制を確立している。 

入試センターは、学長（入試センター長）、副学長、学部長、研究科長、留学生

別科長、出題委員長及び学長が必要と認めた者をもって組織している。 

入試センターには運営委員会が設置されており、そこで学生募集の基本方針及び

入学者選抜方法等を決定している。入学試験の問題作成にあたっては、入学試験問

題委員会を設けて行っている。さらに、教授会、研究科委員会、留学生別科教員会

議からの委任を受けて、入試センター内に学部、研究科、留学生別科ごとに合否判

定案作成会議を設け、すべての入学試験の合否判定案を作成し、その案に基づき学

長が合否を決定している。 

なお、入学者選抜方法及び合否判定結果等は、速やかに、学部長、研究科長、留

学生別科長から各教授会等に報告されており、入試センターと各学部等の間に適切

な連携が保たれている。 

入試問題の作成は、本大学が自ら行っており、入学試験問題委員会が中心となっ

て具体的な計画を立て、入試科目ごとに委嘱された出題委員によって作問されてい

る。また、出題にミスが無いように秘密保持に十分な配慮をした上で、外部機関に

点検を依頼するとともに、学内関係者による相互点検を実施し、複数回、厳格な校

正を行っている。 

 

2-1-③ 入学定員に沿った適切な学生受入れ数の維持 

 

教育を行う良好な環境の確保のため、入学定員に沿った適切な学生数を維持するよ

うに努力している。各学部の収容定員、入学定員及び在籍学生数は、次表のとおりで

ある。 

なお、在籍学生数については、毎回の総合協議会に報告がなされており、常に全学

的に現状を把握するように努めている。 

 

朝日大学の在籍学生数、入学学生数（平成 28(2016)年 5 月 1 日現在） 

学部 学科 
在籍学生数 入学者数 

A 収容定員 B 在籍学生

数 

B／A C 入学定員 D 入学者数 D／C 

法 法 530 人 399 人 0.75 80 人 81 人 1.01 

経営 

経営 480 人 333 人 0.69 120 人 79 人 0.66 

経営情報 80 人 28 人 0.35 － － － 

ビジネス企画 600 人 468 人 0.78 150 人 112 人 0.75 

小計 1,160 人 829 人 0.71 270 人 191 人 0.71 

保健医療 看護 240 人 251 人 1.05 80 人 82 人 1.03 

歯 歯※ 840 人 877 人 1.04 140 人 127 人 0.91 

合計 2,770 人 2,356 人 0.85 570 人 481 人 0.84 

※歯学部歯学科の募集人員は、平成 28(2016)年度は 127 人とした。 
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朝日大学の入学定員充足状況の推移（平成 22(2010)年度～平成 28(2016)年度） 

（但し、歯学部は募集定員充足状況） 

0.5

0.7

0.9

1.1

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016

法
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【法学部・経営学部】 

法学部、経営学部は、入試制度改革・教育課程の改正等に着手し、実行するととも

に、適宜入学定員の見直しを実施してきた。平成 23(2011)年 4 月には、経営学部経営

学科の入学定員を 200 人から 120 人（80 人減）に、同情報管理学科（平成 24(2012)

年 4 月に経営情報学科に名称変更）の入学定員を 125 人から 80 人（45 人減）に変更

し、平成 26(2014)年度から経営情報学科の学生募集を停止した。同時に経営学科とビ

ジネス企画学科のカリキュラムをより専門性を高めるものに大幅に変更した。また、

法学部は平成 28(2016)年度から入学定員を 150 人から 80 人（70 人減）に変更した。 

こうした施策の結果、平成 28(2016)年 4 月の入学者数は、法学部は 81 人で入学定

員を充足することができたが、経営学部は依然として学生募集に難渋している。地方

創生を支える公務員の育成、地域企業を支える会計人の育成、経営学の基礎を幅広く

学んだ上で、地域活性化、商品開発等の各分野で地域企業を支える専門性を持った人

材の育成を教育目標に掲げ、いわば地域密着型人材の育成を目指し、入学者数の回復

に努めている。 

 

【保健医療学部】 

平成 26(2014)年 4 月に保健医療学部看護学科を新設し、絶対的な人員不足状態（特

に岐阜県の看護師不足への対応から）にある看護師の養成に着手した。 

学生募集に当たっては、看護師という職業に対する理解と現状認識に重点を置いて、

高等学校在学生（岐阜県下全域及び岐阜県隣接地域）に対する啓発活動を行い、また

高校教員、保護者に対しても広報活動を行い、看護師養成の理解度向上を目指した。 

この結果、開設 1 年目、2 年目、3 年目ともに入学定員を充足できている。 

 

【歯学部】 

歯学部の入学定員は、昭和 61(1986)年 7 月の厚生省「将来の歯科医師需給に関する

検討委員会」の最終意見、昭和 62(1987)年 9 月の文部省「歯学教育の改善に関する調
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査研究協力者会議」の最終まとめを受け、昭和 62(1987)年度から学則上の入学定員

160 人を 140 人へ変更した。また、入学定員（160 人）の 20%を減ずる日本私立歯科

大学協会の申し合わせを平成元(1989)年度から実施し、現在は募集人員を 128 人に変

更して、学生の受入れを行っている。 

加えて、平成 23(2011)年度から学費改定（値下げ）等を行うことにより、歯科医師

養成環境の改善を図ることで、歯科医師志望者に対する啓発と本大学志願者数の増加

を目指している。 

 

朝日大学大学院の在籍学生数、入学者数（平成 28(2016)年 5 月 1 日現在） 

研究科名 課程 
在籍学生数 入学者数 

A 収容定員 B 在籍学生

数 

B／A C 入学定員 D 入学者数 D／C 

法学研究科 修士 20 人 7 人 0.35 10 人 3 人 0.30 

経営学研究科 修士 20 人 5 人 0.25 10 人 1 人 0.10 

歯学研究科 博士 72 人 63 人 0.88 18 人 16 人 0.89 

合計 112 人 75 人 0.67 38 人 20 人 0.53 

 

【法学研究科】 

法学研究科は、博士前期課程と博士後期課程を設けていたが、入学定員の充足が困

難な状況となり、平成 24(2012)年度には教育課程の改正を行い、セメスター制の導入

や多様な法律専門科目の展開を実施するとともに、抜本的な入学定員の見直しに伴い、

平成 26(2014)年度から博士後期課程の募集を停止し、博士前期課程の課程名称を修士

課程に変更した。 

 

【経営学研究科】 

経営学研究科は、博士前期課程と博士後期課程を設けていたが、入学定員の充足が

困難な状況となり、平成 26(2014)年度から博士後期課程の募集を停止するとともに、

博士前期課程の課程名称を修士課程に変更し、専攻名称を「情報管理学専攻」から「経

営学専攻」に変更した。さらに、入学定員を 20 人から 10 人に変更し、教育課程の改

正を行い、入学定員の充足に努めている。 

 

【歯学研究科】 

歯学研究科は、収容定員 72 人のところ、平成 28(2016)年 5 月 1 日現在、63 人が在

籍している。在籍者のうち 15 人が長期履修学生として在籍している。大学院在学中

に歯科医師生涯研修制度とのカリキュラム連携を強化するとともに、認定医・専門医

の取得に必要な年数の不足分を補完できるように、平成 25(2013)年度から附属病院専

修医制度を設ける等の見直しを行うことで、大学院修了後の展望も明確化して入学定

員の充足に努めている。 
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（３）2－1 の改善・向上方策（将来計画） 

 

各学部・研究科において定員充足を図るためさまざまな改革に取り組んでいるとこ

ろである。 

法学部・経営学部においては資格取得に力を入れ、その成果が志願者増に繋がるよ

うに努めている。平成 24(2012)年度司法試験において、法学部卒業生 1人が合格した

のを始め、公認会計士試験においては、経営学部学生が平成 26(2014)年度に 2人、平

成 27(2015)年度に 5人が現役合格を果たしており、教育の成果が現れつつある。また、

平成 25(2013)年度から新入生に対して本大学の建学の精神と社会の現状を理解させ

るため、「建学の精神と社会生活」を必修科目として開講する等の教育課程の改正を

行った。こうした取り組みを地域社会へ公表したことによる効果が現れ始めてきてお

り、さらにこれらの改革を進めていく。 

 

地域社会からの要請に対応して、平成 26(2014)年 4月に新たに保健医療学部看護学

科を開設したことは、本大学が附置機関として有している歯学部附属村上記念病院が、

医育病院としての役割を一層強固なものとするとともに、地域医療への貢献を通じて、

医療系の高等教育機関であることを周辺地域に強く印象付けることとなった。これを

受けて本大学としては、今後保健医療学部の学科増により健康とスポーツをキーワー

ドとした学生教育に取り組むこととしている。 

 

また、大学院については、教育、研究の内容を社会的ニーズや関心が高い領域の専

門性を高め、「地域社会への貢献」が可能な人材育成を一層図っていく。 

特に、歯学研究科では、平成 17(2005)年 9 月 5 日付け中央教育審議会「新時代の大

学院教育－国際的に魅力ある大学院教育の構築に向けて（答申）」に基づき、大学院教

育の実質化として、コースワークの充実、開業歯科医等の社会人の受入れ等を通じて、

研究者のみならず、高度職業人としての臨床歯科医の育成を図ってきた。引き続き社

会的ニーズと地域医療への貢献に根ざした人材育成を推し進めるとともに、国際的に

も通用する研究テーマを積極的に推進し、外国人留学生の受入れ等にも取り組んでい

く。 

 

エビデンス集（資料編） 
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【資料 2-1-5】 アドミッションポリシー（大学院法学研究科） 

【資料 2-1-6】 アドミッションポリシー（大学院経営学研究科） 
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 （法学部・経営学部・保健医療学部・歯学部） 

【資料 2-1-11】 2016 年度（平成 28 年度）学生募集要項 

 外国人留学生入学試験（法学部・経営学部） 

【資料 2-1-12】 2016 年度（平成 28 年度）学生募集要項 

 留学生別科日本語研修課程 

【資料 2-1-13】 2016 年度大学院法学研究科学生募集要項 

【資料 2-1-14】 2016 年度朝日大学大学院法学研究科修士課程学生募集要項 

【資料 2-1-15】 2016 年度朝日大学大学院経営学研究科（昼夜開講制）修士課程 

学内推薦入学試験要項 

【資料 2-1-16】 2016 年度朝日大学大学院経営学研究科修士課程 

学内推薦入学試験要項 

【資料 2-1-17】 2016 年度朝日大学大学院歯学研究科【博士課程】 

 学生募集要項（一般／社会人／長期履修学生） 

【資料 2-1-18】 各学部・各大学院研究科の概要 

【本大学ホームページ（http://www.asahi-u.ac.jp/）】 

【資料 2-1-19】 ASAHI University OPEN CAMPUS 2016! 

【資料 2-1-20】 オープンキャンパス参加者数状況（2013～2015 年度） 

【資料 2-1-21】 オープンキャンパスで朝日大学を体感 

（ASAHI University News Letter vol.93、2014/9） 

【資料 2-1-22】 オープンキャンパスで朝日大学を体感 

（ASAHI University News Letter vol.99、2015/9） 

【資料 2-1-23】 2015 年度 高校内説明・模擬授業一覧 

【資料 2-1-24】 2015 年度 大学展・進学相談会一覧 

【資料 2-1-25】 エントリーシート 

【資料 2-1-26】 朝日大学入試センター規程 

【資料 2-1-27】 朝日大学総合協議会規程 

【資料 2-1-28】 Conitinuing Dental Education 2016 

【資料 2-1-29】 高大連携で「公認会計士試験」2 名合格  

（ASAHI University News Letter vol.95、2015/1） 

【資料 2-1-30】 「公認会計士試験（短答式）」に合格 

（ASAHI University News Letter vol.96、2015/3） 

【資料 2-1-31】 「公認会計士試験」4 名合格 

（ASAHI University News Letter vol.98、2015/7） 

【資料 2-1-32】 高大連携で「公認会計士試験」5 名合格 

（ASAHI University News Letter vol.101、2016/1） 

【資料 2-1-33】 「公認会計士試験（短答式）」に合格 

（ASAHI University News Letter vol.102、2016/3） 

http://www.asahi-u.ac.jp/
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2－2 教育課程及び教授方法 

≪2－2 の視点≫ 

2-2-① 

2-2-② 

教育目的を踏まえた教育課程編成方針の明確化 

教育課程編成方針に沿った教育課程の体系的編成及び教授方法の工夫・開発 

 

（１）2－2 の自己判定 

 

基準項目 2－2 を満たしている。 

 

（２）2－2 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

 

2-2-① 教育目的を踏まえた教育課程編成方針の明確化 

 

教育目的を踏まえた教育課程の編成方針（カリキュラムポリシー）は、学部･研究科

ごとに適切に定められており、履修要覧、教授要綱、学生募集要項、本大学ホームペ

ージ等で明示している。 

各学部･研究科のカリキュラムポリシーは、次のとおりである。 

 

【法学部】 

法学部は、教育目的である「法学の専門知識及び社会人としての豊かな学識と技能

を体系的に教授研究し、社会情勢の変化に対応し得る法的思考能力と判断力及び深い

教養と豊かな人間性・国際性を兼ね備えた人材を養成する。」に基づき、カリキュラ

ムポリシーを次のとおり定めている。 

ア．問題の本質を見抜き、解決できる能力を身に付けるため教養科目を重視（社会・

情報・自然科学等の科目を配置）するとともに、言語教育、専門科目を体系的にバ

ランスよく配置する。 

イ．学生の進路目標に合わせた 2 つのコース（「公務員コース」と「企業法務コース」）

を設置し、それぞれにおいて専門的かつ実践的な教育を行う。 

なお、両コースとも、基本六法を徹底的にマスターすることからスタートし、学

年進行に合わせて、学生の進路目標達成のために最適な発展科目や関連科目を学修

し、自己表現能力、情報収集・分析力等を修得できるよう、体系的な科目配置とし、

さらに、これらを基に資格試験・就職試験等に対応する学修を集中的に行う実用科

目を配置する。 

ウ．少人数クラスで構成する演習を 4 年間に渡って開講し、専門テーマごとの指導に

加え、修学に関する事項から就職指導に至るまでの個別教育を徹底して行い、創造

性を身に付ける。 

エ．社会性と国際性を身に付けるため、インターンシップや法廷見学、海外語学研修

等を積極的に取り入れることとしている。各授業科目においては、厳格な成績評価

基準に基づく単位認定を行うことで、教育の質及び成果の維持・向上に努める。 
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【経営学部】 

経営学部は、教育目的である「経営学・情報学の専門知識及び社会人としての豊か

な学識と技能を体系的に教授研究し、社会情勢の変化に対応し得る経営能力、情報活

用能力、企画・実践能力及び深い教養と豊かな人間性・国際性を兼ね備えた人材を養

成する。」に基づき、カリキュラムポリシーを次のとおり定めている。 

ア．入学後は学科にとらわれず学部共通の必修科目を中心に学修する。その内訳は、

社会人としての幅広い教養を修得する共通教育科目の「基礎教育科目」と経営学の

基本的な体系を広く身に付ける専門教育科目の「基幹科目」で編成する。 

イ．その後、共通教育科目については、さらに各自の興味関心に応じ選択で人文科学、

社会科学、自然科学等の「総合教育科目」や「言語教育科目」を履修する。 

ウ．専門教育科目は、さらに社会性を身に付ける「社会連携科目」に加え、それぞれ

の学びをさらに深める「基礎科目」、また学科に応じ専門性を一層高める「学科科

目」を履修する。 

 

【保健医療学部】 

保健医療学部は、教育目的である「保健衛生学の専門知識及び高度な医療技術並び

に社会人としての豊かな人間性・国際性を兼ね備えた人材を養成する。」に基づき、

カリキュラムポリシーを次のとおり定めている。なお、授業科目の配置は、保健師助

産師看護師学校養成所指定規則に準拠している。 

 

「人を思う心をもって関係を構築する力」、「自己研鑽して未来を切り開く力」、

「社会に貢献し、変革する力」の 3 つの力を養うことを教育目標とし、看護職者とし

てふさわしい能力や態度、実践力を備えた人材、学士力を備えた人材を養成するため、

次のとおり「教養基礎科目」、「専門基礎科目」、「専門科目」に区分し、適切な科

目を配置する。 

ア．教養基礎科目 

  教養基礎科目では、幅広い教養を身に付けるとともに、論理的な考え方や物事を

多元的に捉える力を養い、また、異文化や異なる環境にある人への理解を深め、社

会の中で創造的に行動していく力を育成する。 

イ．専門基礎科目 

  専門基礎科目では、看護学が人を対象とする学問基盤であることの理解を深め、

からだや病気、障がいに関する高度な知識を身に付ける。 

ウ．専門科目 

  専門科目では、教養基礎科目、専門基礎科目の既修知識と看護学の知識、技術を

統合させ、看護学を幅広い視点で探究的に学び、統合する。また、臨地実習におい

ては、さまざまな場で生活する人々のあらゆる健康レベル、発達段階に対して、講

義・演習等で学んだ看護学等の知識・技術を、看護の対象者への実際的な関わりを

通して実践し、対象者に応じた総合的な看護実践能力を育成する。 
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【歯学部】 

歯学部は、教育目的である「歯科医学の専門知識及び高度な医療技術並びに社会人

としての豊かな学識と技能を体系的に教授研究し、高い倫理観と豊かな人間性・国際

性を兼ね備えた歯科医師を養成する。」に基づき、カリキュラムポリシーを次のとお

り定め、6 年一貫教育の中で系統的に学修するために必要な授業科目を開設する。 

ア．幅広い知識と豊かな教養、歯科医師として必要な倫理観や人間性、国際性を身に

付けるため、コミュニケーション能力、英語能力及び歯科医師へのモチベーション

の向上を図る。 

イ．歯科医学の基本となる生命科学について理解する上で必要な人体や歯の構造・機

能、病態を理解する上で必要な微生物、薬剤、病理等について学修する科目を系統

的かつ多元的に配置する。 

ウ．歯科医学の専門知識及び高度な医療技術を修得するため、実践的な歯科医療と全

身医学との関連について具体的に学ぶとともに、歯科医師として必要な知識・技能・

態度を身に付ける。 

エ．歯学部附属病院等の臨床の現場において、多様な歯科医療ニーズに対応した実践

的な実習教育を行い、社会的需要を見据えた歯科医師となるための能力を修得する。 

オ．積極的な自主的学習態度と理論的思考能力を養い、問題発見・解決に自ら取り組

む学修手法を修得するために、探究型学修（高次元のアクティブラーニング）を活

用する。 

カ．研究マインドを持った医療人の育成のために、研究室での研究実習を実施する。 

キ．国際人としての素養を修得するため、海外研修を推進する。 

 

【法学研究科】 

法学研究科は、研究科の目的である「広い視野に立って精深な学識を授け、法学分

野における研究能力又はこれに加えて高度の専門性が求められる職業を担うための卓

越した能力を培うこととする。」に基づき、カリキュラムポリシーを次のとおり定めて

いる。 

 

本課程の教育目的を達成するため、専攻科目・総合科目・関連科目（特殊講義）と演習

科目（研究指導）等を配置し、研究者の養成及び高度な専門知識を有する職業人の養成の

いずれにも対応し得る授業科目を開設する。 

 

【経営学研究科】 

経営学研究科は、研究科の目的である「広い視野に立って精深な学識を授け、経営学・

情報学分野における研究能力又はこれに加えて高度の専門性が求められる職業を担う

ための卓越した能力を培うこととする。」に基づき、カリキュラムポリシーを定めてい

るが、平成 25(2013)年度から専攻分野を専門研究（一人の教員による研究指導）とプロジ

ェクト研究（複数の教員による研究指導）とに複線化することで、これまで個別の教員で

は対処しきれなかった地域社会における問題解決を研究テーマとして受入れる体制に変

更したことに伴い、カリキュラムポリシーを平成 28(2016)年度から次のように改めた。 



朝日大学 

26 

 

開講科目を研究指導科目群、基礎科目群、応用科目群、研究指導科目群に区分し、研

究のためのスキルを身に付ける研究指導科目群、経営学研究の基礎を修得するための基

礎科目群、地域社会への応用を意識した応用科目群、研究指導を円滑に行うための研究

指導科目群をバランスよく配置する。 

 

【歯学研究科】 

歯学研究科は、研究科の目的である「歯学分野について、研究者として自立して研究

活動を行い、又はその他の高度に専門的な業務に従事するに必要な高度の研究能力及び

その基礎となる豊かな学識を養うこととする。」に基づき、カリキュラムポリシーを次の

とおり定めている。 

ア．自立した研究活動を遂行できる研究者の養成を目指し、生命科学に関し人体の機

能や構造、生体材料に関する先端的研究内容について学ぶ授業科目を開設する。 

イ．高度に専門的な業務に従事するのに必要な研究能力を兼ね備えた臨床歯科医師の

養成を目指し、口腔癌治療や歯周再生医療等の最先端の歯科治療や咀嚼機能回復、

小児・高齢者等、高度に専門性を必要とする分野について学ぶ授業科目を開設する。 

 

2-2-② 教育課程編成方針に沿った教育課程の体系的編成及び教授方法の工夫・開発 

 

１）教育課程の体系的編成と開設授業科目 

    

各学部・研究科のカリキュラムポリシーに基づき、次のとおり授業科目を開設し

ている。履修登録単位数の上限については、各学部において、それぞれ定めている。

さらに、単位制度の実質を保ち、有効に機能させるために、ナンバリングによる体

系的な学修ができるよう教育課程を編成している。 

また、各学部にカリキュラム検討・運営委員会を設置し、教育目的を踏まえ、地

域の要請や社会ニーズに沿った体系的な教育課程を編成している。 

開設科目は、エビデンス集（データ編） 【表 2-5】「授業科目の概要」及び朝日

大学学則、朝日大学大学院学則の別表のとおりである。 

 

【法学部】 

法学部は、授業科目の区分を「共通教育科目」、「法学専門教育科目」、「演習

科目」に 3 分し、次のとおり各区分において、学生が段階を追って履修できるよう、

配当年次にも配慮して体系的に履修できる教育課程を編成している。また、各年次

における履修単位数の上限を、従来年間 52 単位としていたが、学生の学修時間を

十分確保する目的で、平成 28(2016)年度から毎学期 22 単位に引き下げた。 

ア．共通教育科目 

「基礎教育科目」、「総合教育科目」、「健康・スポーツ教育科目」、「言語

教育科目」の区分を設定し、本大学の教育課程の根底にある建学の精神を理解さ

せる授業科目、コミュニケーション能力の修得を目指す授業科目及び英語能力の

修得を目指す授業科目を必修科目とし、その他の多くの教養に関する授業科目を
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選択科目に設定している。 

イ．法学専門教育科目 

学生の卒業後の進路が明確となるよう「公務員コース」と「企業法務コース」

のコース制を導入している。授業科目の区分の中に新たに「社会連携科目」を設

け、従来の産業実習の他にボランティア精神を涵養する科目及びキャリア形成を

教育する科目を開設した上で、法学を学ぶ基本となる授業科目を必修科目とし、

各コースにおいて核となる授業科目を選択必修科目に位置づけ、その他必要な授

業科目を選択科目として設定している。 

ウ．演習科目 

1 年次から 4 年次まで必修科目として開設している。1 年次の演習は学部教育

の導入的な役割を担っており、2 年次から 4 年次までの演習では、専門分野を深

く掘り下げて学べるようにしている。すべての学生が演習を履修していることか

ら、担当教員によるきめ細かな指導が可能となっている。 

 

【経営学部】 

経営学部は、授業科目の区分を「共通教育科目」、「専門教育科目」に 2 分し、次

のとおり各区分において、学生が段階を追って履修できるよう、配当年次にも配慮

して体系的に履修できる教育課程を編成している。また、各年次における学期ごと

の履修単位数の上限は、従来 26 単位としていたが、学生の学修時間を十分確保す

る目的で平成 28(2016)年度から 22 単位に引き下げた。 

ア．共通教育科目 

「基礎教育科目」、「総合教育科目」、「言語教育科目」の区分を設定し、本大学

の教育課程の根底にある建学の精神と教養の必要性を理解させる授業科目、国語

表現でのコミュニケーション能力向上を目指す授業科目、英語能力の修得を目指

す授業科目及びパソコン等での情報処理能力の修得を目指す授業科目を必修科目

とし、その他の多くの教養に関する授業科目を選択科目に設定している。 

イ．専門教育科目 

授業科目の区分の中に「社会連携科目」を設け、従来の産業実習の他にボラン

ティア精神を涵養する科目及びキャリア形成を教育する科目を開設した上で、

「基幹科目」、「基礎科目」、「学科科目」、「関連科目」に区分して、経営学、情報

学を学ぶ上で基本となる授業科目を必修科目とし、学生各自の学びの領域の基礎

となる授業科目や核となる授業科目を選択必修科目に位置づけ、その他必要な授

業科目を選択科目として設定している。 

配当年次は 1 年次から 4 年次に広く配置させており、新入生には基礎力を身に

付ける授業科目を、進級するにしたがって、より高度な応用力を身に付ける授業

科目を設定し、各科目の位置づけが明確となるようにナンバリングを行っている。

演習科目は、1 年次から 4 年次まで必修科目として開設している。1 年次の基礎

演習は、学部教育の導入的な役割を担っており、2 年次から 4 年次までの専門演

習では、専門分野を深く掘り下げて学べるようになっている。 
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【保健医療学部】 

保健医療学部は、授業科目の区分を「教養基礎科目」、「専門基礎科目」、「専門科

目」に 3 分し、次のとおり教育課程を編成している。また、本学科の卒業に必要な

単位数 125 単位の内、112 単位を必修としており、年次別に計画的な履修をし、卒

業に必要な単位の修得が可能な教育課程を編成していることから、各年次における

履修単位数の上限は定めていない。なお、「専門基礎科目」及び「専門科目」の授

業科目は、保健師助産師看護師学校養成所指定規則に準拠して開設している。 

ア．教養基礎科目 

幅広い教養を身に付けるとともに倫理的な考え方や物事を多元的に捉える力を

養い、また、異文化や異なる環境にある人への理解を深め、社会の中で創造的に

行動していく力を育成する。 

「人と文化」、「人と環境」、「人と関わり」及び「総合」に区分し、知的・

倫理的側面の育成、人権とその擁護、物事を多元的にとらえる視野、異文化や異

なる環境にある人への理解を深め、社会の中で創造的に行動していく力を養うた

めの授業科目を開設している。 

イ．専門基礎科目 

看護学が人を対象とする学問基盤であることの理解を深め、からだや病気、障

がいに関する高度な知識を身に付ける。 

「社会と健康」及び「からだと健康」に区分し、医学的な疾患の知識だけで人

を理解するのではなく、疾患を持ちながら地域社会で暮らす人を理解し、また、

看護学が人を対象とする学問の基盤であることを学修するための授業科目を開設

している。 

ウ．専門科目 

教養基礎科目、専門基礎科目の既習知識と看護学の知識、技術を統合させ、看

護学を幅広い視点で探究的に学び、統合する。 

また、臨地実習においては、様々な場で生活する人々のあらゆる健康レベル、

発達段階に対して、講義・演習等で学んだ看護学等の知識・技術を、看護の対象

者への実際的な関わりを通して実践し、対象者に応じた総合的な看護実践能力を

育成する。 

「看護の基礎」、「看護の実践と展開」、「地域生活支援の展開」及び「看護

の統合と発展」に区分し、教養基礎科目及び専門基礎科目の知識と看護学の知識・

技術を統合させ、看護学を幅広い視点をもって探究的に学び、統合するための授

業科目を開設している。 

 

【歯学部】 

歯学部は、平成 13(2000)年 3 月に文部科学省の医学・歯学教育の在り方に関する

調査研究協力者会議が提示した「準備教育モデル・コア・カリキュラム」及び「歯

学教育モデル・コア・カリキュラム」（平成 20(2007)年度、平成 23(2010)年度に改

定）に基づき、学生が履修すべき必要不可欠な教育内容ガイドラインを骨子として、

授業科目の区分を「基礎教育系」、「専門教育系」に 2 分し、次のとおり教育課程
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を編成している。また、歯科医学の主となる科目や自然科学に関する科目では、こ

れを講義と実習に分け、講義で得た理論・知識について、実習を通じて確認、実践

することで、効率よく修得することを目指している。履修すべき科目はすべて必修

としており、6 年一貫教育の中で学生が段階を追ってバランス良く、かつ系統的に

履修できるよう教育課程を編成し、授業科目を開設している。 

ア．基礎教育系では、「人間科学」と「歯科医療基礎科学」に区分し、幅広い知識

と豊かな教養、歯科医師として必要な倫理観や人間性・国際性を身に付けるため

の授業科目と、歯科医学の基礎となる自然科学の理解を深めるための授業科目を

開設している。 

イ．専門教育系では、歯科医学の全体像と患者中心の歯科医療の基本について学ぶ

「基礎歯科学」、歯科医学の基本となる人体や口の構造・機能等について理解す

る「口腔生命科学」、歯科材料について学ぶ「口腔生体材料学」、病気の発生メ

カニズムや薬剤の効能について理解する「口腔疾患病態学」、検査・診断・治療・

予後について学ぶため、病気の状態、治療方法等に基づき区分した「硬組織疾患・

機能回復学」、「口腔疾患治療学」、「発育・加齢・障害者治療学」に関する授

業科目を置くとともに、社会と歯学の関わりについて学ぶ「社会口腔保健学」、

全身管理の中の歯学を実践的に学ぶ「総合医科学」に加え、平成 26(2014)年度に

文部科学省の歯学教育の改善・充実に関する調査研究協力者会議による提言・要

望に基づく超高齢社会における多様な歯科医療ニーズや地域医療に対応できる歯

科医師養成の必要性から、訪問歯科診療や摂食嚥下リハビリテーション等の診療

の基礎について学ぶ「地域歯科医療学」を開設し、1～4 学年を通じて系統的に学

修する統合型スパイラル科目を配置している。また、実際に病院等、臨床の場で、

診療参加型による自験を重視した歯科医療の実践やインフォームドコンセント、

チーム医療等について総合的に学ぶ「臨床実習」等の授業科目を開設している。 

 

【法学研究科】 

法学研究科は、授業科目の区分を「専攻科目」、「演習科目」、「課題研究科目」、「総

合科目」、「特別科目」、「関連科目」に分け、実用法学を重視した教育課程を体系的

に編成している。 

また、学生の目的に応じた個別指導を徹底するため、主専攻に対応する講義科目

及び演習科目（研究指導）並びにその他必要な講義科目を開設している。 

 

【経営学研究科】 

経営学研究科は、授業科目の区分を「基本科目群」、「基礎科目群」、「応用科目群」、

「プロジェクト研究指導科目群」、「個別研究指導科目群」に分け、教育課程を編成

している。    

ア．基本科目群は、3 科目開講する。 

イ．基礎科目群は、経営学の広範な内容をカバーするために 13 科目開講する。13

科目中、関連する専攻分野と深く関連する 3 科目を選択必修として履修する必要

がある。3 科目以上履修した場合は、選択科目として扱う。 
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ウ．応用科目群は、教員の専門分野と地域社会への貢献を考慮し、経営情報システ

ム特論等の 12 科目を開講する。さらに、最新の研究成果等を修得するための特

殊講義 2 科目を加え、計 14 科目とする。応用科目群は全て選択であるが、履修

に際しては指導教員と相談の上必要なものを選択する。 

エ．研究指導を円滑に進めるために、プロジェクト研究に関連する演習科目あるい

は個別研究指導のための演習科目をそれぞれ 4 科目開講する。これらの演習科目

は、専攻分野（プロジェクト研究に関する専攻か専門研究に関する専攻のどちら

か）に応じて履修することになる。 

プロジェクト研究に関連する専攻分野を選択した者は、プロジェクト研究を 4

科目、専門研究に関連する専攻分野を選択した者は、演習科目 4 科目を必修科目

として履修しなければならない。 

 

【歯学研究科】 

歯学研究科は、「口腔生命科学」及び「高度口腔医療科学」の 2 コースを設定し、

学生の将来の目標に向けた系統的な教育課程を編成している。それぞれのコースに

は、主専攻科目と副専攻科目を設け、歯科医学の知識と臨床技術・技能、独創的研

究について進路目的に合わせて履修できるよう編成している。 

 

２）教授方法の改善を進めるための組織的体制及び教授内容・方法の工夫・開発 

 

教授方法の改善を進めるために、FD 活動推進委員会や各学部･研究科の FD 委員

会等が中心となって、研修会やワーキンググループによるワークショップ・検討会

を開催する等、教授方法の工夫や改善を組織的に進めている。また、こうした改善

意見をもとにカリキュラム検討・運営委員会において教育内容の見直しを図り、次

のとおり、それぞれの学部等の特性に沿って、工夫や開発を行っている。 

 

【法学部】 

社会情勢の変化に対応し得る法的思考能力と判断力を備えた人材を養成するため、

専門教育の核となる演習（ゼミ）については、少人数教育を導入している。演習科

目の内容や方法は、原則として、判例や事例あるいは毎回与えられるテーマを素材

として、学生が単独又は共同で報告をし、あるいは、教員が問題提起をして、質疑

応答、討議といった参加型の運営を行っている。さらに、裁判所・刑務所・警察本

部・地方検察庁・少年院等に出かけ、実際の法の執行現場に接し、また、本大学の

模擬法廷において模擬裁判や模擬調停を試みる体験型の教育を行っている。 

講義科目は、双方向性授業を取り入れたり、プレゼンテーションソフトやビデオ

を使用したり、レジュメの活用や小テストを行う等、教育効果を引き上げるための

様々な方法を採っている。 

ボランティア活動等を中心とした「社会実習」、企業でのインターンシップを中心

とした「産業実習」等により、社会との接触による自己啓発を兼ねた各種の実践的

教育を行っている。 
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【経営学部】 

社会情勢の変化に対応し得る経営能力、情報活用能力、企画・実践能力を備えた

人材を養成するため、専門教育の核となる演習（ゼミ）については、少人数教育を

導入している。1 年次で実施する「基礎演習」においては、大学生として主体的に

講義に取り組む際に必要となる能力を養成しつつ、自らがコミットする学びの領域

について明確に決定し、目標を立てさせている。 

基礎演習は全て同じ時限に開講され、担当教員別の個別授業と、学部や学科で集

合して共通理解を促し、時にアクティブに学ぶ合同授業で構成されている。このた

め、平成 26(2014)年度から基礎演習担当者を対象に基礎演習連絡会を授業期間中ご

と週 1 回開催してきたが、平成 28(2016)年度からは経営学部教員全体の共通認識醸

成のため、全員が参加する形で教員連絡会を開催している。 

「基礎演習Ⅰ」では、社会的技量習得の基礎となる少人数でのコミュニケーショ

ンを理解し、知識の基礎的な批判的修得方法を学ぶとともに、教員の助言とモデル

時間割を参考に自らの学びの領域について学修計画と目標を考え、モデル時間割

（カリキュラムマップ）等を参考に履修計画を立てる。「基礎演習Ⅱ」では、学生

が自らコミットする専門的な知識を大学において身に付けるための自らの学びの領

域の選択方法について理解を深め、「専門演習」の選択の助言を行う。この活動を

通じて学生が各学科に設置されている学びの領域の特徴と専門演習担当教員の専門

領域について理解し、基礎演習担当教員との対話を繰り返すことで自分が将来進む

べき専門領域を決定できるように工夫している。また、平成 26(2014)年度入学生か

ら、基礎演習から専門演習へと一貫した指導を可能とするため、担当教員は学生の

指導状況を適宜記録した学生カルテを作成し、引き継いでいる。 

講義では、プレゼンテーションソフトやビデオを使用したり、学生同士による議

論を促したり、レジュメの活用や小テストを行う等、教育効果を引き上げるための

様々な方法を採っている。また、一部の授業科目においては、外部から経営・情報

の専門家を招へいしたり、企業や商店街等に出かけて、実際の現場の見学・体験、

大学祭の模擬店出店や市場調査、商品開発、販売等、体験型の教育を行っている。 

また、社会連携科目を通じソーシャル・キャピタルの存在を身近に感じると同時

に、企業での学びを中心とした「産業実習」、「インターンシップ」、サービス介

助等を学び、ボランティア活動の基本的精神を学ぶ「社会貢献（ボランティア論）」

等により、社会との接触による自己啓発を兼ねた各種の実践的教育を行っている。 

更に、平成 26(2014)年度からは、入学前に入学生面談と学力のアセスメント調査

を実施して、その分析結果を教員に還元することにより、各教員に対し学生指導へ

の工夫を促している。 

 

【保健医療学部】 

人を思う心をもって人間関係を構築する力、自己研鑽して未来を切り開く力、社

会に貢献し変革する力を持ち、あらゆる健康レベルにある人のニーズに対応できる

看護職を育成するため、1 年生の「基礎ゼミナールⅠ」「基礎ゼミナールⅡ」につい

ては、初年次教育として大学生活への適応準備と大学で学修する手段や専門職とし



朝日大学 

32 

 

ての姿勢や心構えを意識づけるため少人数教育を行っている。また、看護学への関

心と各領域での学習意欲を高めるため、1 年次前期に専門科目を配置している。 

講義科目では、双方向性授業を取り入れ、スライド、プレゼンテーションソフト

等を使用したり、レジュメの活用や各授業の毎時間の終了時に、学生が当該授業に

対して感じたことや修得内容等を記入するリアクションペーパーの活用等、教育効

果を引き上げるための様々な方法を取り入れている。 

看護学科設置にあたり整備した実習室について、基礎看護学実習室については、

学生全員に看護の基礎を一斉に学ばせるため、全員が同時に授業を受講できるスペ

ースを確保した。その他の実習室については、2 クラス又は 3 クラスに分けて授業

を行うことで教育の効率性をを上げるとともに、パソコン対応のマルチメディア装

置を設置し、視聴覚資料の活用により教育効果の向上を図っている。 

 

【歯学部】 

高い倫理観と豊かな人間性、国際性を兼ね備えた歯科医師を養成するため、入学

時から地域歯科診療所や病院での体験実習を行うアーリーエクスポージャーによる

歯科医師への動機付け教育の充実、少人数グループを中心としたチュートリアルに

よるコミュニケーシュン能力の育成等に取り組んでいる。 

英語、英会話では、外国人講師による授業や、歯学、医学の専門用語を修得させ

ることにも配慮している。また、歯科医学の専門知識及び高度な医療技術を修得さ

せるため、スライド、プレゼンテーションソフト等による写真提示等を積極的に取

り入れるとともに、教員からの一方向授業だけではなく、課題等に対し学生自らが

考え、学生相互のグループディスカッションにより解決策を探る問題解決型学習

(PBL:Problem Based Learning)やチーム基盤型学習(TBL:Team-Based Learning)

を導入、そして自己の振り返りによる評価のために学修ポートフォリオを活用する

等している。 

さらに、5年次から始まる臨床実習では、見学型から臨床参加型（クリニカル・

クラークシップ）への転換を行うとともに、平成25(2013)年度から実習時間を約

1,100時間から約2,000時間へ拡大し、さらに平成26(2014)年度では約2,100時間と

した。また平成27(2015)年度から、臨床実習学生をこれまで3グループ編成として

いたものを、一口腔単位での実習をより重視する観点から2グループ編成に変更し、

1人の患者に対する実習期間を長く確保することで、初診から治療内容、予後まで

一貫した実習を可能とする等、さらなる充実を図っている。 

 

【法学研究科】 

教育目的を達成するために、各授業科目において、徹底した個別指導を行ってい

る。また、教員で構成する判例研究会にも積極的に学生を参加させ、こうした場を

通じて実用法学の深化、応用を図るための個別指導を行っている。 

 

【経営学研究科】 

カリキュラム改正に伴い、地域社会との連携を取る科目を大幅に増やしている。
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そのため、今後は地域社会を教育・研究フィールドとするフィールドワーク等のア

クティブラーニングに基づく教授法を積極的に推進している。現在プロジェクト研

究の一つとして実施している「グローバルロジスティックス」においては、地域の

企業、関連団体、政府の関係部署、大学院教員等で構成される研究会を開催し、そ

こでアンケートやインタビュー調査の実施や、関係する研究テーマを持つ大学院生

による発表等を実践している。 

 

【歯学研究科】 

研究者として自立して研究活動を行い、又は、その他の高度に専門的な業務に従

事するのに必要な高度の研究能力及びその基礎となる豊かな学識を養う人材育成の

観点から、講義に偏りがちな大学院教育において、実習科目（実験実習・臨床実習）

を重要視して、コースワークによる研究遂行能力の涵養や、最新医療技術を医療の

現場で体験させる実践的な教育方法を導入している。 

 

（３）2－2 の改善・向上方策（将来計画） 

 

今後は、教育目的に沿って単位制度の実質化に向けた取り組みが確実に行われ、効

果を挙げているのかを検証するとともに、変化しつづける社会環境を見すえ、人材養

成の目的、教育研究上の目的に十分に即しているか、不断の点検・改善を行ってい

く。 

 

 

エビデンス集（資料編） 

【資料 2-2-1】 カリキュラムポリシー（法学部） 

【資料 2-2-2】 カリキュラムポリシー（経営学部） 

【資料 2-2-3】 カリキュラムポリシー（保健医療学部） 

【資料 2-2-4】 カリキュラムポリシー（歯学部） 

【資料 2-2-5】 カリキュラムポリシー（大学院法学研究科） 

【資料 2-2-6】 カリキュラムポリシー（大学院経営学研究科） 

【資料 2-2-7】 カリキュラムポリシー（大学院歯学研究科） 

【資料 2-2-8】 履修要覧 法学部 2016 

【資料 2-2-9】 履修要覧 経営学部 2016 

【資料 2-2-10】 履修要覧 経営学部 秋季入学生 2016 

【資料 2-2-11】 履修便覧 保健医療学部 看護学科 2016 

【資料 2-2-12】 朝日大学歯学部教授要綱（1 学年） 

【資料 2-2-13】 朝日大学歯学部教授要綱（2 学年） 

【資料 2-2-14】 朝日大学歯学部教授要綱（3 学年） 

【資料 2-2-15】 朝日大学歯学部教授要綱（4 学年） 

【資料 2-2-16】 履修要覧 大学院法学研究科 2016 

【資料 2-2-17】 履修要覧 大学院経営学研究科 2016 
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【資料 2-2-18】 2016 大学院歯学研究科教授要綱 

【資料 2-2-19】 2016 年度（平成 28 年度）学生募集要項 

 AO 入学試験・一般推薦入学試験・スポーツ推薦入学試験 

 一般入学試験・大学入試センター試験利用入学試験 

 （法学部・経営学部・保健医療学部・歯学部） 

【資料 2-2-20】 2016 年度（平成 28 年度）学生募集要項 

 外国人留学生入学試験（法学部・経営学部） 

【資料 2-2-21】 2016 年度（平成 28 年度）学生募集要項 

 留学生別科日本語研修課程 

【資料 2-2-22】 2016 年度大学院法学研究科学生募集要項 

【資料 2-2-23】 2016 年度朝日大学大学院法学研究科修士課程学生募集要項 

【資料 2-2-24】 2016 年度朝日大学大学院経営学研究科（昼夜開講制）修士課程 

学内推薦入学試験要項 

【資料 2-2-25】 2016 年度朝日大学大学院経営学研究科修士課程 

学内推薦入学試験要項 

【資料 2-2-26】 2016 年度朝日大学大学院歯学研究科【博士課程】 

 学生募集要項（一般／社会人／長期履修学生） 

【資料 2-2-27】 各学部・各大学院研究科の概要 

【本大学ホームページ（http://www.asahi-u.ac.jp/）】 

【資料 2-2-28】 2015 年度カリキュラム科目概要・ナンバリング（法学部） 

【資料 2-2-29】 2015 年度カリキュラムナンバリング（経営学部） 

【資料 2-2-30】 朝日大学歯学部ナンバリング細目一覧表 

【資料 2-2-31】 朝日大学法学部カリキュラム検討・運営委員会規程 

【資料 2-2-32】 朝日大学経営学部カリキュラム検討・運営委員会規程 

【資料 2-2-33】 朝日大学歯学部カリキュラム検討専門委員会規程 

【資料 2-2-34】 朝日大学 FD 活動推進委員会規程 

【資料 2-2-35】 朝日大学法学部 FD 委員会規程 

【資料 2-2-36】 朝日大学経営学部 FD 委員会規程 

【資料 2-2-37】 朝日大学保健医療学部 FD 委員会規程 

【資料 2-2-38】 朝日大学歯学部 FD 委員会規程 

【資料 2-2-39】 朝日大学教職課程センターFD 委員会規程 

【資料 2-2-40】 朝日大学大学院 FD 委員会規程 

【資料 2-2-41】 FD 研修会等実施記録【全学】 

【資料 2-2-42】 FD 研修会等実施記録【法学部】 

【資料 2-2-43】 FD 研修会等実施記録【経営学部】 

【資料 2-2-44】 FD 研修会等実施記録【保健医療学部】 

【資料 2-2-45】 FD 研修会等実施記録【歯学部】 

【資料 2-2-46】 FD 研修会等実施記録【教職課程センター】 

【資料 2-2-47】 FD 研修会等実施記録【大学院法学研究科】 

【資料 2-2-48】 本大学の教育ワークショップの開催記録【歯学部】 

http://www.asahi-u.ac.jp/
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【資料 2-2-49】 学生カルテ（経営学部） 

【資料 2-2-50】 外部講師招へい（経営学部） 

【資料 2-2-51】 経営学部学外授業 

【資料 2-2-52】 平成 27 年度第 45 回朝日祭パンフレット（模擬店出店） 

【資料 2-2-53】 朝日大学保健医療学部看護学科リアクションペーパー 

【資料 2-2-54】 2016 年度前学期『基礎ゼミ』予定表（PBL・TBL） 

【資料 2-2-55】 ポートフォリオシート（歯学部） 

 

 

2－3 学修及び授業の支援 

≪2－3 の視点≫ 

2-3-① 

 

教員と職員の協働並びに TA（Teaching Assistant）等の活用による学修支援

及び授業支援の充実 

 

（１）2－3 の自己判定 

 

基準項目 2－3 を満たしている。 

 

（２）2－3 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

 

2-3-① 

 

教員と職員の協働並びに TA(Teaching Assistant)等の活用による学修支援及

び授業支援の充実 

 

１）学生への学修及び授業支援に関する体制の整備と運営 

 

ア．学生への学修及び授業支援については、各学部教務学生委員会、カリキュラム

検討・運営委員会等において、委員構成の中に事務職員を含めており、教員と事

務職員が協働して学修及び授業支援に関する方針･計画等を策定し、実施する体制

をとっている。 

 

イ．オフィスアワーについては、履修要覧や履修の手引き、更には教員の研究室の

ドアに掲示して学生に広く周知し、学生の様々な疑問や相談に応えられるように

している。また、学生のオフィスアワーの利用状況を定期的に調査している。 

 

ウ．TA の活用については、大学院生に教育指導に関する実務の機会を与えるため

にこの制度を設けている。主に実習科目を中心に配置し、彼らに授業運営全般の

補助を行わせることで、学部学生に対する教育効果を高めている。 

採用にあたっては、「朝日大学ティーチング・アシスタント規程」に基づき、学

長が、大学院生の学業に支障を来さない範囲であるか否かを、研究科長の意見を

聞いた上で判断した後、理事会に上程し、理事会が採用について審議・決定して
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いる。 

 

エ．指導教員制度については、学生一人一人に対して専任教員が指導教員となり、

修学指導に限らず生活･就職指導等についても、在学中一貫した個別指導体制をと

っている。なお、学籍異動を伴う個別面談では､教員と事務職員が必ずチームを組

んで対応している。 

 

オ．中途退学者、停学者及び留年者への対応については、各学部とも、指導教員が、

中途退学者や停学者へのフォローや、留年者・休学者に対する個別面談（父母を

交えた三者面談）を実施し、退学理由の確認や留年の際の学修指導を行っている。 

退学、休学に関しては、学長が、こうした指導記録を勘案したうえで決定して

いる。また、学籍異動が決定された際は、その都度、教務学生委員会、教授会に

おいて報告を行っている。 

また、停学等の懲戒の決定に関しては、「朝日大学学生の懲戒手続きに関する

規程」に基づき調査委員会を設置し、学生及び関係者から事情及び意見を聴取し

た結果を学長宛に報告書として提出させ、当該報告書に基づく教授会等の意見を

聴いて、学長が処分を決定している。 

 

カ．資格取得支援については、法学部・経営学部は、実社会で必要となる基礎能力

の修得と資格取得をサポートする体制を整備している。学生が自主学修により、

本大学指定の資格（入学年度に応じて 69～102 種類）を取得した場合には、本大

学で定めた資格ランクに応じて奨学金を支給する制度を設けている。 

資格取得の支援を行うことにより、社会人として必要となる基礎能力の向上と

学生のモチベ－ションアップに繋がっているものと確信している。 

 

キ．外国人留学生支援については、法学部・経営学部の外国人留学生に対し、学力

の向上と生活環境への適応を図ることを目的として、必要に応じて学生チュータ

ーを配置している。学生チューターの選出は教授会に諮られ、チューター制度の

管理運営は学事二課が担当している。 

 

２）学生への学修及び授業支援に対する学生の意見等を汲上げる仕組みの整備並びに

学修及び授業支援の体制改善への反映 

 

全学で実施しているオフィスアワーでは、各指導教員が学生からの様々な相談に

対応している。また、演習授業等の少人数教育の場が学生の意見等を汲上げる場と

もなっている。 

経営学部では、基礎演習、専門演習で担当教員が保管する学生カルテによる学生

動向の記録をもとに支援の質を向上させ、FD 活動推進委員会主催の勉強会で共通

認識の醸成を図っている。 

保健医療学部では、オフィスアワーに加え、専任教員によるアドバイザー制を導
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入しており、学生からの様々な相談に応じるとともに、意見の汲上げを行っている。 

歯学部では、学年指導教員が対応するほか、チューター制とオフィスアワーによ

り学生からの様々な相談に応じるとともに、意見の汲上げを行っている。 

各学部とも、こうした要望、意見は教務学生委員会に集約され、教授会で検討さ

れる仕組みができており、検討結果を踏まえて体制改善に反映している。 

また、毎年 FD 活動の一環として、ほぼ全授業科目について授業改善アンケート

を行い、学生の意見等を汲み上げている。アンケート結果は各教員にフィードバッ

クされ、授業改善に役立てている。また、集計結果は報告書としてまとめられ、本

大学ホームページで公開するとともに、教員・学生に配付している。 

 

（３）2－3 の改善・向上方策（将来計画） 

 

学生の実情に応じた指導を行うために学生に関する情報を集約し、学生指導教員等

への一元的な情報提供を可能とすることで「UNIVERSAL PASSPORT 学生システム」

の拡充を進め、学生カルテ制度の定着化を図っていく。 

 

 

エビデンス集（資料編） 

【資料 2-3-1】 朝日大学法学部教務学生委員会規程 

【資料 2-3-2】 朝日大学経営学部教務学生委員会規程 

【資料 2-3-3】 朝日大学保健医療学部教務学生委員会規程 

【資料 2-3-4】 朝日大学歯学部教務学生委員会規程 

【資料 2-3-5】 朝日大学法学部カリキュラム検討・運営委員会規程 

【資料 2-3-6】 朝日大学経営学部カリキュラム検討・運営委員会規程 

【資料 2-3-7】 朝日大学歯学部カリキュラム検討専門委員会規程 

【資料 2-3-8】 2016 年度 大学院法学研究科 オフィス・アワー一覧 

【資料 2-3-9】 2016 年度経営学研究科オフィスアワー時間帯について（前学期）（後

学期） 

【資料 2-3-10】 履修要覧 法学部 2016 

【資料 2-3-11】 履修要覧 経営学部 2016 

【資料 2-3-12】 履修要覧 経営学部 秋季入学生 2016 

【資料 2-3-13】 履修便覧 保健医療学部 看護学科 2016 

【資料 2-3-14】 朝日大学歯学部教授要綱（1 学年） 

【資料 2-3-15】 朝日大学歯学部教授要綱（2 学年） 

【資料 2-3-16】 朝日大学歯学部教授要綱（3 学年） 

【資料 2-3-17】 朝日大学歯学部教授要綱（4 学年） 

【資料 2-3-18】 履修要覧 大学院法学研究科 2016 

【資料 2-3-19】 履修要覧 大学院経営学研究科 2016 

【資料 2-3-20】 2016 大学院歯学研究科教授要綱 

【資料 2-3-21】 朝日大学ティーチング・アシスタント規程 
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【資料 2-3-22】 2016 年度保健医療学部看護学科 1 年生 基礎ゼミナールⅠ（教員

別）及びアドバイザー 

【資料 2-3-23】 2016 年度保健医療学部看護学科 2 年生 アドバイザー 

【資料 2-3-24】 2016 年度保健医療学部看護学科 3 年生 アドバイザー 

【資料 2-3-25】 2016 年度 歯学部ゼミ制度担当教員 

【資料 2-3-26】 朝日大学学生の懲戒手続きに関する規程 

【資料 2-3-27】 朝日大学資格取得支援制度運用規程 

【資料 2-3-28】 朝日大学就職支援委員会規程 

【資料 2-3-29】 朝日大学授業改善のためのアンケート調査分析結果報告書＜2014

年度＞ 

 

 

2－4 単位認定、卒業・修了認定等 

≪2－4 の視点≫ 

2-4-① 単位認定、進級及び卒業・修了認定等の基準の明確化とその厳正な適用 

 

（１）2－4 の自己判定 

 

基準項目 2－4 を満たしている。 

 

（２）2－4 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

 

2-4-① 単位認定、進級及び卒業・修了認定等の基準の明確化とその厳正な適用 

 

各学部の単位認定、進級要件及び卒業要件並びに各研究科の単位認定、修了要件及

び学位論文審査等は、本大学学則、各学部細則、本大学大学院学則、各研究科細則、

本大学学位規程に明確に定められており、厳正に適用・運用されている。なお、いず

れの学部、研究科も、教授会や研究科委員会における単位認定、進級及び卒業・修了

について審議を行い、学長に意見を述べ、学長はこれを聴き、単位等の認定ないし決

定を行っている。 

 

【学部】 

１）単位認定 

本大学学則第 26 条及び第 30 条並びに各学部細則の定めに基づき、各学部とも試

験の成績、平素の学習成績、出席状況等を総合して成績評価を行った上、教授会の

意見を聴き、学長が単位の認定を行っている。 

他大学等における既修得単位については、学則第 6 条の 2（他の大学又は短期大

学における授業科目の履修等）及び第 6 条の 3（大学以外の教育施設における学修）

において 60 単位を超えない範囲で、本大学で修得したものとみなすことができる

ものとしている。 
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２）進級の要件 

本大学学則第 31 条に基づき、各学部細則において、次のとおり要件を定めてい

る。 

ア．法学部（法学部細則第 14 条） 

各年次において、学年を通じて在学した者については、次年度、次の年次への

進級を認める。ただし、2 年次から 3 年次への進級は、2 年次修了までに 50 単位

以上修得すること 

イ．経営学部（経営学部細則第 15 条） 

・1 年次から 2 年次への進級は、25 単位以上修得すること 

・2 年次から 3 年次への進級は、2 年次までに 50 単位以上修得すること 

・3 年次から 4 年次への進級は、3 年次において学年を通じて在学すること 

ウ．保健医療学部（保健医療学部細則第 15 条） 

各年次に 1 年間在学した者について、次の年次への進級を認める。 

エ．歯学部（歯学部細則第 13 条） 

・1 学年は、当該学年のすべての授業科目の単位を修得すること、又は単位未修

得の科目が 2 科目以内であり、かつあらかじめ指定する授業科目を合格している

こと 

・2 学年は、1 学年及び 2 学年のすべての授業科目の単位を修得すること 

・3 学年、4 学年及び 5 学年は、当該学年のすべての授業科目の単位を修得する

こと 

３）卒業 

各学部のディプロマポリシーに基づき審査し、必要な要件を満たした者に対し、

本大学学則第 34 条に基づき、各学部教授会の意見を聴き、学長が卒業を認定して

いる。 

 

【大学院研究科】 

１）単位の授与 

本大学大学院法学研究科細則第 8 条、本大学大学院経営学研究科細則第 9 条、本

大学大学院歯学研究科細則第 9 条に基づき、適切な成績評価を行った上で、単位を

授与している。 

２）修了の要件 

本大学大学院学則第 18 条及び第 20 条に基づき、各研究科委員会において、ディ

プロマポリシーに基づき修了を審査し、この研究科委員会の意見を聴き、学長が課

程修了の認定を行っている。 

 

３）学位の授与 

学位授与の要件は、朝日大学学位規程第 3 条から第 6 条に定めるところによる。

大学院の課程による者の修士及び博士の学位申請は、各研究科細則に定めるところ

により、学位申請書、学位論文等を学長に提出する。学位論文の審査及び試験につ

いては、学位規程第 9 条から第 12 条の定めに基づき、論文審査及び試験は、主査 1
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人及び副査 2 人の審査委員が行い、最終試験については、学位論文を中心として、

その関連分野について口述試験等により実施している。学長は、研究科委員会の意

見を聴いて、学位の授与を決定する。 

 

以上のとおり、各学部・各研究科ともに、単位の認定、進級及び卒業・修了の要件

については、学則及び細則に認定権者及び要件等を定め、適切かつ厳格に運用してい

る。また、講義要項の中で、各学部及び研究科のシラバスにおいて、授業計画及び成

績評価基準等が、すべての授業科目について明確に示されている。 

 

（３）2－4 の改善・向上方策（将来計画） 

 

法学部、経営学部、保健医療学部にあっては、履修登録から単位認定までの過程に

おいて、学生カルテに基づく学生指導を徹底し、引き続き厳正な単位認定と進級・卒

業判定を行っていく。 

歯学部にあっては、やや留年率が高くなっているが、引き続き、現行の進級・卒業

基準に基づき、厳正に対応するとともに、留年者を含めた成績不良者に対しては、指

導教員等との三者面談を含めた修学指導を徹底し、多重留年者に対しては進路変更を

視野に入れた指導を強化していくものとする。 

更に授業科目の成績評価については、GPA(Grade Point Average)制度を適用し、

厳格な成績評価を行うことで、指導教員による学生指導や奨学生の認定、学生の表彰

に用いるのに加え、成績不良者に対する進路変更等の指導時の資料として活用するこ

ととする。 

 

 

エビデンス集（資料編） 

【資料 2-4-1】 ディプロマポリシー（法学部） 

【資料 2-4-2】 ディプロマポリシー（経営学部） 

【資料 2-4-3】 ディプロマポリシー（保健医療学部） 

【資料 2-4-4】 ディプロマポリシー（歯学部） 

【資料 2-4-5】 ディプロマポリシー（大学院法学研究科） 

【資料 2-4-6】 ディプロマポリシー（大学院経営学研究科） 

【資料 2-4-7】 ディプロマポリシー（大学院歯学研究科） 

【資料 2-4-8】 朝日大学学則 

【資料 2-4-9】 朝日大学法学部細則 

【資料 2-4-10】 朝日大学経営学部細則 

【資料 2-4-11】 朝日大学保健医療学部細則 

【資料 2-4-12】 朝日大学歯学部細則 

【資料 2-4-13】 朝日大学大学院学則 

【資料 2-4-14】 朝日大学大学院法学研究科細則 

【資料 2-4-15】 朝日大学大学院経営学研究科細則 
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【資料 2-4-16】 朝日大学大学院歯学研究科細則 

【資料 2-4-17】 朝日大学学位規程 

 

 

2－5 キャリアガイダンス 

≪2－5 の視点≫ 

2-5-① 教育課程内外を通じての社会的・職業的自立に関する指導のための体制の整

備 

 

（１）2－5 の自己判定 

 

基準項目 2－5 を満たしている。 

 

（２）2－5 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

 

2-5-① 教育課程内外を通じての社会的・職業的自立に関する指導のための体制の整

備 

 

学生が生きる力を身につけ、将来、社会人・職業人として自立していくことができ

るよう、学部教育及び就職指導の中で、キャリア教育のための支援体制を整備し、次

のとおり実施している。 

 

１）キャリア教育のための支援体制 

 

ア．キャリア教育への支援体制 

法学部では、カリキュラムにおいて 2 年次の必修科目として「キャリア形成Ⅰ」、

3 年次の必修科目として「キャリア形成Ⅱ」を配置し、現役の弁護士、行政職公

務員、警察官、その他企業・団体職員から業務内容の紹介・説明を受けることに

より正課授業の中で将来の職業観を涵養し、かつ、コース制を導入することで、

将来希望の職業に応じた選択を促している。 

経営学部では、法学部と同様にカリキュラムにおいて、2 年次の必修科目とし

て「キャリア形成Ⅰ」、3 年次の必修科目として「キャリア形成Ⅱ」を配置し、産

業界の代表的な企業・団体の職員から業務内容の紹介・説明を受けることにより、

正課授業の中で将来の職業観を涵養している。 

 

イ．教職志望者への支援体制 

将来教職を志す学生に対しては、高等学校の教員経験者等、教育界で豊かな経

験を積んだ教職課程センター所属の専任教員が、教育職員免許状の取得に向けて

具体的・実践的な指導を行っている。 

法学部では、中学校教諭第一種免許状（社会）、高等学校教諭一種免許状（地理
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歴史）及び高等学校教諭一種免許状（公民）を、経営学部では、高等学校教諭一

種免許状（商業）の所要資格を取得させるための指導を行っている。 

ウ．就職指導における支援体制 

学生が自己の進路を選択・決定できる能力やしっかりとした勤労観、職業観を

身に付けることができるように、1 年次から 4 年次まで年間を通じて就職指導を

行うことにより、キャリア教育を推進している。 

また、インターンシップについては、就職支援委員会が中心となって 2 年次生

以上を対象に授業科目（選択）の一つとして実施し、事務職員との協働のもとに

受入企業とその受入期間等の調整を図り、併せて事前・事後指導を実施している。 

 

２）就職・進学に対する相談・助言体制 

 

【法学部・経営学部】 

ア．学生からの就職・進学に対する相談については、主に演習授業又はオフィスア

ワーを利用して学生指導教員が個別に対応している。 

イ．学生への就職支援を行うため、学生部の専門委員会として、就職支援委員会を

設置している。委員会は、年間の指導計画等の策定及び実施並びに教授会との連

携業務を行うこととし、原則毎月 1 回開催している。 

ウ．事務局に就職支援を担当する就職支援課を設置し、日常的な学生への相談・助

言を担当するとともに、就職支援委員会において策定された年間の指導計画の実

施業務を行っている。また、学生の所属学部・学科ごとに就職支援課に担当職員

を置き、学生指導教員と担当職員との協働によって学生の就職を支援している。 

 

【保健医療学部】 

臨地実習において近隣の病院、保健センター、介護老人保健施設、地域包括支援セ

ンター、訪問看護ステーション等に加え、瑞穂市内の保育所、小学校、中学校を実習

施設としており、看護師として高い職業意識を持たせるとともに、多様な看護職の在

り方について学ぶ機会を与えている。また、近隣医療機関等からの病院見学、インタ

ーンシップ及び求人等に係る情報を学事一課（保健医療学部担当）の窓口において、

学生が自由に閲覧できるようにしており、また必要に応じてアドバイザー教員が相談

に応じている。 

 

【歯学部】 

臨床実習において歯学部附属病院だけでなく、総合病院である附属村上記念病院や

PDI 岐阜歯科診療所、更には一般開業歯科医の協力のもとに実習を行い、多様化する

歯科治療ニーズへの対応や多職種連携、訪問歯科診療等、超高齢社会に適応した歯科

医師の在り方についての意識付けと基本的技能の修得に努めている。また、卒業後、

歯科医師国家試験合格者は、1 年以上の臨床研修が必修化されており、一般財団法人

歯科医療振興財団にある歯科医師臨床研修マッチング協議会が行うマッチングに参加

し、研修先を決定している。マッチングへの参加登録に際しては説明会を開催し、学
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生が漏れなく参加登録できるよう指導している。 

 

（３）2－5 の改善・向上方策（将来計画） 

 

現在は、社会経済状況の悪化のため、企業がより一層、学生の質を重視した厳選採

用を実施するケースが多くなっている。そのために、学生の自己能力を活かしながら、

将来のビジョンを明確にさせ、1・2 年次からのキャリアプランを形成し、支援するこ

とで、「自立型人材」を育成する必要がある。 

今後は、カリキュラムとの連携を図りながらキャリア支援に努め、また、地元企業

とのインターンシップの取り組みを強化し、幅広く職業観を学べる環境を整え、職業

意識の向上に努める。また、指導教員、事務職員、学生との連携の強化を今以上に図

り、就職率の向上に努める。 

 

 

エビデンス集（資料編） 

【資料 2-5-1】 インターンシップ実習報告書 

【資料 2-5-2】 朝日大学インターンシップ実習評価表 

【資料 2-5-3】 進路登録カード 

【資料 2-5-4】 就職セミナー参加人数、訪問企業数（2013～2015 年度） 

【資料 2-5-5】 就職セミナー開催 

（ASAHI University News Letter vol.93、2014/9） 

【資料 2-5-6】 就職活動本格スタート 

（ASAHI University News Letter vol.96、2015/3） 

【資料 2-5-7】 就職活動本格スタート 

（ASAHI University News Letter vol.102、2016/3） 

【資料 2-5-8】 インターンシップ実績（2008～2015 年度） 

【資料 2-5-9】 インターンシップ受入先（2013～2015 年度） 

【資料 2-5-10】 朝日大学就職支援委員会規程 

【資料 2-5-11】 本大学の就職指導年間計画表 

【資料 2-5-12】 2016 年度実習施設（保健医療学部） 

【資料 2-5-13】 実習方法・評価方法等（歯科訪問診療） 

【資料 2-5-14】 2016 年度歯科訪問診療実習先 

【資料 2-5-15】 2016 歯科訪問診療実習先名簿 

【資料 2-5-16】 朝日大学歯学部附属病院歯科医師臨床研修医募集要項 

【資料 2-5-17】 平成 27 年度歯科医師臨床研修マッチングの結果 
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2－6 教育目的の達成状況の評価とフィードバック 

≪2－6 の視点≫ 

2-6-① 

2-6-② 

教育目的の達成状況の点検・評価方法の工夫・開発 

教育内容・方法及び学修指導等の改善へ向けての評価結果のフィードバック 

 

（１）2－6 の自己判定 

 

基準項目 2－6 を満たしている。 

 

（２）2－6 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

 

2-6-① 教育目的の達成状況の点検・評価方法の工夫・開発 

 

教育目的の達成状況は、学生の修学状況、学生アンケート等により、次のとおり点

検・評価している。 

 

【全学】 

ア．学生の学修状況を含んだ総括的な調査としては、年 2 回、「授業改善のための

アンケート」を実施し、それを「授業改善のためのアンケート調査分析結果報告

書」として取りまとめ、全学の FD 活動推進委員会及び各学部の FD 委員会にお

いて点検・評価している。 

イ．学生の意識調査は、学生部において全学生に対して実施されており、その結果

を分析・評価し、学生指導のために学内各部署に報告されている。 

 

【法学部・経営学部】 

ア．資格取得の状況については、学部の特性に基づく種々の資格試験を選定し、カ

リキュラム検討・運営委員会において、資格の難易度、適格性等について、点検・

評価している。 

イ．企業等におけるインターンシップについては、派遣先企業から「朝日大学イン

ターンシップ実習評価表」を介して学生の評価を得ており、就職支援委員会、教

務学生委員会において点検・評価している。 

ウ．就職内定の状況については、学生に「進路登録カード」を提出させ、内定を受

けた都度、就職支援課へ報告させるとともに、内定報告のない学生に対しては、

就職指導スタッフが電話、メール、呼び出し等で確認を行い、定期的に就職支援

委員会において、未内定者の指導等について協議している。 

 

【保健医療学部】 

ア．授業中における小テスト、課題レポート、定期試験等に基づき、教育目的・目

標への達成状況を、授業科目担当教員が点検・評価している。 

イ．各授業科目の毎時間の終了時に、学生が当該授業に対する感想や意見、質問等
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を記入した、リアクションペーパーの内容に基づき、授業担当教員が授業におけ

る課題等を点検・評価している。 

 

【歯学部】 

ア．授業中における小テスト、課題レポート、口頭試問、定期試験等に基づき、教

育の達成状況について逐次授業担当教員が点検・評価している。 

イ．上記に加え、臨床実習前における学力判定試験として、全国の国公私立大学歯

学部・歯科大学共通で実施する共用試験 CBT(Computer Based Testing)及び

OSCE(Objective Structured Clinical Examination)を受験することとしている。

また、各年次において実力テストや確認テストに加え、次の外部試験等を積極的

に取り入れることで、逐次、教育成果の到達度を計っており、これらの結果につ

いては、教務学生委員会において点検・評価をしている。 

・DES 全国統一模擬試験 

・麻布デンタルアカデミー 全国公開模擬試験 

・日本医歯薬研修協会 全国総合模擬試験 

・DES CBT ネット模擬試験 

 

2-6-② 教育内容・方法及び学修指導等の改善へ向けての評価結果のフィードバック 

 

すべての学部において毎学期の授業期間の最後に実施されている「授業改善のため

のアンケート」の結果を年度ごとに「授業改善のためのアンケート調査分析結果報告

書」として取りまとめ、全教員へ配付し、改善を促している。また、個別の授業に関

する詳細な結果は、当該学期末には担当教員にフィードバックされ、次学期の授業改

善に役立てている。 

加えて、保健医療学部においては、各授業科目の毎時間の終了時に提出されるリア

クションペーパーに基づき、授業担当教員が授業における課題等を自ら点検し、次の

授業に反映させている。また、歯学部においては、学修到達度を客観的に把握するた

め、外部試験に参加することにより、積極的に外部の評価を取り入れ、修学指導に生

かされている。こうした評価は、学生自身が自己の学力レベルを認識するとともに、

今後の学修計画を策定する上で役に立つものと考えている。 

 

（３）2－6 の改善・向上方策（将来計画） 

 

授業改善のためのアンケート調査の結果をうけて、各教員が提出する授業改善の報

告書を、FD 委員会が精査し、個々の教員の授業改善についての PDCA サイクルの状

況を検証していくこととしている。また、平成 28(2016)年度から、全学の英語の授

業において「英検 IBA」を学年の始めと終わりに実施し、英語教育の達成状況につい

て外部試験を通じて点検・評価することとしている。 
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エビデンス集（資料編） 

【資料 2-6-1】 朝日大学授業改善のためのアンケート調査分析結果報告書＜2014

年度＞ 

【資料 2-6-2】 朝日大学 FD 活動推進委員会規程 

【資料 2-6-3】 朝日大学法学部 FD 委員会規程 

【資料 2-6-4】 朝日大学経営学部 FD 委員会規程 

【資料 2-6-5】 朝日大学保健医療学部 FD 委員会規程 

【資料 2-6-6】 朝日大学歯学部 FD 委員会規程 

【資料 2-6-7】 朝日大学教職課程センターFD 委員会規程 

【資料 2-6-8】 朝日大学大学院 FD 委員会規程 

【資料 2-6-9】 2015 年度学生の意識および生活実態に関する調査 

【資料 2-6-10】 朝日大学インターンシップ実習評価表 

【資料 2-6-11】 進路登録カード 

【資料 2-6-12】 朝日大学保健医療学部看護学科リアクションペーパー 

【資料 2-6-13】 共用試験 CBT・OSCE 等の実施について 

【資料 2-6-14】 2016 年度共用試験歯学系 CBT 実施要領 

【資料 2-6-15】 2016 年度朝日大学共用試験歯学系 OSCE 実施内容 

 

 

2－7 学生サービス 

≪2－7 の視点≫ 

2-7-① 

2-7-② 

学生生活の安定のための支援 

学生生活全般に関する学生の意見・要望の把握と分析・検討結果の活用 

 

（１）2－7 の自己判定 

 

基準項目 2－7 を満たしている。 

 

（２）2－7 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

 

2-7-① 学生生活の安定のための支援 

 

１）学生生活安定のための支援組織 

 

学生サービス、厚生補導のための組織を設置し、次のとおり適切に機能させてい

る。 

ア．学生の生活指導、課外教育、就職支援等の厚生補導に関する業務を行うための

組織として「学生部」を設置している。学生部を管理運営するため学生部長及び

副学生部長（3 人）を置いている。学生部の事務組織として、学事二課（学生支

援担当）及び就職支援課を置いている。 
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学事二課（学生支援担当）においては、学生部に関する事務、各学部教務学生

委員会に関する事務及び健康管理センターに関する事務をはじめ、各種奨学金取

扱い、外国人留学生の住居・生活支援業務、学生の事件・事故対応、体育会及び

学友会等の課外活動支援に関する事務を行っている。 

就職支援課は、学生部における就職支援を専門的に取扱う就職支援委員会に関

する事務をはじめ、就職相談、就職指導、企業紹介等の就職支援に関する事務、

各種の資格取得支援業務等、就職支援に関する事務を行っている。 

イ．学生部には、「学生部規程」に基づき、「学生部委員会」を置き、全学的立場で

行う学生の厚生補導に関する事項の処理及び各学部における厚生補導の調整を行

っている。また、学生部委員会の専門委員会として就職支援委員会を置いている。

各学部においては、それぞれ教務学生委員会を設置し、各学部の学生の生活指導、

賞罰及び厚生補導に関することを審議している。 

ウ．学生の健康管理を一元的に行うため、「学校法人朝日大学保健管理規程」の定め

るところにより、「健康管理センター」を設置し、学生部及び歯学部附属病院等と

の連携のもと定期健康診断、各種感染症の予防対策、急病時の応急処置及び看護、

健康相談、カウンセリング等を実施している。 

 

２）学生に対する経済的な支援 

    

奨学金等、学生に対する経済的な支援は、本大学独自で実施している支援のほか、

独立行政法人日本学生支援機構を始めとする外部の諸団体からの支援についても積

極的に開拓し、広く活用を勧めている。 

平成 28(2016)年度における本大学独自の経済的支援としては、【資料 2-7-4 経済

的支援一覧表】のとおりである。特に、給付型の奨学金として「朝日大学学業奨励

奨学金制度」を設け、平成 27(2015)年度は、学業Ⅰ種において 1,525 万円、学業Ⅱ

種において 1 億 408 万円、学業Ⅲ種において 1,786 万円の計 1 億 3718 万円を給付

し、大きな経済的支援を行っている。 

また、「朝日大学奨学融資制度」は、本大学が独自に株式会社みずほ銀行と協定し

て実施している奨学融資制度で、平成 28(2016)年度においては、1,848 万円（歯学

部）、568 万円（保健医療学部）、368 万円（法学部・経営学部）を上限（6 年又は 4

年間の授業料相当額）として融資を受けることができる制度である。 

更に平成 28(2016)年度における外部の諸団体からの経済的支援で、本大学が受け

入れている代表的なものとしては、「日本学生支援機構奨学金」「私費外国人留学生

学習奨励費（日本学生支援機構）」「平和中島財団奨学金」「森田奨学育英金」等が挙

げられる。  

 

３）学生の課外活動への支援 

    

本大学における学生の課外活動は、体育・文化に関する自治活動を通じ、学生の

社会性と創造性を高め、人間的知性に富む人材の育成を図ることを目的とする「学
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友会」と、学生のスポーツ活動の強化及び充実を図り、大学の活性化を推進するこ

とを目的とする「体育会」が設置されており、次のとおり支援をしている。 

 

ア．学友会は、現在、体育部に 23 団体、文化部に 10 団体、同好会として 12 団体

が所属している。これらの公認団体には、それぞれ専任教員が顧問につき、指導・

助言を行っている。活動場所については、大学がクラブハウスを設置し、ミーテ

ィングルーム、音楽室、和室、シャワールーム等、共用スペースのほか、各クラ

ブに対して、専用の部屋を提供する等の支援を行っている。 

また、各クラブにおける現金の出納管理、会計監査への対応等の事務処理が適

正に行われるよう、学事二課（学生支援担当）の職員が指導・助言を行っている。

そのほか、学友会活動の活性化のために毎年開催されている大学祭やリーダーズ

キャンプに対し、大学から年間 200 万円程度の援助を行っている。 

イ．体育会は、大学が強化種目とする 13 のクラブで組織されており、各クラブに

は優秀な指導者を置き、強化選手に対し技術指導のみならず生活面でも次のとお

りきめ細かなサポートを行っている。 

○ 勉学意欲が高く人物良好な者又は経済的支援を必要とする者に、競技実績に

応じ奨学金を給付している。 

○ 遠隔地からの入学者に対し、大学が民間のアパートを借り上げ、安価に入居

できるように 23 棟 243 室のアパートを確保し、提供している。さらに、遠隔

地から入学する女子学生に対しては、保護者からの要望もあり、大学が体育会

女子寮を設置し、1 年間の入居を認めている。 

○ 各クラブには、遠征・合宿や連盟への登録等にかかる諸経費を補助すること

を目的に、平成 28(2016)年度は体育会運営費（指導者人件費を含む。）として

約 1 億 1,500 万円の予算を配分している。 

○ 各クラブの活動の場として、専用の練習施設を設けている。 

 

４）学生に対する健康相談、心的支援、生活相談等 

    

本大学における学生に対する健康相談、心的支援、生活相談等は、保健管理に関

する専門的業務を総合的に行うとともに、学生の身体的、精神的健康管理及び維持・

増進を図ることを目的として、学校保健安全法第 7 条に定める保健室としての機能

を果たすために設置された「健康管理センター」と学生の学修支援・障がい者支援

等を目的として設置された「学生支援センター」、並びにそれ以外の生活相談等を担

当する「学生相談室」を設置しており、これらを担当する職員を学事二課（学生支

援担当）に置き、各担当者が相互に連携を取りながら学生支援に当たっている。 

健康相談については、学生からの学生相談室への相談によるほか、健康管理セン

ターが主管する学生定期健康診断における医師の所見に基づき、学生に精密検査を

促す等の対応をしている。 

心的支援については、学生相談室を窓口とし、学生相談員が対処できる事項につ

いては、学生指導教員と連携して面接指導を行い、適切な助言を与えている。また、
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対処が困難なものや学生本人が希望する場合については、健康管理センターに配置

する専門医がカウンセラーとして対処している。 

生活相談については、そのほとんどが経済的相談であることから、学生からの相

談に対して学事二課（学生支援担当）が学内外の奨学支援制度の紹介等を適切に行

っている。 

なお、学生相談室の利用状況は、次のとおりである。 

 

（平成 27(2015)年度学生相談室のべ利用状況） 

学部等 利用者数 

法学部 60 人 

経営学部 52 人 

保健医療学部 0 人 

歯学部 0 人 

大学院 0 人 

合計 112 人 

 

また、健康管理センターカウンセリングの利用状況は、次のとおりである。 

 

（平成 27(2015)年度カウンセリングのべ利用状況） 

学部等 利用者数 

法学部 30 人 

経営学部 35 人 

保健医療学部 0 人 

歯学部 23 人 

大学院 20 人 

合計 108 人 

 

2-7-② 学生生活全般に関する学生の意見・要望の把握と分析・検討結果の活用 

 

学生サービスに対する学生の意見等を汲み上げるため、次のとおりシステムを適切

に整備し、学生サービスの改善に反映している。 

ア．学生と教員とで組織される学友会に「中央協議会」が設置されている。年 3 回開

催される会議では、学生と教員が自由に議論し、協議が行える場となっている。 

イ．学生サービスをはじめ大学に対する学生からの意見・要望等を広く汲上げるため

に、学事二課（学生支援担当）窓口に「学生意見箱」を設置している。 

 

更に必要に応じてアンケート調査等により学生の意見等を把握している。その結果

を報告書にまとめ、教職員及び学生に配付し、学生サービスの向上、学生厚生補導に

役立てている。 
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（３）2－7 の改善・向上方策（将来計画） 

 

学生サービスの体制は整備されており、今後も適切に運営していくとともに、更に

学生のみならず保護者等のニーズについても教育後援会や保護者懇談会を通じて把握

に努め、学生サービスの充実を図っていく。 

 

 

エビデンス集（資料編） 

【資料 2-7-1】 朝日大学学生部規程 

【資料 2-7-2】 朝日大学学生部委員会規程 

【資料 2-7-3】 学校法人朝日大学保健管理規程 

【資料 2-7-4】 経済的支援一覧表 

【資料 2-7-5】 朝日大学・みずほ銀行提携奨学融資制度のご案内 

【資料 2-7-6】 朝日大学学友会会則 

【資料 2-7-7】 朝日大学体育会規程 

【資料 2-7-8】 朝日大学体育会学生用借り上げアパート規程 

【資料 2-7-9】 朝日大学体育会寮規程 

【資料 2-7-10】 朝日大学学友会中央協議会議事録 

【資料 2-7-11】 学生意見箱の設置状況 

【資料 2-7-12】 2015 年度学生の意識および生活実態に関する調査 

 

 

2－8 教員の配置・職能開発等 

≪2－8 の視点≫ 

2-8-① 

2-8-② 

 

2-8-③ 

教育目的及び教育課程に即した教員の確保と配置 

教員の採用・昇任等、教員評価、研修、FD（Faculty Development）をはじめ

とする教員の資質・能力向上への取組み 

教養教育実施のための体制の整備 

 

（１）2－8 の自己判定 

 

基準項目 2－8 を満たしている。 

 

（２）2－8 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

 

2-8-① 教育目的及び教育課程に即した教員の確保と配置 

 

各学部・研究科の教員組織は、大学設置基準及び大学院設置基準に基づき、学位の

種類及び分野に応じてエビデンス集（データ編）【表 F－6】「全学の教員組織（学部等）」

及び「全学の教員組織（大学院等）」のとおり必要な専任教員を確保し、適切に配置し
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ている。 

各学部・研究科の教育目的及び教育課程に即した教員の配置及び構成は、次のとお

りであり、全学的に専任教員の年齢バランスはとれている。 

 

ア．教員の配置並びに専任教員及び兼任教員の構成 

各学部、研究科における専任、兼担、兼任の教員数及び兼任教員依存率はエビデ

ンス集（データ編）【表 F－6】「全学の教員組織（学部等）」及び「全学の教員組織

（大学院等）」のとおりである。 

各学部の教員組織は、学科目制（法学部、経営学部）、講座制（保健医療学部、歯

学部）を採用し、教育上必要な教員を適切に配置している。 

なお、歯学部において兼任教員依存率が高いのは、同学部の教育内容の特性上、

実験・実習科目が多いため、当該科目のインストラクターとして兼任教員を多数配

置していることによるものである。 

イ．専任教員の年齢別構成 

各学部における専任教員の年齢構成は、エビデンス集（データ編）【表 2-15】「専

任教員の学部、研究科ごとの年齢別の構成」のとおりである。 

なお、法学部において高齢者の割合が高くなっているが、平成 27(2015)年度に若

手教員 3 人を採用しており、今後、年齢のバランスを考慮しながら人事を進めてい

く。 

ウ．専任教員の専門分野等の構成 

各学部の教員組織は、大学設置基準の「学部の種類」ごとに定める専任教員数を

遵守し、学科目制の学部（法学部、経営学部）の場合には、学科目に必要な教員の

バランスを検討しながら、主要学科目に専任教員を配置している。講座制の学部（保

健医療学部、歯学部）の場合には、講座ごとに教授、准教授、講師、助教の専任教

員を適切にバランス良く配置している。 

また、共通教育科目、基礎教育科目を担当する教員に関しては、学部の特性に応

じ、必要な教員を各学部に配置している。 

 

2-8-② 

 

教員の採用・昇任等、教員評価、研修、FD(Faculty Development)をはじめ

とする教員の資質・能力向上への取組み 

 

１）教員の採用・昇任の方針 

 

専任教員の採用・昇任については、教育課程及び専任教員の構成等を考慮の上、

募集する授業科目・職位等について学部長等から予め学長及び理事長に申出て、承

認を得た上で、方針を決定している。なお、採用人事は、原則として公募により行

っている。 
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２）教員の採用・昇任の方針に基づく規程及びその運用  

 

教員の採用・昇任に当たっての基準については、「朝日大学教育職員資格基準」及

び「朝日大学教育職員資格基準細則」に定めている。また、採用・昇任の手続きに

ついては、「朝日大学学部等教育職員の推薦手続に関する規程」及び「朝日大学大学

院研究科教育職員の推薦手続に関する規程」を定め、同規程により学部等に設置さ

れる「教員資格審査委員会」が朝日大学教育職員資格基準に基づき資格審査を行い、

当該審査結果に関して学部長等は教授会等の意見を聴いた後、学長に採用・昇任に

関する意見書を提出する。学長はこれらの意見を聴き、自己の意見を添えて理事長

に候補者を推薦することとしている。理事長は「朝日大学教育職員の採用及び昇任

等の手続きに関する規程」に基づき、理事会に採用等の議案を提出し、理事会にお

いて採用・昇任を決定している。 

 

３）教育目的を達成するための教員の教育担当時間 

 

各学部の専任教員の 1 週当たりの担当授業時間数（最高、最低、平均）はエビデ

ンス集（データ編）【表 2-16】「学部の専任教員の 1 週当たりの担当授業時間数（最

高、最低、平均授業時間数）」のとおりである。教員の担当授業時間は、授業科目の

特質、学生数等を勘案の上、教授会において授業開講計画が決定され、これに基づ

き適切に配分されている。ただし、保健医療学部にあっては、完成年度前であり担

当授業時間数は少なくなっている。 

また、「朝日大学教育職員の担当時間数等に関する内規」を定めており、教員 1

人当たり授業期間を通じて 1 週間に担当する平均授業時間数の基準は、学内兼担の

授業を含め 12 時間（6 コマ）とし、役職者、教務学生委員長については、基準時間

数を 8 時間（4 コマ）としている。 

各研究科における専任教員の担当時間数は、学年暦、授業計画、時間割に基づき、

各研究科委員会において決定している。また、専任教員の担当授業時間数は、指導

学生の有無及び大学院生の履修登録結果に基づき最終決定している。 

 

４）教育研究目的を達成するための資源（研究費等）の適切な配分 

 

研究費は、学生数及び専任教員数等に基づき各学部・各研究科に配分され、各学

部・研究科の予算検討委員会において教員研究費、教員旅費及び学生経費等の配分

原案を策定し、教授会・研究科委員会において意見を聴いた後、学長が決定してい

る。 

全学組織である朝日大学情報教育研究センターを始め、各学部附置の研究所の研

究予算についても、適切に配分されている。また、教員の研究活動をより活性化し

ていくため、本大学独自の「宮田研究奨励金」並びに海外で開催される学会等への

出張費及び長期にわたる海外研修のための出張費についても、次のとおり教員の個

人研究費とは別に予算計上をしている。 
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また、科学研究費補助金や研究助成金等の外部の競争的研究資金についても、研

究分野別に、学長から事務局を通じて各教員へ積極的に応募するよう案内しており、

総合協議会において毎月応募・採択状況について報告している。こうした取組みを

通じて、採択実績は年々向上している。 

 

ア．宮田研究奨励金 

本大学創立者宮田慶三郎の建学の精神を具現化する諸施策の一環として、人

文・社会科学から自然科学までのあらゆる分野において、優れた学術研究の発展

を目的として創設された「宮田研究奨励金」は、教員からの申請に基づき、配分

するものである。予算額は全体で 1,000 万円となっている。また、近年は、各学

部で承認されたプロジェクト研究にも配分している。配分に当たっては、「宮田

研究奨励金取扱要綱」に従い、申請者から提出された計画調書に基づき研究の適

正性、発展性、必要性等について審査し、学長の推薦により理事長が決定してい

る。 

イ．海外出張旅費 

海外出張の際は、各教員に配分された研究費のほか、一定の金額を支給する海

外出張旅費の制度を設けている。 

ウ．国内・海外研修員制度 

教員が国内又は海外の大学等研究機関において、長期研修を行う場合、旅費・

滞在費等を支給する国内・海外研修員制度がある。 

 

なお、各学部における予算配分においては、個人研究費（保健医療学部及び歯学

部は講座研究費）、教務諸費及び共通経費に分けている。また、各学部に附置する

研究所等の運営予算については、学部の研究費とは別に予算が配分されており、法

学部の附置研究機関である朝日大学法制研究所、経営学部の附置研究機関である朝

日大学産業情報研究所及び朝日大学マーケティング研究所、歯学部の附置研究機関

である口腔科学共同研究所の予算については、各研究所の運営会議において教育研

究計画を策定し、これに基づき研究費を配分している。 

 

５）教育研究活動の向上のための FD 等組織的な取組み 

 

本大学では、教育研究活動の活性化・向上にむけて、FD 活動の推進を図るため

に平成 12(2000)年度に全学の FD 活動推進委員会を設置、同委員会の立案に基づき

次のとおり組織的な活動を展開している。 

 

ア．学生による授業改善のためのアンケート 

平成 11(1999)年度から原則として全授業科目で実施している。平成 20(2008)

年度からは年 2 回実施し、それを取りまとめた「授業理解度調査結果分析報告書」

（平成 26(2014)年度より「授業改善のためのアンケート調査結果分析報告書」）

を作成の上、教員・学生へ配付するとともに、ホームページ上で公開している。
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また、各教員へは個別の集計結果をフィードバックし、これに基づき、教員は授

業の内容及び方法の改善等に努めている。 

イ．教員による相互授業参観 

平成 17(2005)年度から実施している。平成 27(2015)年度は、34 科目で実施し、

延べ 41 人の教員が参加した。参観終了後には授業方法に対する意見・情報交換

を行っている。参加者からの授業参観報告書に基づき、FD 委員会において授業

改善、教員の意識改革、学生のモチベーション向上策の検討も行っている。 

ウ．FD 研修会 

平成 14(2002)年度から年間数回開催している。講師は学内又は学外者が務め、

授業の内容及び方法の改善等について研修を行っている。開催にあたっては、FD

活動推進委員会が全学的に実施するほか、各学部 FD 委員会が個別にテーマを設

けて実施している。 

また、他大学が開催する FD セミナーに参加し、FD 推進活動に対する取組み

について研修する機会も与えている。 

エ．教育ワークショップ 

平成 16(2004)年度から年間数回開催している。法学部では、授業方法の改善方

策、授業内容の紹介、学生指導や就職指導のあり方等を自由に討議するとともに、

学生に関する個別情報の共有化を図っている。 

歯学部では、教育改善、教育技法開発のためのワークショップを開催し、教員

の教育能力の開発・向上に努めている。 

オ．教育方法研究会 

経営学部で学部開設当初から年間 1～2 回開催している。研究会では、各学科

に共通する問題、教育・授業・学生に関する個別課題等について意見や情報交換

を行っている。 

カ．授業等改善等のためのランチタイム・ミーティング 

経営学部で平成 16(2004)年度から年間数回程度開催している。このミーティン

グでは、相互授業参観結果の討議、授業の進め方や内容紹介、基礎演習等の授業

テキストやガイドラインの策定等について検討を行っている。 

キ．学生カルテの作成 

経営学部では、平成 26(2014)年度から、初年次学生の基礎学力向上に向けた具

体的な取り組みに着手した。新入生向けアセスメント調査（面接及びテスト）を

実施、これに基づき「学生カルテ」を作成し、学部内で学生の基礎学力に関する

問題意識を共有するよう努めている。 

ク．高大連携・産学連携セミナー 

経営学部マーケティング研究所では、岐阜県商業教育研究会との共同主催で、

「商品開発塾」をこれまで 9 回開催し、本大学教員と岐阜県内商業高等学校教員

の産業研究等の能力開発に役立てている。 
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６）教員の教育研究活動を活性化するための評価体制 

 

「学生による授業改善のためのアンケート」の実施結果を分析し、学生による教

員の授業評価等を行い、その分析結果を各教員にフィードバックし、授業改善に役

立てている。教員による授業改善の進捗状況は報告書により把握され、適正に評価

する体制が整備され、適切に運用されている。 

「教員による相互授業参観」では、参観後に授業方法に対する意見・情報交換の

場を設けている。また、授業を見学した教員の意見・感想等を記載する参観票によ

り授業担当者へのフィードバックによる評価体制が整えられている。 

その他、平成 14(2002)年度からは、教員の教育研究業績（「教育研究業績登録シ

ステム」）、勤務状況（「学内外勤務届登録システム、タイムカード」）及び学内外の

諸活動を含めた教育研究活動を多面的に評価する、「教員総合評価制度（年 2 回実

施、評価項目：①教育活動、②研究活動、③学内業務活動、④社会活動、⑤勤務状

況、⑥自己申告、⑦所属長評価、⑧医療活動の大分類 8 項目と小分類 24 項目）」を

設け、個々の教員の評価を数値化し、客観的評価が可能となるシステムを構築して

いる。 

 

2-8-③ 教養教育実施のための体制の整備 

 

１）教養教育が十分できるような組織上の措置 

  

教養教育を行うための組織上の措置は、次のように確立されている。 

 

ア．本大学における教養教育は、建学の精神に基づき、人間形成のための重要な教

育と位置づけており、法学部と経営学部では共通教育科目の中に、保健医療学部

は教養基礎科目の中に、歯学部は基礎教育系科目の中に必要な科目を配置してい

る。 

教養教育担当教員は、いずれかの学部に所属しており、教育課程編成に当たっ

ては、各学部の教務学生委員会、教授会で審議することとしている。 

イ．各学部における教養教育に関する研究及び連絡調整を行うため、「教養教育委員

会」を設置している。 

教養教育委員会は、各学部の教務学生委員長及び教養教育担当の専任教員で組

織され、教養教育に関する学部間の調整、教養教育担当教員の研究成果の発表に

関すること、各学部の教養教育の状況の点検・評価に関すること等を協議してい

る。 

ウ．法学部･経営学部では、人文・社会科学における教養教育の重要性を学生に認識

させるため、1 年次生に対し基礎教育科目として「建学の精神と社会生活」を開

講し、社会性、創造性、人間的知性に富む人材に求められる「科学的な教養のあ

り方としての現実的問題に対する向き合い方」を、講師陣に学長、法学部長、経

営学部長らを含め、テーマ別に専門家を招へいし、リレー講義の方式で実施して
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いる。 

エ．平成 14(2002)年 4 月の中央教育審議会の答申「新しい時代における教養教育の

在り方について」及び本大学における教養教育の現状と課題を踏まえて、質の高

い授業を実現するための授業内容・方法等の改善及び教養教育の責任ある実施体

制を整備することで、平成 28(2016)年 4 月に「教養教育開発室」を設置した。ま

た、本大学の教養教育について評価・改善を提言することで、「教養教育評価会議」

を設置し、外部の有識者の意見を聴取して、教養教育の改善・充実に努めている。 

 

２）教養教育の運営上の責任体制 

 

法学部及び経営学部の共通教育科目、保健医療学部の教養基礎科目、歯学部の基

礎教育系科目の運営は、それぞれの学部の教授会が運営責任を持ち、カリキュラム

編成、シラバスの作成、担当教員の配置等を行っている。 

更に、平成 28(2016)年 4 月に、教養教育に関する責任ある実施体制を確立するた

めに、「教養教育開発室」を設置した。教養教育開発室では、各学部の教養教育の授

業内容・方法に関する実態調査や、各学部の教務学生委員会等と連携を図って、質

の高い授業を実現するための授業改善方策について検討を行っている。また、教養

教育に関して外部の有識者から意見を聴取し、評価・改善を提言する「教養教育評

価会議」を設置した。 

 

（３）2－8 の改善・向上方策（将来計画） 

 

専任教員の配置については、引き続き大学設置基準等を遵守し、教育課程の編成方

針に沿って適切に配置するようにしていく。次年度の授業計画等を踏まえ、採用スケ

ジュールをできるだけ年度当初に決定する方向で調整を図り、諸規程に基づき適切に

運用していく。 

教員の資質・能力向上への取組については、授業改善のためのアンケートや教員総

合評価制度等の分析精度を高める工夫、相互授業参観の対象授業科目の拡充並びに

FD 研修会等の定期的な開催に努めていくこととする。また、全学の FD 活動推進委

員会と各学部 FD 委員会との連携を図りつつ、PDCA サイクル及び費用対効果を常に

検証の上、選ばれる大学・魅力ある大学を目指し、教員の教育研究活動の活性化に向

け積極的かつ組織的に FD 推進活動等に取り組んでいく。 

なお、教養教育の運営体制の強化のため、新たに設置された「教養教育開発室」が

中心となって全学的な教養教育の在り方について検討し、各教授会等との連携を図り

ながら、質の高い授業を実現するための方策について、引き続き取り組んでいく。更

に外部の有識者を交えた「教養教育評価会議」による意見を参考に、教養教育の改善・

充実を遂行する。 
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2－9 教育環境の整備 

≪2－9 の視点≫ 

2-9-① 

 

2-9-② 

校地、校舎、設備、実習施設、図書館等の教育環境の整備と適切な運営・管

理 

授業を行う学生数の適切な管理 

 

（１）2－9 の自己判定 

 

基準項目 2－9 を満たしている。 

 

（２）2－9 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

 

2-9-① 校地、校舎、設備、実習施設、図書館等の教育環境の整備と適切な運営・管

理 

 

１）教育環境の整備 

 

本大学の穂積キャンパス（瑞穂市穂積）は、JR 穂積駅から南へ 2 ㎞の住宅地の

一角に位置しており、これまでキャンパス内の自然環境を活かしながら、明るく開

放感に満ちた教育研究及び学修環境の整備を進めてきた。 

校地は、穂積キャンパス、岐阜都通キャンパス及び岐阜橋本町キャンパスの 3 か

所に配置されており、穂積キャンパスの校地面積は 11 万 8,019.9 ㎡、その内運動場

用地面積は 55,204.0 ㎡である。また、岐阜都通キャンパス（岐阜市都通）の校地面

積は 25,409.4 ㎡で、その内運動場用地面積は 12,920.0 ㎡、岐阜橋本町キャンパス

（岐阜市橋本町）の校地面積は 6,424.1 ㎡であり、大学設置基準第 37 条による基準
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校地面積を上回る校地を有している。 

穂積キャンパスの校舎面積は 52,313.0 ㎡であり、大学設置基準第 37 条及び同附

則による基準校舎面積を上回る校舎を有している。また、教育目的の達成のため、

講義室、自習室その他附属施設等をエビデンス集（データ編）【表 2-20】のとおり

整備し、教育研究に有効に活用している。 

 

図書館、体育施設、情報サービス施設及び附属施設の概要は、次のとおりである。 

 

【図書館】 

図書館は、穂積キャンパスに、歯学・看護学・情報・一般教養関係図書等を所蔵

する本館（10 周年記念館）と、経営学・法学関係図書等を所蔵する分室（5 号館）

を整備している。また、穂積キャンパスに経営学研究科専用図書室（3 号館）、岐阜

橋本町キャンパスに附属村上記念病院専用図書室を有している。蔵書数は、エビデ

ンス集（データ編）【表 2-23】「図書、資料の所蔵数」のとおり、図書館本館 15 万

3,578 冊、図書館分室 13 万 8,378 冊の計 29 万 1,956 冊、定期刊行物は内国書 462

種類、外国書 137 種類の計 599 種類、視聴覚資料は計 3,520 種類、電子ジャーナル

は計 7,735 種類、データベース契約数は計 10 種類である。 

図書館面積及び学生閲覧室等は、エビデンス集（データ編）【表 2-24】「学生閲覧

室等」のとおり、面積は 2,631 ㎡、閲覧・書庫スペースは計 2,028 ㎡、学生閲覧室

の座席数は計 336 席（内個室 9 席）である。平成 26(2014)年 3 月には、本館 2 階

にグループ学修ができるラーニングコモンズを設置し、可動式机 18 台、椅子 54 脚

を自由に組み替えて利用できるフレキシブルエリア、ディスプレイとパソコン(各 5

台)を利用しグループで課題作成ができるグループワークエリアを整備した。また、

平成 28(2016)年 3 月には、本館 1 階にグループ学修におけるプレゼンテーションの

実践を目的とした「クリエイティブワーク・エリア」（28 席）を開設している。 

開館時間は、講義・実習終了後の学生の学修環境の充実のため、平日・土曜日の

開館時間の延長（本館平日 22時、土曜日 16時、分室平日 19時）に加え、平成 20(2008)

年 8 月から、本館の日曜日・祝日開館を実施しており、定期試験期間中には、20

時まで開館し、学生の自学自修の機会の確保に努めている。 

インターネットの活用については、図書館ホームページから蔵書の検索、電子図

書・電子ジャーナル・各種データベースの利用が可能となっている。平成 21(2009)

年 9 月には、文献データベースの検索結果から文献入手までをサポートするリンク

ツールを導入し、図書館システムとの連動を図り、文献検索と同時に画面選択で、

簡単に電子ジャーナルの全文入手や、本学が所蔵していない文献の入手依頼申し込

みを行うことができるようにした。学外からも、Web 上で返却日の確認、図書の予

約、文献依頼、購入希望図書の申し込みを行うことができる体制が整備されている。

さらに、携帯電話専用 URL から蔵書の簡易検索と貸出情報の確認が可能である。

他大学図書館との協力については、国立情報学研究所との接続で NACSIS-ILL に参

加し文献複写サービスを行っているほか、他大学との研修や情報交換を活発に行っ

ている。さらに、NPO 法人日本医学図書館協会と国公私立大学図書館が参加する大
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学図書館コンソーシアム連合の電子ジャーナル・コンソーシアム事業に参加し、電

子ジャーナル及びデータベースの購入を行っており、今後も活用していく。 

図書館には、図書館長、図書館事務課長をはじめ、司書の資格を有する図書館員 4

人を配置するとともに、平日の 17 時以降、土曜日の 13 時以降及び日曜・祝日の利

用に対しては、職員又は非常勤職員を配置することで、的確に資料・情報が提供で

きるようサービスに努めている。運営に当たっては、図書委員会及び各学部等の図

書委員と連携して業務を行い、職員は関連の図書館協議会の教育・研修会等に積極

的に参加し、情報の収集に努め、利用者のニーズに応えるようにしている。また、

電子資料の共同購入に参加することにより低費用で資料を購入することが可能とな

り、利用者に有効に提供している。さらに、利用者が検索しやすい OPAC（蔵書検

索）や、Web 上で文献依頼・希望図書申込・図書予約ができる図書館システムを導

入し利便性の向上に努めている。 

  

【体育施設】 

体育施設としては、穂積キャンパスに運動場（野球場、ラグビー場を含む。）、講

堂を兼ねる体育館、剣道場、AU CLUB HOUSE（卓球場、相撲場、トレーニング

ルーム）、和弓場、テニスコート（6 面）、サンライズジム（バレーボール専用体育

館）、フェンシング場、ホッケー場、屋内野球練習場等を設置し、正課体育の授業及

び体育会、学友会における課外活動で使用している。 

体育施設の維持・管理は、「朝日大学体育施設管理運営規程」に基づき適切に行っ

ている。 

  

【情報サービス施設】 

教育・研究を支援するために、AU-NET と名づけられた情報ネットワークを設置

している。学内には 1Gbps の高速基幹ネットワークを張り巡らし、そこから各建物

へ 100Mbps の支線 LAN を敷設しており、ほぼすべての一般教室で有線 LAN と無

線 LAN が利用できるように、情報ネットワークの利用環境を整備している。 

また、7 号館 2 階に学生が授業中の課題や自主学修のためにパソコンが利用でき

るようオープン利用室を設置している。配備されているパソコンは 28 台、授業中

に使用するものと同じソフトウェアが利用できる環境を整備している。オープン利

用室には、情報教育研究センター職員 4 人を配置し、学生からのパソコンやソフト

ウェアの使用方法等の相談に応じられる体制を整えている。当該施設の管理運営は

朝日大学情報教育研究センターが適切に行っている。 

7号館2階のオープン利用室の一角に語学学修のための語学自習室を設けている。

パソコンを 6 台設置し、自習用の語学教材が利用でき、また、DVD 等の映像教材

も視聴できるよう必要な機材を装備している。学生の要望等を聞きながら語学担当

教員が必要な教材の充実を図っている。また、利用時には、語学担当教員と情報教

育研究センターの職員が学生の相談に応じ、指導に当たっている。 

上記のほか、エビデンス集（データ編）【表 2-25】「情報センター等の状況」のと

おり、情報処理施設として、パソコン教室を 3 室（パソコン 177 台配備）、情報処
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理研究室を 4 室（パソコン 56 台配備）、語学学修の施設として、語学教育用の LL

教室を 2 室（パソコン 92 台配備）整備している。 

情報サービス施設及び情報ネットワークに関しては、「朝日大学情報教育研究セン

ター運営委員会」を設置し、管理運営に関する重要事項を協議・審議し、適切な運

用管理を行っている。 

  

【附属施設】 

ア．附属病院等 

歯学部の附属施設として、穂積キャンパスに延床面積 9,747.6 ㎡の歯学部附属

病院、岐阜都通キャンパスに延床面積 1,031.4 ㎡の歯学部附属病院 PDI 岐阜歯科

診療所及び岐阜橋本町キャンパスに延床面積 25,929.0 ㎡の歯学部附属村上記念

病院を有している。 

これら 3 医療施設は、一般患者の診療及び歯学部学生の臨床実習としての

利用以外に歯科医師の卒後研修の場として、更に歯学部附属村上記念病院で

は、保健医療学部看護学科学生の臨地実習の場としても利用している。  

イ．研究所等 

法学部には、法学部の教育研究の質の向上、活性化並びに法制度への貢献及び

地域社会の発展への寄与を目的として、①法令、判例、学説等の研究、②研究成

果の出版、③地域社会及び法曹界、その他研究機関等との研究交流、④講演会、

セミナー等の開催、⑤模擬法廷の管理及び⑥法職課程の運営を行う法制研究所を

設置している。 

経営学部には、経済、産業、企業、情報等に関し経営学の研究を通じて地域社

会の発展に貢献するため、①理論、事例等の組織的研究、②研究資料の収集と整

理、③研究成果の出版、④研究、調査の受託、⑤公開講座の開催、⑥他の大学及

び研究機関等との研究交流を行う産業情報研究所を設置している。また、効果的

なマーケティング手法の開発研究を通じて学生教育への活用及び地域社会の発展

に貢献するため、①理論、事例等の研究、②研究資料の収集と整理、③研究成果

の出版、④研究、調査の受託、⑤シンポジウム、セミナー等の開催、⑥他の大学

及び研究機関等との研究交流を行うマーケティング研究所を設置している。 

歯学部には、教員及び大学院生等が、歯科医学に関する学理及びその応用の総

合的研究を共同で行うため、分析機器施設、放射性同位元素研究施設、バイオテ

クノロジー研究施設及び実験動物飼育施設で組織する口腔科学共同研究所を設置

している。また、平成 28(2016)年 4 月には、歯学部附属病院内に、包括的な歯科

医療の支援を通じて、患者の QOL(Quality of life)の向上及び地域医療の中核を

担う医療人の育成を行うため、包括支援歯科医療センターを設置した。センター

では①附属医療機関における摂食嚥下リハビリテーション、口腔ケア（周術期口

腔ケアを含む。）及び地域支援歯科医療の支援に関すること、②歯学部学生及び

臨床研修歯科医への口腔ケア教育の支援を行っている。 

ウ．実習施設 

法学部は、実習施設として、東京地裁の実際の刑事法廷を模した模擬法廷を設



朝日大学 

62 

 

置し、学生が裁判官、検察官、弁護人となり、教員の指導の下に模擬裁判を行う

等により、効果的な学修を行っている。 

保健医療学部看護学科は、実習室として、同学科設置（平成 26(2014)年 4 月設

置）計画に基づき、基礎看護学実習室、成人・老年看護学実習室、母性・小児看

護学実習室、公衆衛生（在宅）・精神看護学実習室を整備している。 

歯学部は、実習室として、基礎系実習室 4 室、臨床系実習室 2 室のほか、シミ

ュレーション実習室、学生技工室等を整備している。平成 19(2007)年度には、視

聴覚教育を充実させるため、基礎系実習室№3 及び臨床系実習室№2･3 を最新鋭

のマルチメディアを駆使した実習室に改修した。また、平成 25(2013)年度には、

ホルムアルデヒドの濃度低減を図り、教員・学生の健康被害を防ぐことを目的に、

解剖実習室に局所給排気装置付実習台（22 台）を導入した。また、診療参加型臨

床実習の補完を図ることを目的にシミュレーション実習室に、統合型シミュレー

ター（10 台）と窩洞形成、根管長測定、支台歯形成等の評価システムを導入、さ

らに組織学実習において、顕微鏡に替えバーチャルスライドによる

ICT(Information and Communication Technology)を活用したシステムを導入す

ることで、学生の能動的学習環境を整えることを目的に、バーチャルスライド教

育実習システムを基礎系実習室№3 に導入した。平成 27(2015)年度には、バーチ

ャルスライド教育実習システムと連動した「実習教育用アクティブラーニングシ

ステム」を導入し、問題発見と抽出、解決策の検討をグループディスカッション

やグループワークといった TBLや PBLを ICTにより実践できる環境を整備する

等、常に最新機器の導入と教育環境の充実を図っている。 

エ．学生自習室 

6 号館 7 階に英会話学修専用の ELS(English Language Salon)を設け、ネイテ

ィブスピーカーを英会話コーディネーターとして配置し、月曜日から金曜日まで

の授業日に、英会話のレッスン等が可能な環境を整備している。 

1 号館 3 階に歯学部学生の自主学修やグループ学修ができるスチューデントラ

ウンジを 2 室（137.8 ㎡ 76 席・121.0 ㎡ 106 席）設けている。当該施設は、日曜

日、祝日を含む毎日 9 時から 24 時（3 月 1 日から 8 月 16 日までは 22 時）まで

自由に利用でき、授業の合間や試験前等、学生が活発に利用している。 

また、6 号館 4 階に保健医療学部看護学科学生の自主学修やグループ学修がで

きる自習室（88.6 ㎡ 44 席）を設けている。当該施設には、授業科目に関連した

参考図書等を配置しており、授業の合間や試験前等、学生が活発に利用している。 

さらに、法学部では、法学部に在籍する学生で法曹に就くためのロースクール

への進学、その他法律関係の職業で難易度の高い試験をクリアすることを求めら

れる採用試験・資格試験の受験（受検）を希望し、信念を持って自習に取り組む

ことができる者を対象に、5 号館 1 階に法職課程トレーニングルーム（64.26 ㎡

20 席）を設置し、平成 28(2016)年 1 月から運用を開始している。また、経営学

部においては、会計コースに在籍し、公認会計士を目指す者を対象として会計研

究室（176.71 ㎡ 7 室）を設置し、学生の自主学修活動を支援している。 

大学院学生については、法学研究科には、院生研究室（学生自習室）を 5 室、
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演習室 3 室及び資料室 1 室、経営学研究科には、院生研究室（学生自習室）を 9

室及び図書室、演習室、資料室を各 1 室、歯学研究科には、院生研究室（学生自

習室）を 2 室設置し、各研究室には、個人スペースに机、椅子、LAN 等の環境を

整備している。 

 

２）教育環境の運営・管理 

 

ア．教育環境の運営・管理にあたっての施設・設備等の管理は、「学校法人朝日大学

資産管理規程」及び「学校法人朝日大学物件調達規程」に基づき、総務部総務課

（施設担当）及び総務部経理課（用度・管財担当）を中心として適切な運営・管

理を行っている。 

イ．安全・衛生管理 

耐震基準を満たしていないすべての校舎について耐震診断を実施し、平成

22(2010)年度以降、3 号館（講義棟・実験棟）、1 号館（中央棟）、2 号館、10 周

年記念館の耐震補強工事を実施した。平成 28(2016)年度には、1 号館（研究棟・

連絡棟）の耐震補強工事を実施予定である。また、建築後 45 年を経過している

穂積キャンパスの歯学部附属病院（特に病棟部分）については、大学設置基準に

規定されている附属病院であること、また、地域医療の拠点としての機能を有す

る存在であることから、早急に建て替えることで計画している。 

施設・設備の利便性（バリアフリー等）については、各校舎へのスロープの設

置、身障者用トイレや多目的トイレへの改修等、バリアフリーのキャンパス整備

を行ってきている。アスベスト対策についても、アスベスト使用状況の調査を行

った上で対策工事を既に完了している。 

学生及び職員の身体的、精神的健康管理及び保持増進を図ることを目的として、

健康管理センターを設置しており、①健康診断、精神衛生管理に関すること、②

身体的、精神的、健康相談に関すること、③応急処置及び看護に関すること等の

業務を行っている。 

ウ．環境対策 

本大学では、「エコキャンパスプロジェクト」として、学生・教職員が身近な「環

境問題」からスタートし、「地球温暖化防止対策」に積極的に取り組んでいる。ク

ールビズ・ウォームビズの実施及びエコキャップ運動を始め、照明の人感センサ

ー設置等、省エネルギー対策取組項目を定め、節電・省エネに全学を挙げて取り

組んでいる。 

歯学部及び保健医療学部看護学科の医療系学部を設置する大学として、平成

27(2015)年 9 月からキャンパス内全面禁煙を実施した。また、平成 27(2015)年

12 月からは、クリーン活動として、毎月第一水曜日の授業開始前の時間に、学生・

教職員がキャンパス内及び近隣の清掃活動を行っている。 

エ．施設・設備の維持管理 

施設・設備の維持管理については、総務部総務課施設担当に建築工事等の経験

豊かな職員を配置し、その経験を生かして施設・設備の維持管理を行うとともに、
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改修、改善の要望に対し計画的に対応している。 

また、快適な学内環境の整備にあたり、委託業者によるキャンパス内の清掃管

理を行うとともに、空調設備、エレベータや消防設備等の保守点検等も専門業者

と業務委託契約を締結し、関係法令の遵守と安全確保に務めている。 

オ．防火・防災対策 

平成 22(2010)年 4 月に「朝日大学防災規程（昭和 46(1971)年 4 月 1 日制定）」

を全面的に改正し、防火・防災に対する体制の見直しと強化を行った。平成

24(2012)年度からは、毎年定期的に防災訓練を実施しており、特に平成 27(2015)

年度においては、岐阜県警察北方警察署との連携協定に基づき、北方警察署と合

同で防災訓練を行った。また、大規模災害時等に備えて、平成 25(2013)年度から

飲料水及び簡易食料の備蓄を行っている。 

休日・夜間における緊急事態発生時の「緊急連絡網」及び災害が発生した場合

の「連絡体制」も整備しており、災害発生時の第二次連絡体制として、本大学か

ら概ね 5 ㎞圏内に居住する職員を出勤可能な職員として決め、対応することとし

ている。 

カ．情報セキュリティ対策 

国際的な情報ネットワーク社会におけるセキュリティの意識を高め、いかなる

情報ネットワークセキュリティ上の不正な行為も認容しない「朝日大学情報ネッ

トワークセキュリティ宣言」に基づき、セキュリティ対策、情報漏洩や不正アク

セス対策等、情報システムの運用や保護等に関して適正な管理を行っている。 

 

2-9-② 授業を行う学生数の適切な管理 

 

各学部の授業を行う学生数に関しては、基本的に履修者数に応じ実施しているが、

外国語科目、演習科目については、少人数制による、クラス編成を行っている。 

法学部、経営学部では、少人数教育で個別指導を充実させることを基本方針に掲げ、

演習科目（ゼミ）については、少人数クラスで運営し、外国語科目、情報処理関係科

目においては、1 クラス 40 人程度のクラス編成及び習熟度別クラス編成とする等の

対応をしており、適切に授業運営を行っている。 

保健医療学部では、「基礎ゼミナールⅠ」、「基礎ゼミナールⅡ」については、個

別指導を充実させることを基本方針として、少人数クラスで対応している。また、専

門演習科目については、学年をグループに編成し、各グループに演習指導教員を配置

する等の工夫により適切に授業運営を行っている。 

歯学部では、1 年次に開講の基礎教育系科目については、2 クラス編成（英会話は 4

クラス制）で運営している。2 年次以降も専門教育系の実習科目では少人数グループ

制を導入し、グループごとに実習指導教員を配置することで、教育効果を十分高める

ことができるよう配慮している。また、平成 24(2012)年度から、2 年次の解剖学実習

を 2 クラス編成とする等、教育効果の向上を図るため、専門教育系科目についても一

部でクラス制導入を行う等、適切な授業運営に努めている。 
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（３）2－9 の改善・向上方策（将来計画） 

 

本大学は、耐震補強工事を計画的に実施しており、平成 28(2016)年度中には、未改

修である 1 号館中央棟及び研究棟の耐震補強工事を完了することで計画している。な

お、穂積キャンパスの歯学部附属病院は昭和 45(1970)年築であるため、耐震補強が必

要であり、事業計画によって建替えることで計画を進めている。 

学内環境の整備として、1 号館、5 号館、6 号館の講義室については、平成 26(2014)

年度以降、順次設備等の改修を行っており、無線 LAN の増強や高解像度に対応した

プロジェクターの設置等、最新の機器へ更新していく。また、学生の学修支援施設で

ある ELS、オープン利用室等は、今後も学生の利用に供するため設備の充実等を図っ

ていく。 

 

エビデンス集（資料編） 

【資料 2-9-1】 朝日大学図書館規程 

【資料 2-9-2】 朝日大学体育施設管理運営規程 

【資料 2-9-3】 朝日大学情報教育研究センター規程 

【資料 2-9-4】 朝日大学情報教育研究センター運営委員会規程 

【資料 2-9-5】 朝日大学法制研究所規程 

【資料 2-9-6】 朝日大学マーケティング研究所規程 

【資料 2-9-7】 朝日大学口腔科学共同研究所規程 

【資料 2-9-8】 朝日大学歯学部包括支援歯科医療センター規程 

【資料 2-9-9】 学校法人朝日大学資産管理規程 

【資料 2-9-10】 学校法人朝日大学物件調達規程 

【資料 2-9-11】 耐震対策の状況 

【資料 2-9-12】 朝日大学エコキャンパスプロジェクト 

【資料 2-9-13】 「クールビズ(COOL BIZ)、ウォームビズ(WARM BIZ)宣言」 

【資料 2-9-14】 朝日大学防災規程 

【資料 2-9-15】 朝日大学クリーン活動の実施について 

【資料 2-9-16】 朝日大学クリーン活動 

（ASAHI University News Letter vol.102、2016/3） 

【資料 2-9-17】 朝日大学情報ネットワークセキュリティ宣言 

【資料 2-9-18】 2016 年度 歯学部 1 学年クラス一覧（2 クラス編成） 

【資料 2-9-19】 2016 年度 歯学部 1 学年クラス一覧（3 クラス編成） 

【資料 2-9-20】 2016 年度 2 学年クラス分け名簿（総合ゼミ） 

【資料 2-9-21】 2016 年度 3 学年クラス分け名簿（総合ゼミ） 

【資料 2-9-22】 2016 年度 4 学年クラス分け名簿（総合ゼミ） 
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［基準 2 の自己評価］ 

 

本大学における学生受入れは、各学部及び各研究科の定めるアドミッションポリシ

ーに基づき、朝日大学入試センターにおいて、学生募集の基本方針を決定し、公正か

つ適正に行っているが、我が国の 18 歳人口の激減と産業構造の変化に伴い、大学を

取り巻く環境は年々厳しいものとなっている。 

法学部及び経営学部については、入学定員の見直しや学科改編によるダウンサイジ

ングを図るとともに、今後の社会ニーズを踏まえ、健康と医療をテーマに、超高齢社

会の進展の中で積極的に社会貢献できる人材養成を目的とした新学科への改組転換等、

引き続き本大学の構造的転換を推し進め、建学の精神に基づく人材育成を不断に行っ

ていくものである。 

教育課程及び教授方法は、各学部及び各研究科の定めるカリキュラムポリシーに基

づき、教育課程を編成し、教員と事務職員とが協働して学修支援及び授業支援を行っ

ている。また、各学部・研究科における単位認定、卒業・修了に関することは、学則・

学部細則等に定める等、明確化している。さらに教育目的の達成状況を点検・評価し、

これを教育現場へ改善してフィードバックするための体制が整備されている。 

学生生活の安定のために様々な経済的支援を実施するのみならず、健康管理・メン

タルヘルスにおいてもサポート体制が充実している。 

教員の配置においては、大学設置基準に基づき、適切に配置している。 

以上のことから、基準 2「学修と教授」を満たしていると判断した。 
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基準 3．経営・管理と財務 

3－1 経営の規律と誠実性 

≪3－1 の視点≫ 

3-1-① 

3-1-② 

3-1-③ 

 

3-1-④ 

3-1-⑤ 

経営の規律と誠実性の維持の表明 

使命・目的の実現への継続的努力 

学校教育法、私立学校法、大学設置基準をはじめとする大学の設置、運営に

関連する法令の遵守 

環境保全、人権、安全への配慮 

教育情報・財務情報の公表 

 

（１）3－1 の自己判定 

 

基準項目 3－1 を満たしている。 

 

（２）3－1 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

 

3-1-① 経営の規律と誠実性の維持の表明 

 

本法人は、寄附行為第 3 条において、「この法人は、教育基本法及び学校教育法に

従い、学校教育を行い、社会性、創造性及び人類普遍の人間的知性に富み、国際未来

社会に貢献できる人材を育成することを目的とする。」と規定し、寄附行為第 11 条

第 2 項及び第 12 条において、理事会が学校法人の業務を決し、理事長がこの法人を

代表し、その業務を総理すると規定している。 

また、理事会は本法人の最高意思決定機関として、原則毎月開催し、寄附行為の定

めに基づき諸事項を審議・決定し適切に運営している。評議員会は、原則年 2 回開催

し、理事長は予算・基本財産の処分・事業計画等のほか、本法人の業務に関する重要

事項について予め評議員会の意見を聴き、決算については理事会で確定後、評議員会

に報告し、その意見を求めている。理事、監事、評議員は、それぞれの役割を果たし、

経営の規律と誠実性は維持されている。 

 

3-1-② 使命・目的の実現への継続的努力 

 

使命・目的を実現するため、理事会は毎年度「事業計画」を策定、また年度終了後

事業報告書を作成し、事業計画については事前に評議員会の意見を聴いてから決定、

事業報告については理事会で確定しており、安定した法人経営の実現に努めている。

事業計画及び事業報告については必ず常務理事会で案を作成し、理事会及び評議員会

に諮ることとしている。 

平成 28(2016)年度事業計画は、本大学の使命・目的の具現化を図るため中長期計

画に沿って、①優秀な学生の受入れ、②教育・研究活動の質の保証と向上、③地域社

会、ステークホルダー等への貢献及び連携、④産業界・他大学・自治体との連携、⑤
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国際化ビジョンに基づくグローバル化の推進、⑥学生支援対策、⑦社会人の学び直し

支援、⑧施設・設備の充実、⑨法人運営の基盤強化を重点項目として策定した。 

 

3-1-③ 

 

学校教育法、私立学校法、大学設置基準をはじめとする大学の設置、運営に

関連する法令の遵守 

 

本大学の学則及び諸規程は、学校教育法、私立学校法、大学設置基準等に則って体

系的に整備しており、教職員はこれら規程を遵守し教育研究等を行っている。法令等

が定める届出事項も正確かつ遅滞なく行われ、大学の設置、運営は法令遵守の下、適

正に行っている。 

また、平成 27(2015)年 4月 1日に施行された改正学校教育法に基づき、学則、教授

会規程、学部細則、各種委員会規程等について全て見直しを行い、学長と教授会の役

割を明確化することで改正を行った。 

 

3-1-④ 環境保全、人権、安全への配慮 

 

環境保全については、CO2削減や節電等、省エネルギー対策に取り組んでいる。具

体的施策として蛍光灯を LED 電球に、常時点灯していた照明を人感センサー付きに

変更する等必要としない時間帯の電力消費を抑える対策を講じている。また、夏季の

節電対策として室温を 28℃に設定してクールビズ（5～9 月）を、冬季には室温を 22℃

に設定してウォームビズ（10～3 月）を全学で実行している。 

 

人権については、ハラスメントに対して「学校法人朝日大学ハラスメントの防止等

に関する規程」及び「朝日大学ハラスメント防止委員会規程」を定め、あらゆるハラ

スメントの防止及び排除に努めている。 

 

秘密情報の取扱いに関しては、「学校法人朝日大学秘密情報保持規程、同細則」及

び「学校法人朝日大学個人情報保護規程」を定め、機密の保持と個人情報保護のため

厳正な対応を行っている。 

 

安全への配慮としては、地震災害を含む防災対策として「朝日大学防災規程」を定

め、教職員への防災意識の啓蒙を図るとともに、年 2 回全学的な防災訓練を実施して

いる。非常用物品等の整備については、平成 27(2015)年度時点で、飲料水 2,352 リッ

トル（500ml ペットボトル 4,704 本）、保存食（カロリーメイト）3,336 食分及び非常

用簡易トイレ 4,500 回分を整備しており、平成 28(2016)年度以降も備蓄計画にしたが

い、非常時に約 1,000 人が 3 日間生活できる備蓄品の整備を進めている。 

AED は穂積キャンパスに 6 箇所設置し、誰もが非常時に対応できるよう教職員に

対して操作方法について防災訓練時に指導している。 

加えて、岐阜県との間で、「災害時等の大学等高等教育機関による支援協力に関す

る協定」を平成 23(2011)年 11 月 24 日に締結し、県内の市町村において甚大な被害が
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発生した場合又は発生すると予想される場合は、支援協力をすることとしている。更

に本大学が位置する瑞穂市との間で、「災害時における避難所に関する覚書」を平成

18(2006)年 12月 26日に締結し、大規模災害時には本大学の施設を地域住民の避難所

として開放することとしている。 

 

また、職員の安全と健康を確保するとともに、快適な職場環境の形成を促進するた

め、労働安全衛生法第 18 条の規定に基づき、「朝日大学衛生委員会規程」を定め、

委員会を原則毎月 1 回開催し、職員の健康障害の防止、健康の保持増進を図るための

基本となるべき対策等を調査審議している。 

 

3-1-⑤ 教育情報・財務情報の公表 

 

教育情報の公表については、大学の教育研究上の目的、教育研究上の基本組織等学

校教育法施行規則第 172条の 2 第 1 項に掲げるすべての事項について、本大学ホーム

ページ上に公表している。また歯学部においては、歯学教育の改善・充実に関する調

査研究協力者会議で示されている教育活動等に関する情報についても公表している。 

財務情報の公表については、平成 16 年文部科学省高等教育局私学部長通知に従い、

本大学ホームページ等により、各年度の事業報告及び財務三表等を公表している。 

 

（３）3－1 の改善・向上方策（将来計画） 

 

高等教育機関を取り巻く環境は、18 歳人口の減少に伴い、厳しさが増している。こ

のような状況下で、本大学の社会的役割を再認識し、大学の運営等に関する法令を遵

守しつつ、社会からのニーズを本大学の経営・運営により一層反映していかなければ

ならない。 

国際化や組織改革等を通じて時代に即応できる運営体制を整備し、情報公開をより

徹底し、本法人を取り巻くステークホルダーへの説明責任を果たし、社会の要請に応

え、信頼される教育機関を目指していく。 

 

 

エビデンス集（資料編） 

【資料 3-1-1】 学校法人朝日大学寄附行為 

【資料 3-1-2】 2016 事業計画・予算の概要 

【資料 3-1-3】 朝日大学学則 

【資料 3-1-4】 「クールビズ(COOL BIZ)、ウォームビズ(WARM BIZ)宣言」 

【資料 3-1-5】 学校法人朝日大学ハラスメントの防止等に関する規程 

【資料 3-1-6】 朝日大学ハラスメント防止委員会規程 

【資料 3-1-7】 学校法人朝日大学秘密情報保持規程 

【資料 3-1-8】 学校法人朝日大学秘密情報保持に関する細則 

【資料 3-1-9】 学校法人朝日大学個人情報保護規程 
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【資料 3-1-10】 朝日大学消防計画 

【資料 3-1-11】 防災訓練を実施  

（ASAHI University News Letter vol.93、2014/9） 

【資料 3-1-12】 防災訓練を実施 

（ASAHI University News Letter vol.99、2015/9） 

【資料 3-1-13】 朝日大学防災備蓄品の整備について 

【資料 3-1-14】 AED 設置場所 

【資料 3-1-15】 災害時等の大学等高等教育機関による支援協力に関する協定 

【資料 3-1-16】 災害時における避難所に関する覚書 

【資料 3-1-17】 朝日大学衛生委員会規程 

【資料 3-1-18】 教育情報の公表 

【本大学ホームページ（http://www.asahi-u.ac.jp/）】 

 

 

3－2 理事会の機能 

≪3－2 の視点≫ 

3-2-① 使命・目的の達成に向けて戦略的意思決定ができる体制の整備とその機能性 

 

（１）3－2 の自己判定 

 

基準項目 3－2 を満たしている。 

 

（２）3－2 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

 

3-2-① 使命・目的の達成に向けて戦略的意思決定ができる体制の整備とその機能性 

 

本法人の使命・目的の達成に向けて、寄附行為に基づき理事会において法人全体の

予算、決算、財産の管理・運営、重要な規程の改正や制定、設置している学校の組織

の改編等について審議・決定を行うほか、学則に定める学部学科等の入学定員、学費

改定等、法人及び大学に関するすべての重要事項について審議・決定を行っている。 

 

理事定数は、寄附行為第 5 条第 1 項第 1 号に 10 人以上 15 人以内と定めており、現

在理事は 13 人である。理事の選任は、寄附行為第 6 条の規定に基づき評議員会及び

理事会において行っている。本法人の代表権を持つ理事長は、理事会において理事総

数の過半数の議決により選任している。 

監事定数は、寄附行為第 5 条第 1 項第 2 号に 2 人と定めており、寄附行為第 7 条の

規定に基づき、本法人の理事、職員又は評議員以外の者から、理事長が評議員会の同

意を得て選任している。 

 

理事の理事会出席率（委任状出席を除く）は 94.7%（平成 27(2015)年度）と極めて

http://www.asahi-u.ac.jp/
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良好である。また、委任状出席理事の委任状も予め送付した議案ごとに賛否及び意見

を記載させており、いわゆる白紙委任は認めていない。2 人の監事についても、毎回、

理事会及び評議員会に出席し、法人の業務及び財産の状況について監査を行い、適切

な助言を行っている。また、適宜、理事長宛に意見書を提出している。 

本法人の業務を円滑に進めるため、理事会をサポートとする機関として「学校法人

朝日大学常務理事会」を設置している。常務理事会は、理事長、副理事長、常務理事、

学長で構成し、原則毎月 1 回開催し、理事会の議案の策定、長期経営計画、法人業務

全般の執行計画、資金の調達及び運用に関する基本方針等について協議している。 

理事会の決定事項は、教職員に対しては理事会の「お知らせ」という冊子により通

知している。また、事務局においては、理事会後に事務局長・室部長・課長で構成す

る「課長会」を開催し、周知している。 

このように法人として迅速に戦略的意思決定ができる体制が整備され、さらに業務

執行の効率化も確保されている。 

 

（３）3－2 の改善・向上方策（将来計画） 

 

高等教育機関を取り巻く社会の変化は著しい。このような状況下では、法人の意思

決定は的確かつ迅速に行わなければならない。このような観点から理事会若しくは常

務理事会を毎月開催し、法人の意思決定を迅速に行っている。 

今後も時代の変化に即応した意思決定ができるようさらに理事会の機能を強化して

いく。 

 

 

エビデンス集（資料編） 

【資料 3-2-1】 学校法人朝日大学寄附行為 

【資料 3-2-2】 学校法人朝日大学常務理事会規程 

 

 

3－3 大学の意思決定の仕組み及び学長のリーダーシップ 

≪3－3 の視点≫ 

3-3-① 

3-3-② 

大学の意思決定組織の整備、権限と責任の明確性及びその機能性 

大学の意思決定と業務執行における学長の適切なリーダーシップの発揮 

 

（１）3－3 の自己判定 

 

基準項目 3－3 を満たしている。 
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（２）3－3 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

 

3-3-① 大学の意思決定組織の整備、権限と責任の明確性及びその機能性 

 

学長の職務については、「朝日大学学長等選任規程」第 2 条第 2 項において「本学

の教育、研究についての校務をつかさどり、所属職員を統督する。」と規定し、これ

に基づき学長の権限は、本大学学則において入学、転学、転学部・転学科、留学、休

学、復学、退学、単位の授与、進級、卒業、学位の授与、除籍、復籍、表彰及び懲戒

等について学長が決定すると明確に規定している。 

 

全学的な教学に関する事項に関しては、学長は各学部教授会の意見を聴するほか、

全学の所属長で構成する総合協議会を開催し、学内の様々な意見を聴いた上、大学の

使命・目的を勘案しながら、諸事項についての決定を下し、業務執行にあたってい

る。 

 

3-3-② 大学の意思決定と業務執行における学長の適切なリーダーシップの発揮 

 

学長がリーダーシップを発揮し業務執行を進めていく上で必要な企画や学内の意見

調整を行うため、学長、副学長及び事務局長で構成する学長企画会議を設置している。

学長は、教学に関する諸課題について副学長、事務局長から意見を聴いて、業務執行

に生かしている。当会議には必要に応じて学部長等を出席させ意見を聴いている。 

また、学長を補佐する体制として、朝日大学学長等選任規程第 2 条の 2 の規定に基

づき副学長 3 人を置いている。副学長の職務は、「学長を補佐し、命を受けて校務を

つかさどる。」と規定し、それぞれ学長の指示に基づいて業務を分担している。 

また、学長と教授会との関係については、平成 27(2015)年 4月に施行された改正学

校教育法に基づき、学長は教授会の意見を聴いて意思決定を行うことを明確にするた

め、各学部教授会規程（審議事項）において「教授会は、学長が（各）学部に係る次

の各号に掲げる事項（第 1 号 学生の入学及び卒業に関する事項、第 2 号 学位の授

与に関する事項、第 3 号 前 2 号に掲げるもののほか、教育研究に関する重要な事項

で、教授会の意見を聴くことが必要なものとして学長が定める事項）について決定を

行うに当たり審議し、意見を述べるものとする。」と規定している。また、学長が意

見を聴く事項については、「学長裁定」として理事会が関与することなく、学長自ら

が定めており、これは各学部教授会に周知されている。加えて、学長は教授会に出席

し、審議事項に関し、説明、陳述することができると規定しており、教授会との意思

疎通を図る体制が構築されている。 

 

（３）3－3 の改善・向上方策（将来計画） 

 

学長のリーダーシップを発揮する体制は、整備されている。今後も学長、副学長、

事務局長等との連携を密にし、学長の補佐体制の強化に努めていく。 
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エビデンス集（資料編） 

【資料 3-3-1】 朝日大学学長等選任規程 

【資料 3-3-2】 朝日大学学則 

【資料 3-3-3】 朝日大学法学部教授会規程 

【資料 3-3-4】 朝日大学経営学部教授会規程 

【資料 3-3-5】 朝日大学保健医療学部教授会規程 

【資料 3-3-6】 朝日大学歯学部教授会規程 

【資料 3-3-7】 朝日大学総合協議会規程 

【資料 3-3-8】 朝日大学学長企画会議規程 

【資料 3-3-9】 副学長の業務分担 

【資料 3-3-10】 学長裁定 

 

 

3－4 コミュニケーションとガバナンス 

≪3－4 の視点≫ 

3-4-① 

 

3-4-② 

3-4-③ 

法人及び大学の各管理運営機関並びに各部門の間のコミュニケーションによ

る意思決定の円滑化 

法人及び大学の各管理運営機関の相互チェックによるガバナンスの機能性 

リーダーシップとボトムアップのバランスのとれた運営 

 

（１）3－4 の自己判定 

 

基準項目 3－4 を満たしている。 

 

（２）3－4 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

 

3-4-① 

 

法人及び大学の各管理運営機関並びに各部門の間のコミュニケーションによ

る意思決定の円滑化 

 

理事会において法人の意思決定を行う前に、原則毎月 1 回常務理事会を開催し、理

事長は学長及び事務局長（常務理事）から学内意見を聴いて議案を取りまとめている。 

また、現在、理事会では学長、事務局長のほか、副学長 2 名、歯学部長、附属村上記

念病院長が理事となっており、理事会において学内意見を十分に聴ける体制が構築さ

れ、法人と教学の意思疎通は十分に図られている。 

学長は、職務執行に当たっては、副学長、事務局長から意見を聴き、また、各学部

教授会、総合協議会の意見を十分聴いた上で諸事項を決定しており、学内の意思疎通、

学長の意思決定は円滑に進められている。 

加えて、新年の仕事始めには、SD 研修会を開催し、学長から事務局の管理職員に

対して年頭所感としてその年の取り組むべき課題について説明があり、法人を代表し

て常務理事から新年度の事業計画と予算について詳細な説明がなされている。また、
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1 月の理事会の後に、新年互例会を開催し、法人役職者、大学役職者、各学部の教授、

医療職や事務職の管理職が出席し、理事長、学長から新年度の事業計画や取り組むべ

き課題について説明がなされ、法人及び大学の基本方針等について全学の意思統一が

図られる体制を築いている。 

 

3-4-② 法人及び大学の各管理運営機関の相互チェックによるガバナンスの機能性 

 

理事会は、予算・決算、大学運営、附属病院経営、教職員人事、資産運用等につい

て理事長等業務執行理事の説明を聴きながら、法人としての最終意思決定を下し、ま

た理事長等の職務執行を監督している。 

本法人の業務及び財産の状況について、寄附行為第 7 条に基づき選任された 2 名の

監事は、常に理事会・評議員会に出席し、学校法人の業務又は財務に関し、必要に応

じて意見を述べている。また、学校法人の財務状況について、会計監査人による監査

の講評時には必ず監事が同席し意見交換を行い、会計年度終了後には、会計監査人か

ら寄附行為第 11 条第 2 項及び第 38 条に基づく計算書類（資金収支計算書、事業活動

収支計算書、貸借対照表、財産目録等）の説明を聴取しており、監事と会計監査人の

連携は適切に図られている。また、監事は、理事会・評議員会の議事録や稟議書等の

閲覧を行うことで理事会の業務執行状況や法人の管理運営状況について監査している。 

評議員会は、原則年 2 回（5 月、12 月）開催され、理事会からの予算計画、事業計

画等重要事項についての諮問にこたえ、決算についても意見を述べており、諮問機関

として適切に機能している。評議員の定数は、寄附行為第 16 条第 2 項により、31 人

以上 37 人以内と規定されており、現在 33 人である。その選任については、寄附行為

第 20 条により明確に規定されており、理事会・評議員会において、適切に選任が行

われている。評議員の評議員会出席率は 93.1%（平成 27(2015)年度）で極めて良好で

ある。 

 

3-4-③ リーダーシップとボトムアップのバランスのとれた運営 

 

学長のリーダーシップを発揮する場としては、次の全学委員会において学長が議長

を務め、学長は各委員の意見を聴きながら様々な案件について決定し、具体的かつ迅

速な指示を各部署に出している。また、各学部教授会に学長は、必要に応じて出席し、

審議事項に関し説明、陳述を行っている。 

 

（学長が議長を務める全学委員会） 

朝日大学総合協議会 

朝日大学入試センター運営委員会 

朝日大学国際交流委員会 

朝日大学海外・国内研修員推薦委員会 

朝日大学全学自己点検・評価実施委員会 
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朝日大学大学院委員会 

朝日大学地域社会連携センター運営委員会 

朝日大学研究不正防止委員会 

 

また、本大学においては、教職員の約 9 割が加盟する「職員協議会」が設置されて

おり、職員協議会の幹事と法人代表者（常務理事 2 人）との意見交換の場を定期的に

設け、教職員からの様々な意見を聴き、職員の待遇や労働環境の改善、施設の整備等

にその声を活かしている。 

 

（３）3－4 の改善・向上方策（将来計画） 

 

大学の教育改革を進めるうえでは、管理部門と教学部門の連携が不可欠である。 

本大学では、事業計画及び予算については、理事会承認後、必ず大学管理部門の責

任者を招集し、法人の意図を直接伝える機会を設けている。今後も相互の意思疎通を

図るため、さらに協議の場を増やすこととしていく。 

 

 

エビデンス集（資料編） 

【資料 3-4-1】 学校法人朝日大学寄附行為 

【資料 3-4-2】 学校法人会計基準に基づく計算書類 2015 年度（平成 27 年度） 

【資料 3-4-3】 2015 年度事業報告 第 45 期決算 

【資料 3-4-4】 2016 事業計画・予算の概要 

【資料 3-4-5】 朝日大学総合協議会規程 

【資料 3-4-6】 朝日大学入試センター規程 

【資料 3-4-7】 朝日大学国際交流委員会規程 

【資料 3-4-8】 朝日大学海外・国内研修員推薦委員会規程 

【資料 3-4-9】 朝日大学全学自己点検・評価実施委員会規程 

【資料 3-4-10】 朝日大学大学院委員会規程 

【資料 3-4-11】 朝日大学地域社会連携センター規程 

【資料 3-4-12】 朝日大学における研究活動等の不正防止に関する規程 

【資料 3-4-13】 ながら第 32 号（職員協議会会報） 

【資料 3-4-14】 ながら第 31 号（職員協議会会報） 

【資料 3-4-15】 監事の意見書 
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3－5 業務執行体制の機能性 

≪3－5 の視点≫ 

3-5-① 

 

3-5-② 

3-5-③ 

権限の適切な分散と責任の明確化に配慮した組織編制及び職員の配置によ

る業務の効果的な執行体制の確保 

業務執行の管理体制の構築とその機能性 

職員の資質・能力向上の機会の用意 

 

（１）3－5 の自己判定 

 

基準項目 3－5 を満たしている。 

 

（２）3－5 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

 

3-5-① 

 

権限の適切な分散と責任の明確化に配慮した組織編制及び職員の配置によ

る業務の効果的な執行体制の確保 

 

本法人の事務組織及び事務分掌に関しては、「学校法人朝日大学の事務組織及び事

務分掌に関する規程」を定め、事務局、法人本部及び内部監査室によって構成すると

規定し、各部署が果たす役割を明確にしている。 

事務局は、入試広報室（入試広報課）、総務部（総務課、経理課）、学事部（学事

一課、附属病院事務課、学事二課、就職支援課、図書館事務課）、村上記念病院事務

部（管理課、医事一課、医事二課）で組織し、各課の業務内容を勘案し、必要な人員

を配置している。また、業務遂行を円滑かつ効率的に進めるため、事務局長をトップ

に、各室部には室長、部長、課長を置いている。 

 

各室部の事務職員は、大学の使命・目的を果たすべく、また重点施策の効率的な執

行のため適材適所となるよう配置している。 

また、各部署間の情報共有及び業務連絡等が効率的に行えるように、事務局長、室

部長、課長で構成する課長会を原則毎月 1 回開催している。 

 

職員の採用・昇任については、「学校法人朝日大学職員の採用及び異動の手続に関

する規程」に基づき行っている。採用は、学内外から広く優秀な人材を得るため、新

聞やインターネット等を利用した公募を原則としている。書類選考に合格した応募者

に対しては、筆記試験のほか、複数回にわたる面接を行い、必要に応じ役員面接を行

う等して採用者を決定している。昇任は、「人事考課実施要項」に基づき、毎年人事

考課を行い、所属長の意見を聴いて、規程に基づき適宜昇任人事を進めている。 

 

3-5-② 業務執行の管理体制の構築とその機能性 

 

本法人の業務執行の管理体制は、理事長、副理事長、常務理事、学長で構成する常
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務理事会を毎月開催し、課題があればその都度協議し、目標等を設定しながら、必要

な議案を理事会に上程し、承認を得て業務を執行する体制としている。 

大学の効率的な業務執行のため、学長の下に各種委員会が設けられているが、これ

ら委員会に事務職員が委員として参画しており、教職員が協働して学生の教育、厚生

補導等の支援に当たっている。 

 

3-5-③ 職員の資質・能力向上の機会の用意 

 

職員研修(SD)は、大学の方針や理念を正確に把握し、組織人として置かれた立場

と役割を理解するとともに、その時々のニーズや状況を的確にとらえ、高度な専門性

と行動力を有する人材を育成し、もって本大学の組織力強化を図ることを目的として

行っている。 

研修は、個人の基礎知識及び技術の修得、資質向上を図るための「基礎研修」「職能

別研修」及び組織人としての職務上の責任と役割について理解を深めるとともに、コ

ミュニケーション能力を養うための「採用時研修」「階層別研修」を毎年度の計画に従

って実施している。 

「基礎研修」は、学内集合研修として、接遇・マナー研修、文書実務研修を行うほ

か、必要に応じて私立大学の事務職員を対象とした学外の研修・各種セミナーに積極

的に職員を参加させている。 

「階層別研修」は、一般職員（主任以下）、係長、管理職（課長補佐以上）に区分

し、学内集合研修を行うほか、必要に応じて学外の研修・各種セミナーに積極的に参

加させている。 

「職能別研修」は、日本私立大学協会を始め、日本私立歯科大学協会、私立大学情

報教育協会等が主催する専門研修、セミナーに積極的に参加させ、職員の資質向上に

努めている。平成 28(2016)年度は、公益財団法人日本高等教育評価機構に 1年間の予

定で職員を派遣している。 

 

（３）3－5 の改善・向上方策（将来計画） 

 

大学を取り巻く厳しい環境に対応していくためには、職員の意識改革、モチベーシ

ョンの維持・向上が重要であるとの観点から研修計画を企画・立案し、実行している。

研修の成果を職員個々のものとするのではなく、組織共有のものとしていくため、

OJT の活用や職員自らが講師を務める内容の充実した研修会を実施していく。 

 

 

エビデンス集（資料編） 

【資料 3-5-1】 学校法人朝日大学の事務組織及び事務分掌に関する規程 

【資料 3-5-2】 学校法人朝日大学内部監査規程 

【資料 3-5-3】 学校法人朝日大学職員の採用及び異動の手続に関する規程 

【資料 3-5-4】 人事考課実施要項（教育職員） 
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【資料 3-5-5】 人事考課実施要項（教育職員を除く職員） 

【資料 3-5-6】 各種委員会（全学的なもの）の委員（教職協働） 

【資料 3-5-7】 職員研修(SD)の実施状況（2009～2016 年度） 

【資料 3-5-8】 2016 年度事務職 SD 研修計画 

【資料 3-5-9】 SD 研修会を開催 

（ASAHI University News Letter vol.93、2014/9） 

【資料 3-5-10】 「FD・SD 研修会」を開催 

（ASAHI University News Letter vol.95、2015/1） 

【資料 3-5-11】 教職員の資質向上が不可欠 

（ASAHI University News Letter vol.96、2015/3） 

【資料 3-5-12】 「FD・SD 研修会」を開催 

（ASAHI University News Letter vol.100、2015/11） 

【資料 3-5-13】 教職員の資質向上が不可欠 

（ASAHI University News Letter vol.102、2016/3） 

 

 

3－6 財務基盤と収支 

≪3－6 の視点≫ 

3-6-① 

3-6-② 

中長期的な計画に基づく適切な財務運営の確立 

安定した財務基盤の確立と収支バランスの確保 

 

（１）3－6 の自己判定 

 

基準項目 3－6 を満たしている。 

 

（２）3－6 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

 

3-6-① 中長期的な計画に基づく適切な財務運営の確立 

 

毎年、翌年度の事業計画及び予算を編成する際、10 年間の法人全体及び部門別の

長期収支予算を策定しており、この長期収支予算において収支バランスを安定的に保

つことができるよう、3～5 年後の授業料の設定、学部・学科等組織の改編等の中期

事業計画、10 年間で必要となる施設・設備等の改修等計画（財政の長期計画）を併せ

て策定している。 

これらの計画に基づき、予算担当理事の会において、単年度の収支バランスを考え

た事業計画及び予算編成を行い、評議員会の意見を聴いた上で理事会において決定し

ている。 

また、決定した予算は、「学校法人朝日大学経理規程」に基づき、予算総括責任者

（理事長）及び予算単位責任者（各部門の長）の下、厳格な管理・執行が行われてい

る。 
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このように、中長期的な計画に基づく適切な財務運営が行われている。 

 

3-6-② 安定した財務基盤の確立と収支バランスの確保 

 

本大学の主な事業活動収入は、学納金収入、医療収入及び受取利息・配当金収入で

ある。平成 27(2015)年度決算においては、学納金収入が 43 億 2,932 万円、医療収入

が 97 億 3,478 万円、受取利息・配当金収入（有価証券売却益含む。）が 55 億 1,859

万円であった。これらにより、事業活動収入は 208 億 3,290 万円となっており、安定

的に収入が確保できている。 

さらに、将来計画における施設・設備等の取得のための第 2 号基本金（平成

27(2015)年度現在 150 億円）と奨学・研究資金を永続的に確保するための第 3 号基本

金（平成 27(2015)年度現在 961 億 750 万円）の組入を計画的に実施している。第 2

号基本金については、老朽校舎等の建替え等のための組入であり、現在、穂積キャン

パスの歯学部附属病院について建替えを計画している。第 3 号基本金については、

「教育研究振興助成基金」及び「教育事業維持・安定基金」の二つの基金を設け、「教

育研究振興助成基金」は、主に経済的事情で修学困難な学生への授業料等減免を実施

し、多くの学生の学業継続に繋げている。また、「教育事業維持・安定基金」は少子

化や社会経済情勢の変化により帰属収入の減少や消費支出の増加等で収支バランスが

崩れても、基金の果実で安定した教育事業を維持することを図るものである。 

主な支出は、大きく分けて人件費、教育研究経費（奨学事業含む。）及び管理経費

からなっている。平成 27(2015)年度決算においては、人件費が 79 億 2,634 万円、教

育研究経費が、学業やスポーツで優秀な成績を修めた者への奨学金及び経済的困窮者

への奨学金等 6 億 1,479 万円を含む 72 億 3,918 万円、管理経費が 6 億 778 万円であ

った。これらにより、事業活動支出は 162 億 980 万円であった。 

以上により事業活動収支差額は 46 億 2,310 万円となっている。しかしながら、現

在の目覚ましく変化する世界経済状況では、一定のリスクが存在する受取利息・配当

金収入（有価証券償還益・損含む 51 億 2,620 万円）に過度に異存することは適当で

はない。本大学は、この受取利息・配当金収入を除いた教育活動事業活動収支におい

ても均衡を果たすべく努めている。 

このように、確固とした財務基盤の確立と収支バランスは安定的に保たれている。 

 

教育研究のレベルを維持・向上させるためには、各種補助金や受託研究費等外部資

金の獲得が不可欠である。競争的外部資金の獲得のため、経理課から各教員に各種補

助金交付事業について研究テーマに応じて案内し、各教員の積極的な応募を促してい

る。またこれらの成果について、毎月開催される「総合協議会」において外部資金の

受入れ状況を報告しているところである。 

平成 27(2015)年度の外部資金受入れ状況は、次のとおりである。 
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科学研究費補助金 68,406,000 円 

受託研究費等 1,980,000 円 

研究費助成金等 7,050,000 円 

学術研究振興資金 2,000,000 円 

さくらサイエンスプラン 2,115,000 円 

補助金（体育会） 8,700,000 円 

合計 90,251,000 円 

 

（３）3－6 の改善・向上方策（将来計画） 

 

収支バランスの継続的安定を図るためには、まず安定した収入を確保しなければな

らない。学納金収入の安定化については、魅力ある学部教育を徹底し、募集定員に沿

った学生数の充足が必要となる。医療収入については、各病院の特性を生かした最先

端の医療を提供することが患者の健康の維持・増進、引いては地域貢献につながり、

集客力の向上につながることとなる。 

支出に関しては、教育・研究の重点事項には予算を積極的に配分し、一方、合理的

な経費の削減についてもこれと並行して図っていかなければならない。 

これらの方針を着実に実行することで、引き続き収支の均衡を図っていく。 

 

 

エビデンス集（資料編） 

【資料 3-6-1】 2016 事業計画・予算の概要 

【資料 3-6-2】 学校法人朝日大学経理規程 

【資料 3-6-3】 朝日大学総合協議会規程 

 

 

3－7 会計 

≪3－7 の視点≫ 

3-7-① 

3-7-② 

会計処理の適正な実施 

会計監査の体制整備と厳正な実施 

 

（１）3－7 の自己判定 

 

基準項目 3－7 を満たしている。 
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（２）3－7 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

 

3-7-① 会計処理の適正な実施 

 

本大学の会計処理は、「私立学校振興助成法」、「学校法人会計基準」、「学校法人朝

日大学経理規程」、「学校法人朝日大学資産管理規程」、「朝日大学研究費管理・運営規

程」及び「朝日大学における研究活動等の不正防止に関する規程」等に基づき適正に

行っている。また、個々の会計処理について解釈が不明確な場合や疑問点については、

随時、監査法人や日本私立学校振興・共済事業団の私学経営情報センター（私学情報

室）等に確認し、また租税関係については、所轄の税務署に判断を求め、コンプライ

アンスを第一としている。 

予算は、毎年度、前年 12月の評議員会に諮問、1月の理事会で決定され、3月に各

部門で実行予算を編成し、4 月 1 日から執行している。 

加えて、予算及び支払統制は、会計システムにより一元化し、目的別・部門別・教

員別に予算と支払を管理している。 

このように、会計処理は、法令等に基づき適正に行われている。補正予算は、学生

数の確定等、必要がある場合に編成を行っている。 

 

3-7-② 会計監査の体制整備と厳正な実施 

 

会計監査については、私立学校振興助成法第 14 条第 3 項に基づき、監査法人によ

る監査を毎年受けている。 

内容については、資金収支計算書（人件費支出内訳表を含む。）、事業活動収支計

算書及び貸借対照表（固定資産明細表、借入金明細表及び基本金明細表を含む。）の

監査である。 

監事は、私立学校法第 37 条第 3 項に基づき業務の監査及び財産の状況の監査を行

っており、監査法人による会計監査に同席し、経理帳簿類等の確認等により財産の状

況について監査を行うとともに、これらの監査の結果について、速やかに理事会に報

告を行っている。また、本大学では監事監査を支援するための組織として内部監査室

を平成 28(2016)年 1月に設置した。内部監査室は、本法人の業務の適正化、効率化及

び教職員の業務に関する意識の向上を図ること等「合法性」と「合理性」の観点から

内部監査を実施している。 

このように、監査法人監査、監事監査、内部監査がそれぞれ協力する三様監査体制

を整備し、厳正な監査を実施している。 

 

（３）3－7 の改善・向上方策（将来計画） 

 

会計監査の体制整備については、内部監査室と監事と監査法人がそれぞれ独立した

立場で協力し、連携をとり監査にあたることが不正に係るリスク回避につながるもの

であり、さらなる体制強化を図っていく。 



朝日大学 

82 

 

エビデンス集（資料編） 

【資料 3-7-1】 学校法人朝日大学経理規程 

【資料 3-7-2】 学校法人朝日大学資産管理規程 

【資料 3-7-3】 朝日大学研究費管理・運営規程 

【資料 3-7-4】 朝日大学における研究活動等の不正防止に関する規程 

【資料 3-7-5】 学校法人朝日大学内部監査規程 

【資料 3-7-6】 学校法人会計基準に基づく計算書類 2015 年度（平成 27 年度） 

 

 

［基準 3 の自己評価］ 

 

各私立学校は、その公共的使命を自覚しつつ、学校ごとにその自主性を最大限発揮

するという基本に立ちつつ、社会経済情勢の急激な変化等に適切に対応するとともに、

様々な諸課題等に対して主体的かつ機動的に対処できる体制を構築することが求めら

れている。 

本大学においては、関係法令、寄附行為、大学諸規程等に基づいた適切な管理運営

が行われていることはもとより、近年の少子化等も相まって全体的に厳しい経営環境

の中で教育研究活動を永続的に行っていくためにも、ガバナンスの強化及びマネジメ

ント機能を強化するための方策を講じているところである。そして、理事会及びこれ

を補佐する常務理事会等により、迅速かつ効率的な法人の活動を適切に執行している。 

大学運営においても、本文で述べたとおり学長のリーダーシップは確立されている。

また、企画・立案機能の強化及び各部署において展開されている諸活動についての調

整・相互確認の場が必要であるため、学長の補佐機関として 3 人の副学長を置くとと

もに「総合協議会」において各部署における諸活動について全学的な見地から機能的

な意思決定・政策調整・相互確認を行っている。 

財務の面においても、中長期計画に基づき、学校運営を進めており、収支も非常に

健全である。 

以上のことから、基準 3「管理・運営と財務」を満たしていると判断した。 
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基準 4．自己点検・評価 

4－1 自己点検・評価の適切性 

≪4－1 の視点≫ 

4-1-① 

4-1-② 

4-1-③ 

大学の使命・目的に即した自主的・自律的な自己点検・評価 

自己点検・評価体制の適切性 

自己点検・評価の周期等の適切性 

 

（１）4－1 の自己判定 

 

基準項目 4－1 を満たしている。 

 

（２）4－1 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

 

4-1-① 大学の使命・目的に即した自主的・自律的な自己点検・評価 

 

本大学では、建学の精神並びに教育理念・目的を具現化し、教育研究活動等の

活性化とその質の向上を図るため、「全学自己点検・評価実施委員会」を設置し、

同委員会において本大学における自己点検・評価の実施計画の基本に関すること、

全学共通事項の点検・評価の実施に関すること、自己点検・評価に関する報告書

の作成及び公表に関すること、全学委員会及び学部等の自己点検・評価委員会と

の連絡・調整に関すること等について審議し、学長の決定に基づき、毎年自己点

検・評価を実施している。また、各学部及び大学院各研究科等においても、自己

点検・評価実施委員会を設置し、全学自己点検・評価実施委員会の実施計画に沿

って毎年自己点検・評価を実施している。  

 

4-1-② 自己点検・評価体制の適切性 

 

本大学の自己点検・評価体制は、朝日大学管理運営基本規則第 3 条第 2 項の規

定に基づき、「全学自己点検・評価実施委員会規程」、「朝日大学法学部自己点

検・評価実施委員会規程」、「朝日大学経営学部自己点検・評価実施委員会規程」、

「朝日大学歯学部自己点検・評価実施委員会規程」、「朝日大学保健医療学部自

己点検・評価実施委員会規程」、「朝日大学教職課程センター自己点検・評価実

施委員会規程」、「朝日大学大学院法学研究科自己点検・評価実施委員会規程」、

「朝日大学大学院経営学研究科自己点検・評価実施委員会規程」、「朝日大学大

学院歯学研究科自己点検・評価実施委員会規程」を制定し、全学及び各学部等に

おいて自己点検・評価を実施することとしている。  

全学の委員会は、学長を委員長として、副学長、事務局長、各学部長、教職課程セ

ンター長、事務局から推薦された者 1 人及び委員長が特に必要と認めた者で構成され

ており、学長のリーダーシップにより実施する体制が整備されている。 

各学部及び研究科等に設置されている委員会は、それぞれの所属長を委員長とし、
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自己点検・評価項目の中から、前年度の課題や現状を分析し、それぞれ教育研究活動

の改善向上を図っている。全学と各学部等との間は相互にフィードバックを密に行い、

自主的かつ自律的な点検・評価を可能にし、これら情報を元に改善に取り組まなけれ

ばならない事項について具体的実施策を学長企画会議において協議している。 

 

4-1-③ 自己点検・評価の周期等の適切性 

 

本大学は、平成 21(2009)年に財団法人日本高等教育評価機構による大学機関別認証

評価を受審し「大学基準に適合している。」と認定された。平成 21(2009)年の「自己

評価報告書（本編）」及び同機構による「平成 21 年度大学機関別認証評価報告書」

は、本大学ホームページに掲載し、学内外へ広く公表した。 

また、その後も、全学自己点検・評価実施委員会の運営管理の下で、日本高等教育

評価機構の定める評価項目に準じた内容で自己点検・評価を継続的に実施し、平成

24(2012)年からは「報告書」及び「エビデンス集」を毎年定期的に作成し、これら

の内容を本大学ホームページに公表している。 

 

（３）4－1 の改善・向上方策（将来計画） 

 

全学及び各学部等の自己点検・評価実施委員会が中心となって、今後も引き続き自

己点検・評価活動に積極的に取り組んでいくとともに、自己点検・評価結果への対応

として、法人と教学部門の連携をさらに推し進め、課題となった事項については、内

容に応じて各学部・センターで迅速に改善・改革を実行していく。 

 

 

エビデンス集（資料編） 

【資料 4-1-1】 建学の精神 

【資料 4-1-2】 朝日大学全学自己点検・評価実施委員会規程 

【資料 4-1-3】 朝日大学全学自己点検・評価実施委員会委員構成図 

【資料 4-1-4】 朝日大学法学部自己点検・評価実施委員会規程 

【資料 4-1-5】 朝日大学経営学部自己点検・評価実施委員会規程 

【資料 4-1-6】 朝日大学保健医療学部自己点検・評価実施委員会規程 

【資料 4-1-7】 朝日大学歯学部自己点検・評価実施委員会規程 

【資料 4-1-8】 朝日大学大学院法学研究科自己点検・評価実施委員会規程 

【資料 4-1-9】 朝日大学大学院経営学研究科自己点検・評価実施委員会規程 

【資料 4-1-10】 朝日大学大学院歯学研究科自己点検・評価実施委員会規程 

【資料 4-1-11】 朝日大学教職課程センター自己点検・評価実施委員会規程 

【資料 4-1-12】 自己点検評価書 2014 

【資料 4-1-13】 自己点検評価書 2013 

【資料 4-1-14】 自己点検評価書 2012 
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4－2 自己点検・評価の誠実性 

≪4－2 の視点≫ 

4-2-① 

4-2-② 

4-2-③ 

エビデンスに基づいた透明性の高い自己点検・評価 

現状把握のための十分な調査・データの収集と分析 

自己点検・評価の結果の学内共有と社会への公表 

 

（１）4－2 の自己判定 

 

基準項目 4－2 を満たしている。 

 

（２）4－2 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

 

4-2-① エビデンスに基づいた透明性の高い自己点検・評価 

 

本大学における自己点検・評価は、全学自己点検・評価実施委員会の実施計画に

基づき、日本高等教育評価機構が定める「エビデンス集」に準じたデータ集を作成し、

実際に同機構に提出するものとほぼ同じ程度の自己評価書を作成している。各学部委

員会は、担当事務局が作成する教務関係、財務関係の数値、また学生の意見等、確か

なエビデンスに基づいて客観的な報告書の作成に努めている。この結果は、全学自己

点検・評価実施委員会に報告され、これを基に全学の自己評価報告書として取りま

とめている。また、本大学ホームページを通じて学内外に公表することで透明性の高

い自己点検・評価を実施している。 

 

4-2-② 現状把握のための十分な調査・データの収集と分析 

 

本大学における自己点検・評価のためのデータは、日本高等教育評価機構が定める

「エビデンス集（データ編）」に沿ったもので、45 項目のデータで構成されている。

各データは、事務局が分担して資料収集し、作成している。 

各学部等の自己点検・評価実施委員会は、エビデンスに基づき、自己点検・評価項

目の前年度の課題や現状を分析し、それぞれ教育研究活動の改善向上を図っている。 

また、この体制をさらに強化する意味で、平成 27(2015)年 8 月に IR(Institutional 

Research)推進本部を設置し、朝日大学 IR 推進本部規程第 6 条に「（IR の業務は）自

己点検・評価の根拠となる教育研究活動等の情報並びに学部等及び事務局が保有する

学生、教学に関する情報を収集し、本部長の命を受けて調査・分析等を行う」と定め、

現状把握のための十分な調査・データの収集と分析が行える体制を整備した。 

 

4-2-③ 自己点検・評価の結果の学内共有と社会への公表 

 

平成 21(2009)年度に認証評価を受審した際に作成した「平成 21 年度大学機関別認

証評価報告書」は、本大学ホームページに掲載し、自己点検・評価結果の学内共有と
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学外への公表を行った。その後、平成 24(2012)年からは、毎年、自己点検・評価の結

果を定期的に自己点検・評価書として取りまとめ、本大学ホームページに掲載し、ニ

ュースレター等でも学内外へ広く公表してきた。また、自己点検・評価結果における

課題は、各学部等の委員会から教授会等を通じ、学内で共有している。 

 

（３）4－2 の改善・向上方策（将来計画） 

 

全学及び各学部等の自己点検・評価実施委員会が中心となり、また IR 推進本部も

これに協力し、現状把握のための十分な調査・データの収集と分析を行い、引き続き

自己点検・評価に積極的に取り組んでいく。さらに IR 推進本部規程第 1 条に「（IR

の業務は）学内外に対して必要な情報を提供する活動を行う」ことと定められており、

今後はデータの可視化も含め、情報提供の在り方についても検討していく。 

なお、「自己点検・評価報告書」の公表については、今後も「報告書」の他、本大学

ホームページ、ニュースレター等に掲載し、学内外の関係者、関係機関等に加え、本

大学のステークホルダーである学生、保護者、地域住民、企業等にも広く行っていく

こととする。 

 

 

エビデンス集（資料編） 

【資料 4-2-1】 朝日大学全学自己点検・評価実施委員会規程 

【資料 4-2-2】 朝日大学全学自己点検・評価実施委員会委員構成図 

【資料 4-2-3】 朝日大学 IR 推進本部規程 

【資料 4-2-4】 自己点検評価書 2014 

【資料 4-2-5】 自己点検評価書 2013 

【資料 4-2-6】 自己点検評価書 2012 

 

 

4－3 自己点検・評価の有効性 

≪4－3 の視点≫ 

4-3-① 自己点検・評価の結果の活用のための PDCA サイクルの仕組みの確立と機能性 

 

（１）4－3 の自己判定 

 

基準項目 4－3 を満たしている。 

 

（２）4－3 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

 

4-3-① 自己点検・評価の結果の活用のための PDCA サイクルの仕組みの確立と機能性 

 

本大学の自己点検・評価は、毎年、全学的に実施されている。自己点検・評価の結
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果は、学長企画会議及び総合協議会に報告され、特に改善が必要と認められた項目に

ついては、全学自己点検・評価実施委員会規程に基づき、学長企画会議において審議

し、学長から各学部長等に対し改善・向上の指示が出される。そして各学部等におい

ては、教授会及び関係委員会等において専門部会を立ち上げる等、改善・向上に向け

た具体的な方策を検討し対応することが義務づけられている。直近の例としては、平

成 26(2014)年から平成 27(2015)年にかけて、見直しの協議開始から改善実施にまで

至ったアドミッションポリシーと入試方法の見直し、カリキュラムポリシーとカリキ

ュラム・シラバスの見直し、ディプロマポリシーの見直し等を実施した PDCA サイク

ル実践例がある。 

一方、管理部門関係事項の PDCA サイクルの実施については、法人、学長あるいは

事務局長から、各部長及び課長に対して管理運営上の改善を要する点に関しての諮問

あるいは意見聴取が行われ、事務局の関係部署において改善・向上に向けた具体的な

方策を検討の上、事業計画と予算処置等の対応を行っている。 

以上より、自己点検・評価の結果は、全学において、また各学部やセンターにおい

て現状に対する点検・評価、及び現状に対する改善・改革に向けた方策と活動の見直

しが図られ、教育・研究をはじめ大学運営全般について PDCA サイクルは適切に機能

している。 

 

（３）4－3 の改善・向上方策（将来計画） 

 

全学及び各学部等の自己点検・評価実施委員会が中心となり、また教学上の改善に

は平成 27(2015)年からは IR 推進本部を設置し、データを精査することによりエビデ

ンスに基づいたより透明性の高い自己点検・評価に向けた体制が強化された。 

今後とも、引き続き自己点検・評価活動に積極的に取り組んでいくとともに、自己

点検・評価結果への対応として、委員長（学長）を中心として法人と教学部門の連携

をさらに推し進め、課題となった事項については、内容に応じて教務学生委員会及び

事務局等において、迅速な改善・改革を実行することにより、自己点検・評価の有効

性を高めていく。 

 

 

エビデンス集（資料編） 

【資料 4-3-1】 学長企画会議議事録 

 

 

［基準 4 の自己評価］ 

 

本大学の自己点検・評価は、自主的・自律的に、全学及び各学部等の自己点検・評

価実施委員会が中心となって、積極的に取り組んでおり、その結果を「自己点検・評

価報告書」として、学内外の関係者、関係機関等と共有するとともに、本大学のステ

ークホルダーである学生、保護者、地域住民、企業等にも本大学ホームページ及びニ
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ュースレター等により広く公表され、透明性が維持されている。 

自己点検・評価の結果、改善・改革が必要と判断された事項については、学長を中

心として各学部等において迅速な対応を行い、PDCA サイクルを機能させ、教育研究

の質の向上を図っている。 

以上のことから、基準 4「自己点検・評価」を満たしていると判断した。 
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Ⅳ．大学が使命・目的に基づいて独自に設定した基準による自己評価 

 

基準 A．国際交流・連携 

A－1 国際交流・連携 

≪A－1 の視点≫ 

A-1-① 

A-1-② 

A-1-③ 

学生の国際化推進 

教職員の国際化の推進 

国際交流の集いと地域国際化への貢献 

 

（１）A－1 の自己判定 

 

基準項目 A－1 を満たしている。 

 

（２）A－1 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

 

本大学は建学の精神に基づき、その使命・目的を、本大学学則第 1 条に「朝日大学

は、教育基本法並びに学校教育法の趣旨を尊重してその条項に従い、一般教養及び専

門学術の理論並びにその応用を教育研究し、知的、道徳的教養をもつ有為の人材を育

成するとともに、広く知識を世界にもとめ、教育、学術研究の国際交流をはかり、高

度の教育目的を達成し、学術、文化の向上と社会の発展に寄与することを目的とする。」

と定めている。 

その具現化のため、学長を委員長とし、各学部長、各学部国際交流委員、事務局長、

委員長の指名した者から構成される朝日大学国際交流委員会を設置している。平成

26(2014)年に策定した「国際化ビジョン」に基づくグローバル化を推進し、①学生の

国際化推進（国際的な知的交流拠点となる大学づくり）、②教職員の国際化推進（国際

的に活躍できる柔軟性に富む人材の育成）及び③国際交流の集いと地域国際化への貢

献（地域社会の国際化への貢献）の三つのメインテーマを掲げ、国際交流に関する様々

な取り組みを行っている。国際交流行事の開催や、学生の派遣・受入れならびに引率

教員の選定も含めて、国際交流委員会において綿密に立案、実行している。 

 

A-1-① 学生の国際化推進 

 

本大学の国際交流は、創立 3 年目の昭和 48(1973)年 11 月、アメリカのニューヨー

ク州立大学バッファロー校との間で姉妹校協定を締結し、昭和 49(1974)年に短期研修

のため本大学学生が同校を訪問、昭和 53(1978)年には、同校の関係者を招き日米歯学

セミナーを開催することからスタートした。その後、カリフォルニア大学ロサンゼル

ス校(UCLA)歯学部をはじめ、現在では海外の 18 大学と協定を締結（平成 28(2016)

年 5 月現在）し、学生及び教員の相互交流を積極的に推し進めている。 

長年にわたり深い信頼関係を築き上げた歯学部においては米国 UCLA をはじめと

する 4 大学、中国北京大学をはじめとする 2 大学、メキシコ、イタリア、フィンラン
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ド各 1 大学との間で毎年 34 人の学部学生を本大学が全額費用負担し派遣を行い、こ

れらの提携大学より毎年 60 人の学部学生を受け入れ、本大学において日本の歯科医

療の現状を学び、また日本の歯科材料メーカーでの研修、文化事情の学習を行うなど

双方向の交流を行っている。平成 27(2015)年度、北京大学歯学部からの学生 8 人、引

率教員 2 人の受け入れについては、国立研究開発法人科学技術振興機構による「さく

らサイエンスプラン」に採択された。 

法学部、経営学部においては、オーストラリア CQ 大学、アメリカ UCLA での語学

研修、ベトナムでの日系企業を中心とした流通業の研修等、行先や研修目的を時代の

ニーズに合わせながら、短期海外研修を毎年実施している。平成 26(2014)年に開設し

た保健医療学部看護学科においても、平成 27(2015)年度からアメリカ・コロラド州で

の短期海外研修をスタートさせ、2 年生 20 人が参加した。 

平成 27(2015)年にはタフツ大学歯学部（米国）、ウェスタンケープ大学歯学部（南

アフリカ共和国）、北京外国語大学（中国）と、平成 28(2016)年にはテキサス大学サ

ンアントニオ校看護学部との間で、新たに学術交流協定を締結した。これらの活動は、

学生の国際感覚の涵養及び語学力の向上並びに教員の学術研究の促進及び資質の向上

に寄与し、より一層国際化された大学づくりに役立っている。 

 

A-1-② 教職員の国際化の推進 

 

本大学では、学生のみでなく、国際化に対応できる教職員の育成を目指している。

特に教員に対しては海外留学研修を支援強化する制度を設け、また教員の海外での国

際学会での発表等についても奨励し、ともに財政的支援を行っている。平成 28(2016)

年度は歯学部の 3 教員が、UCLA、タフツ大学、ペンシルベニア大学へ留学研修、あ

るいは留学予定である。一方、海外からの教員受け入れも積極的に行っている。北京

外国語大学（中国）からは、平成 7(1995)年から 21 年間にわたって継続的に中国語教

員が派遣されており、本大学学生に対して中国語教育を行う他、中国との各種交流事

業においてサポーター的役割を果たしている。 

また教職員が協働して、駐日本南アフリカ共和国大使館、駐日本中国大使館、在日

メキシコ大使館（いずれも東京）、名古屋アメリカ領事館、駐名古屋中国総領事館と人

的交流を深め、各種行事にも参加している。 

SD 研修の一環として平成 27(2015)年より、事務職員を対象とした英会話研修会を

継続的に開催し、職員の国際化についても全面的に支援を行っている。 

 

A-1-③ 国際交流の集いと地域国際化への貢献 

 

本大学への留学生約 200 人を対象として、大学内において毎年「国際交流の集い」

を開催し、留学生と本学学生ならびに教職員との親睦を図っている。 

本大学では、これまで 31 年間 31 回にわたり高校生を対象とした英語弁論大会を開

催し、中等教育における英語学習を継続的に支援するとともに、平成 21(2009)年より、

英語教育に携わる者を対象とした英語教育研究セミナーを同時開催し、知の拠点とし
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て語学教育の促進を図っている。 

また岐阜県や瑞穂市といった地元自治体等や、岐阜県日中友好協会が主催する国際

交流イベントに本大学の学生、教職員が積極的に参加するとともに、国際交流協定校

から本大学に受け入れた研修学生との交流会に地元高校生を招待し、アメリカの現役

大学生と高校生との交流の場を提供したり、彼らを瑞穂市内の小学校に派遣し小学生

との交流の場を提供する等、地域の国際化にも貢献している。 

 

（３）A－1 の改善・向上方策（将来計画） 

 

建学の精神に基づき、学生に国際感覚を身に付けさせるために、短期海外研修を実

施しているが、今後は国際化ビジョンに基づくグローバル化をさらに発展させたい。

国際交流協定校との間で相互に学生を派遣し、単位互換制度を確立させ、またダブル・

ディグリーの取得を目指すなど、より充実した交流を実施していく予定である。 

 

エビデンス集（資料編） 

【資料 A-1-1】 建学の精神 

【資料 A-1-2】 朝日大学国際交流委員会規程 

【資料 A-1-3】 朝日大学の国際化ビジョンについて 

【資料 A-1-4】 本大学の国際交流協定校 

【資料 A-1-5】 歯学部学生の派遣・受入 

【資料 A-1-6】 北欧フィンランドから歯学部学生を受け入れ 

（ASAHI University News Letter vol.93、2014/9） 

【資料 A-1-7】 歯学部海外研修を実施 

（ASAHI University News Letter vol.93、2014/9） 

【資料 A-1-8】 海外の歯学部学生を受け入れ 

（ASAHI University News Letter vol.94、2014/11） 

【資料 A-1-9】 歯学部海外 4 カ国・7 大学で研修  

（ASAHI University News Letter vol.94、2014/11） 

【資料 A-1-10】 海外の歯学部学生を受け入れ 

（ASAHI University News Letter vol.97、2015/5） 

【資料 A-1-11】 歯学部海外研修を実施 

（ASAHI University News Letter vol.99、2015/9） 

【資料 A-1-12】 北欧フィンランドから歯学部学生を受け入れ 

（ASAHI University News Letter vol.99、2015/9） 

【資料 A-1-13】 海外の歯学部学生を受け入れ 

（ASAHI University News Letter vol.100、2015/11） 

【資料 A-1-14】 歯学部海外 4 カ国・7 大学で研修  

（ASAHI University News Letter vol.100、2015/11） 

【資料 A-1-15】 海外の歯学部学生を受け入れ 

（ASAHI University News Letter vol.101、2016/1） 
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【資料 A-1-16】 海外の歯学部学生を受け入れ 

（ASAHI University News Letter vol.103、2016/5） 

【資料 A-1-17】 ベトナム海外短期研修 

（ASAHI University News Letter vol.97、2015/5） 

【資料 A-1-18】 南アフリカ共和国との交流 

（ASAHI University News Letter vol.94、2014/11） 

【資料 A-1-19】 北京大学口腔医学院との交流 

（ASAHI University News Letter vol.94、2014/11） 

【資料 A-1-20】 中国大使館を表敬訪問 

（ASAHI University News Letter vol.96、2015/3） 

【資料 A-1-21】 ウェスタンケープ大学と学術交流協定 

（ASAHI University News Letter vol.97、2015/5） 

【資料 A-1-22】 北京外国語大学との交流がより緊密に 

（ASAHI University News Letter vol.99、2015/9） 

【資料 A-1-23】 テキサス大学サンアントニオ校との学術交流協定を締結 

（ASAHI University News Letter vol.100、2015/11） 

【資料 A-1-24】 タフツ大学と交流協定締結 

（ASAHI University News Letter vol.101、2016/1） 

【資料 A-1-25】 朝日大学海外研修員規程 

【資料 A-1-26】 朝日大学海外研修員規程施行細則 

【資料 A-1-27】 長期・短期海外研修員の派遣先・期間 

【資料 A-1-28】 海外出張（※長期・短期海外研修員を除く） 

【資料 A-1-29】 留学生別科における外国人留学生数（国籍別）の推移 

【資料 A-1-30】 「国際交流の集い」を開催 

（ASAHI University News Letter vol.95、2015/1） 

【資料 A-1-31】 「国際交流の集い」を開催 

（ASAHI University News Letter vol.101、2016/1） 

【資料 A-1-32】 「思い」を英語で主張（高等学校英語弁論大会） 

（ASAHI University News Letter vol.95、2015/1） 

【資料 A-1-33】 「思い」を英語で主張（高等学校英語弁論大会） 

（ASAHI University News Letter vol.101、2016/1） 

【資料 A-1-34】 英語教育研究セミナーを開催 

（ASAHI University News Letter vol.95、2015/1） 

【資料 A-1-35】 英語教育研究セミナーを開催 

（ASAHI University News Letter vol.101、2016/1） 

【資料 A-1-36】 短期海外研修実施状況 

 

［基準 A の自己評価］ 

 

以上のことから、基準 A「国際交流・連携」を満たしていると判断した。 
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基準 B．地域社会との連携と貢献 

B－1 地域社会との連携 

≪B－1 の視点≫ 

B-1-① 教育・研究と地域連携 

 

（１）B－1 の自己判定 

 

基準項目 B－1 を満たしている。 

 

（２）B－1 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

 

B-1-① 教育・研究と地域連携 

 

本大学はその使命・目的を果たすべく、地域社会との連携・協働に力を入れ、行政、

教育関係、マスコミ関係、企業、その他様々な団体との間で産学あるいは官学、若し

くは産学官で連携協定を締結して諸活動を行っている。行政との間では主に災害時や

防災に関する協定、特別支援教育の充実や就職支援に関する協定を結び、関係企業・

団体とは、産学連携活動としてのマーケティング、インターンシップ、海外研修等の

協定を結んでいる。 

岐阜県内においては、県内の高等教育機関による岐阜県下大学コンソーシアムを通

じて単位互換授業の提供、合同 FD ならびに SD 研修会を実施。また、県内医療系大

学間の連携協定では、地域包括ケアシステムに向けた多職種間連携教育の確立などを

目指した協議を行っている。一方、国立大学法人三重大学との連携においては、設置

主体の異なる大学間で様々な情報交換、相互の行事への参加等を行うことで双方に資

する連携活動となっている。 

中等教育に対しては、岐阜県高等学校商業校長会、三重県立四日市商業高等学校と

の間で高大連携協定を結び、おもに商業簿記、会計学教育に関する学びの場を提供し

ている。とくに地元岐阜県高等学校商業校長会との連携では、公認会計士の育成を目

指した高等学校 3 年間、大学 4 年間の計 7 年間のシームレスな育成プログラムを構築

し、協定締結から 4 年間の間に、すでに計 7 人の経営学部所属学生が、現役で公認会

計士試験に合格を果たしている。 

また、地元の行政、医療界、産業界、マスコミ関係等の意見を聴するため、これら

関係諸団体との間で平成 27(2015)年より「朝日大学の教育研究に関する有識者懇談

会」を発足させた。本大学の教育内容が地域社会の発展に貢献し得るものか、常に外

部チェックを行い、フィードバックさせるシステムを構築した。 

このように、地域連携は、地域社会における「知」の拠点として、本大学の活性化

に資するのみならず、すべての分野・領域における社会の発展に貢献するものである。 
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（３）B－1 の改善・向上方策（将来計画） 

 

本大学の学科再編・増設や教学環境の充実によって、地域連携及びこれを実施する

ための行政や産業界との協定は今後ますます増えてくることが予想される。教育のさ

らなる充実を図るとともに、本大学の特徴を生かした活動や地域への情報発信を継続

することで、より信頼される大学を築くことを目指していく。 

 

 

エビデンス集（資料編） 

【資料 B-1-1】 産官学地域連携協定リスト 

【資料 B-1-2】 セイノーホールディングスとの産学連携 

（ASAHI University News Letter vol.91、2014/5） 

【資料 B-1-3】 岐阜県弁護士会と連携 

（ASAHI University News Letter vol.91、2014/5） 

【資料 B-1-4】 （株）岐阜新聞社との連携 

（ASAHI University News Letter vol.93、2014/9） 

【資料 B-1-5】 濃飛倉庫運輸（株）と産学連携 

（ASAHI University News Letter vol.94、2014/11） 

【資料 B-1-6】 セイノーホールディングス関連企業でインターンシップ 

（ASAHI University News Letter vol.94、2014/11） 

【資料 B-1-7】 教育・研究・医療活動に関する包括的連携協定を締結 

（ASAHI University News Letter vol.96、2015/3） 

【資料 B-1-8】 セイノーホールディングスとの新たな産学連携 

（ASAHI University News Letter vol.96、2015/3） 

【資料 B-1-9】 北方警察署と連携協力 

（ASAHI University News Letter vol.97、2015/5） 

【資料 B-1-10】 岐阜県弁護士会と連携 

（ASAHI University News Letter vol.97、2015/5） 

【資料 B-1-11】 瑞穂市との連携プロジェクト 

（ASAHI University News Letter vol.99、2015/9） 

【資料 B-1-12】 岐阜新聞社による業界セミナー開催される 

（ASAHI University News Letter vol.99、2015/9） 

【資料 B-1-13】 セイノーホールディングス関連企業でインターンシップ 

（ASAHI University News Letter vol.100、2015/11） 

【資料 B-1-14】 大和証券（株）による寄附講座 

（ASAHI University News Letter vol.101、2016/1） 

【資料 B-1-15】 「産学連携授業」が開講 

（ASAHI University News Letter vol.101、2016/1） 

【資料 B-1-16】 セイノーホールディングスとの新たな産学連携 

（ASAHI University News Letter vol.102、2016/3） 
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【資料 B-1-17】 地域社会との連携強化 

（ASAHI University News Letter vol.102、2016/3） 

【資料 B-1-18】 教育とスポーツで地域と連携 

（ASAHI University News Letter vol.103、2016/5） 

【資料 B-1-19】 北方警察署と連携協力 

（ASAHI University News Letter vol.103、2016/5） 

【資料 B-1-20】 岐阜県弁護士会と連携 

（ASAHI University News Letter vol.103、2016/5） 

【資料 B-1-21】 大学間連携協定リスト 

【資料 B-1-22】 三重大学との連携協議会 

（ASAHI University News Letter vol.93、2014/9） 

【資料 B-1-23】 三重大学との連携協議会 

（ASAHI University News Letter vol.99、2015/9） 

【資料 B-1-24】 高大連携協定リスト 

【資料 B-1-25】 体験学習を実施 

（ASAHI University News Letter vol.91、2014/5） 

【資料 B-1-26】 「3D プリンタ講習会」で高大連携 

（ASAHI University News Letter vol.94、2014/11） 

【資料 B-1-27】 商業教育で高大連携 

（ASAHI University News Letter vol.95、2015/1） 

【資料 B-1-28】 オープンスクールを実施 

（ASAHI University News Letter vol.96、2015/3） 

【資料 B-1-29】 体験学習を実施 

（ASAHI University News Letter vol.97、2015/5） 

【資料 B-1-30】 オープンスクール開講 

（ASAHI University News Letter vol.99、2015/9） 

【資料 B-1-31】 高大連携で出張講座 

（ASAHI University News Letter vol.99、2015/9） 

【資料 B-1-32】 商業教育で高大連携 

（ASAHI University News Letter vol.101、2016/1） 

【資料 B-1-33】 高大連携「課題解決・専門性向上講座」 

（ASAHI University News Letter vol.101、2016/1） 

【資料 B-1-34】 中学生が朝日大学を体験 

ASAHI University News Letter vol.101、2016/1） 

【資料 B-1-35】 高大連携看護セミナー 

（ASAHI University News Letter vol.103、2016/5） 

【資料 B-1-36】 体験学習を実施 

（ASAHI University News Letter vol.103、2016/5） 

【資料 B-1-37】 朝日大学の教育研究に係る有識者懇談会規程 
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B－2 地域社会への貢献 

≪B－2 の視点≫ 

B-2-① 大学の特徴を生かした社会貢献 

 

（１）B－2 の自己判定 

 

基準項目 B－2 を満たしている。 

 

（２）B－2 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

 

B-2-① 大学の特徴を生かした社会貢献 

 

ア．公開講座 

本大学には、現在法学部法学科、経営学部経営学科、同ビジネス企画学科、保健

医療学部看護学科、歯学部歯学科の 4 学部 5 学科と歯学部附属病院をはじめとする

3 つの医療機関を有し、「地域と共に歩む大学」として日頃の研究成果を社会に還

元することを目的に、昭和 62(1987)年から、それぞれの学部の特徴を生かした公

開講座を、地元の瑞穂市や美濃加茂市等、近隣の市町で毎年行っている。地元瑞穂

市での開催には、瑞穂市民のみならず県内外から毎回非常に多くの受講者を集めて

おり（平均 800～1,000 人）、地元の一大イベントとしてしっかりと根付いている。 

近年の公開講座のメインテーマについて振り返ると、平成 22(2010)年は「裁判員

裁判」と「大学教育の未来」、平成 23(2011)年は東日本大震災を受けて「災害と法」

をテーマとした。続く平成 24(2012)年は「医療のグローバル化」、平成 25(2013)

年「ベストドクター」と「アベノミクスと日本経済」、平成 26(2014)年「スポーツ

と人材」と「日本国憲法」、平成 27(2015)年「読書時代」と「地域創生」というよ

うに、その年、その時代を反映し、また地域住民の方々にも関心が高いと思われる

事柄を学長がリーダーシップを発揮して選定してきた。講師陣も多彩となり、斯界

の第一人者、そのときに話題となっている著明な人物を講師として招聘している。

一方、公開講座自体の運営も、単に外部講師による一方通行の講演会ではなく、テ

ーマについて学長や本大学教員が解説を加え、またシンポジウムやパネルディスカ

ッション等を引き続いて開催し、受講者にテーマの持つ意味がわかりやすいよう工

夫を施している。このような多年の努力こそが、本大学の公開講座が地域住民の支

持を得て 29 年間も継続できた理由と考える。 

 

イ．地域特産品の開発 

経営学部では、本大学学生が中心となり、地元の瑞穂市商工会、産学連携協定を

締結している県内上場企業と協働で地域特産の富有柿を使った和洋菓子「柿のお茶

会」という通販ギフトを作成、販売。また地元で採れた野菜を材料とした「やさい

スウィーツ」を考案するなど、産学連携の成果を商品化することで地域の人々に還

元している。平成 28(2016)年には県内の名産品を集めたお中元ギフトを開発し、販
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売へと結びつけた。 

 

ウ．法教育活動と地域防犯 

法学部では、法律をもっと身近に感じてもらえるよう、岐阜県弁護士会と連携し

て、地元の小中学生を対象としたジュニア・ロースクールを平成 21(2009)年より開

催。本大学が有する模擬法廷を利用し、模擬裁判を経験する場を設け、法について

の理解を深めると共に、法教育作文コンクールも実施している。 

また、法学部学生が主体となり、地元 FM 局で法律を判りやすく解説するコーナ

ー「”法”送局」を展開している。 

地域防犯の目的で、小中学生の下校時刻に合わせて夕刻から夜間の市内巡回を行

う防犯ボランティア「めぐる」が、法学部学生と瑞穂市職員が協働で平成 23(2011)

年から活動を行っている。「めぐる」の活動は、地元から高く評価を受け、平成

27(2015)年度の内閣府特命担当大臣表彰を受章した。 

 

エ．健康増進への貢献 

歯学部では、地域の人々の健康増進に寄与することを目的に、瑞穂市内の 1 幼稚

園・3 小学校・2 中学校で歯科健診と口腔刷掃指導を行い、またフッ化物の塗布や

洗口を行っている。この活動は 40 年以上にわたって継続されており、受診者は延

べ 13 万人を超えている。これら活動の結果は、瑞穂市小児の齲蝕の減少となって

現れているが、これにとどまらず、平成元(1989)年から全国的にも希な、成人式に

おける「20 歳の歯科健診」を瑞穂市と協働で実施。毎年 100～200 人の新成人がこ

の健診を受けており、開始以来 28 年間で受診者数は 4,000 人を超えている。 

併せて、歯学部附属病院では毎年「むし歯予防デー」や「看護の日」に、それぞ

れメインテーマを設け、地域住民のための健康増進のための様々な啓発活動を行っ

ている。 

 

オ．スポーツ発展への貢献 

本大学は平成 14(2002)年に朝日大学体育会を設置し、文武両道の教育を展開して

いるが、地域と密着した開かれた大学創りを目指して平成 21(2009)年より、学内で

スポーツイベントを開催し、地域の方々の健康づくりを支援するとともに生涯スポ

ーツ振興の場としても岐阜県のスポーツ界の発展に寄与している。第 6 回目となる

平成 27(2015)年は、県内の小中学生や保護者等約 300 人が参加した。このスポーツ

イベントは単に大学施設の地域開放にとどまらず、幼児や少年の体力向上や市民の

スポーツ関心向上に役立っている。 

また本大学体育会は、岐阜県内外でも広くスポーツ指導を通じて小・中・高校生

らとの交流を図り、競技力の向上のための指導も行っている。毎年、大垣市武道館

における本学主催の剣道錬成会には、中部や関西圏から約 300人の高校生が集まり、

技術の鍛錬に精進している。また、近年では沖縄県宮古島や熊本県八代市でのバレ

ーボール教室や高山市でのハンドボールクリニック等、瑞穂市とは遠く離れた場所

においてもスポーツ教室を開催している。 
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カ．市民相談室の設置 

本大学では、大学の有する知的財産を地域社会に還元するとともに地域に開かれ、

活力に満ちたキャンパスを目指して、平成 15(2003)年から市民相談室を開設して

いる。相談内容は、大学の特色を生かした主に法律や経営、健康に関すること等が

中心であり、それぞれ専門の教員が相談を受け、解決に向けてのアドバイスを行っ

ている。相談件数は年間平均 40 件ほどで、とくに法律に関する相談が 9 割を占め

ている。 

 

（３）B－2 の改善・向上方策（将来計画） 

 

今後とも地域住民からの要望に耳を傾け、また平成 27(2015)年度に発足した「朝日

大学の教育研究に関する有識者懇談会」等からの意見も取り入れながら、大学の特徴

を生かした連携や地域貢献を推進することで、開かれた大学創りを進めていきたい。 

 

 

エビデンス集（資料編） 

【資料 B-2-1】 本大学公開講座のあゆみ（2007～2015 年度） 

【資料 B-2-2】 教育研究の成果を地域社会へ 

（ASAHI University News Letter vol.94、2014/11） 

【資料 B-2-3】 「医療と健康」をテーマに公開講座 

（ASAHI University News Letter vol.97、2015/5） 

【資料 B-2-4】 教育研究の成果を地域社会へ 

（ASAHI University News Letter vol.100、2015/11） 

【資料 B-2-5】 「医療と健康」をテーマに公開講座 

（ASAHI University News Letter vol.103、2016/5） 

【資料 B-2-6】 朝日大学高等学校英語弁論大会（1985～2015 年度） 

【資料 B-2-7】 「思い」を英語で主張（高等学校英語弁論大会） 

（ASAHI University News Letter vol.95、2015/1） 
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（ASAHI University News Letter vol.95、2015/1） 

【資料 B-2-10】 英語教育研究セミナーを開催 

（ASAHI University News Letter vol.101、2016/1） 

【資料 B-2-11】 「柿スイーツ」がデビュー 

（ASAHI University News Letter vol.93、2014/9） 

【資料 B-2-12】 産学連携で商品開発 

（ASAHI University News Letter vol.99、2015/9） 

【資料 B-2-13】 マンゴー栽培ハウスで学ぶ 

（ASAHI University News Letter vol.100、2015/11） 
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【資料 B-2-14】 ジュニア・ロースクール開講 

（ASAHI University News Letter vol.93、2014/9） 

【資料 B-2-15】 ジュニア・ロースクール開講 

（ASAHI University News Letter vol.99、2015/9） 

【資料 B-2-16】 法教育教材・作文コンクール 

（ASAHI University News Letter vol.91、2014/5） 

【資料 B-2-17】 法教育作文コンクール 

（ASAHI University News Letter vol.97、2015/5） 

【資料 B-2-18】 学生が地域社会に貢献 

（ASAHI University News Letter vol.93、2014/9） 

【資料 B-2-19】 「MSL・MSJ サミット」に参加 

（ASAHI University News Letter vol.94、2014/11） 

【資料 B-2-20】 「MSL・MSJ サミット」に参加 

（ASAHI University News Letter vol.100、2015/11） 

【資料 B-2-21】 地元小中学校における歯科保健指導・健診及びう蝕予防活動 

【資料 B-2-22】 成人式で歯科検診 

（ASAHI University News Letter vol.96、2015/3） 

【資料 B-2-23】 成人式で歯科検診 

（ASAHI University News Letter vol.102、2016/3） 

【資料 B-2-24】 虫歯予防デー年度別テーマ 

【資料 B-2-25】 虫歯予防のポスター展 

（ASAHI University News Letter vol.92、2014/7） 

【資料 B-2-26】 虫歯予防のポスター展 

（ASAHI University News Letter vol.98、2015/7） 

【資料 B-2-27】 スポーツフェスティバル開催 

（ASAHI University News Letter vol.93、2014/9） 

【資料 B-2-28】 スポーツフェスティバル開催 

（ASAHI University News Letter vol.99、2015/9） 

【資料 B-2-29】 バレーボールクリニック開催 

（ASAHI University News Letter vol.96、2015/3） 

【資料 B-2-30】 「心技体」磨く 

（ASAHI University News Letter vol.101、2016/1） 

【資料 B-2-31】 バレーボールクリニック開催 

（ASAHI University News Letter vol.102、2016/3） 

【資料 B-2-32】 学外の方の利用案内（朝日大学図書館） 

【資料 B-2-33】 地域社会連携講座で英会話を学ぶ 

（ASAHI University News Letter vol.102、2016/3） 

【資料 B-2-34】 市民相談室の利用者数 
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［基準 B の自己評価］ 

 

以上のことから、基準 B「地域社会との連携と貢献」を満たしていると判断した。 
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【資料 1-2-18】 朝日大学の教育研究に係る有識者懇談会規程 
 

1-3．使命・目的及び教育目的の有効性 

【資料 1-3-1】 学校法人朝日大学寄附行為 【資料 F-1】と同じ 

【資料 1-3-2】 学校法人朝日大学常務理事会規程 【資料 1-1-6】と同じ 

【資料 1-3-3】 ASAHI University News Letter vol.103  

【資料 1-3-4】 大学案内 2017 【資料 F-2】と同じ 

【資料 1-3-5】 

 

各学部・各大学院研究科の概要 

【本大学ホームページ（http://www.asahi-u.ac.jp）】 

【資料 1-1-4】と同じ 

 

【資料 1-3-6】 2015 年度事業報告 第 45 期決算 【資料 F-7】と同じ 

【資料 1-3-7】 2014 年度事業報告 第 44 期決算 【資料 F-7】と同じ 

【資料 1-3-8】 2013 年度事業報告 第 43 期決算 【資料 F-7】と同じ 

【資料 1-3-9】 2012 年度事業報告 第 42 期決算 【資料 F-7】と同じ 

【資料 1-3-10】 2011 年度事業報告 第 41 期決算 【資料 F-7】と同じ 

【資料 1-3-11】 履修要覧 法学部 2016 【資料 F-5】と同じ 

【資料 1-3-12】 履修要覧 経営学部 2016 【資料 F-5】と同じ 

【資料 1-3-13】 履修要覧 経営学部 秋季入学生 2016 【資料 F-5】と同じ 

【資料 1-3-14】 履修便覧 保健医療学部 看護学科 2016 【資料 F-5】と同じ 

【資料 1-3-15】 朝日大学歯学部教授要綱（1 学年） 【資料 F-5】と同じ 

【資料 1-3-16】 朝日大学歯学部教授要綱（2 学年） 【資料 F-5】と同じ 
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【資料 1-3-17】 朝日大学歯学部教授要綱（3 学年） 【資料 F-5】と同じ 

【資料 1-3-18】 朝日大学歯学部教授要綱（4 学年） 【資料 F-5】と同じ 

【資料 1-3-19】 履修要覧 大学院法学研究科 2016 【資料 F-5】と同じ 

【資料 1-3-20】 履修要覧 大学院経営学研究科 2016 【資料 F-5】と同じ 

【資料 1-3-21】 2016 大学院歯学研究科教授要綱 【資料 F-5】と同じ 

【資料 1-3-22】 朝日大学の中期目標・中期計画（2016 年～2020 年まで）  

【資料 1-3-23】 朝日大学総合協議会規程  

【資料 1-3-24】 朝日大学法学部教授会規程  

【資料 1-3-25】 朝日大学経営学部教授会規程  

【資料 1-3-26】 朝日大学保健医療学部教授会規程  

【資料 1-3-27】 朝日大学歯学部教授会規程  

 

基準 2．学修と教授 

基準項目 

コード 該当する資料名及び該当ページ 備考 

2-1．学生の受入れ 

【資料 2-1-1】 アドミッションポリシー（法学部）  

【資料 2-1-2】 アドミッションポリシー（経営学部）  

【資料 2-1-3】 アドミッションポリシー（保健医療学部）  

【資料 2-1-4】 アドミッションポリシー（歯学部）  

【資料 2-1-5】 アドミッションポリシー（大学院法学研究科）  

【資料 2-1-6】 アドミッションポリシー（大学院経営学研究科）  

【資料 2-1-7】 アドミッションポリシー（大学院歯学部研究科）  

【資料 2-1-8】 大学案内 2017 【資料 F-2】と同じ 

【資料 2-1-9】 朝日大学 2017 入試ガイド 【資料 F-4】と同じ 

【資料 2-1-10】 

 

 

 

2016 年度（平成 28 年度）学生募集要項 

AO 入学試験・一般推薦入学試験・スポーツ推薦入学試験 

一般入学試験・大学入試センター試験利用入学試験 

（法学部・経営学部・保健医療学部・歯学部） 

【資料 F-4】と同じ 

 

 

 

【資料 2-1-11】 

 

2016 年度（平成 28 年度）学生募集要項 

外国人留学生入学試験（法学部・経営学部） 

【資料 F-4】と同じ 

 

【資料 2-1-12】 

 

2016 年度（平成 28 年度）学生募集要項 

 留学生別科日本語研修課程 

【資料 F-4】と同じ 

 

【資料 2-1-13】 2016 年度大学院法学研究科学生募集要項 【資料 F-4】と同じ 

【資料 2-1-14】 

 

2016 年度朝日大学大学院法学研究科修士課程 

学内推薦学生募集要項 

【資料 F-4】と同じ 

 

【資料 2-1-15】 

 

2016 年度大学院経営学研究科（昼夜開講制）修士課程 

学生募集要項 

【資料 F-4】と同じ 

 

【資料 2-1-16】 

 

2016 年度朝日大学大学院経営学研究科修士課程 

 学内推薦入学試験要項 

【資料 F-4】と同じ 

 

【資料 2-1-17】 

 

2016 年度朝日大学大学院歯学研究科【博士課程】 

学生募集要項（一般／社会人／長期履修学生） 

【資料 F-4】と同じ 

 

【資料 2-1-18】 

 

各学部・各大学院研究科の概要 

【本大学ホームページ（http://www.asahi-u.ac.jp）】 

【資料 1-1-4】と同じ 

 

【資料 2-1-19】 ASAHI University OPEN CAMPUS 2016!  

【資料 2-1-20】 オープンキャンパス参加者数状況（2013～2015 年度）  

【資料 2-1-21】 

 

オープンキャンパスで朝日大学を体感 

（ASAHI University News Letter vol.93、2014/9） 
 

【資料 2-1-22】 

 

オープンキャンパスで朝日大学を体感 

（ASAHI University News Letter vol.99、2015/9） 
 

【資料 2-1-23】 2015 年度 高校内説明・模擬授業一覧  
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【資料 2-1-24】 2015 年度 大学展・進学相談会一覧  

【資料 2-1-25】 エントリーシート  

【資料 2-1-26】 朝日大学入試センター規程  

【資料 2-1-27】 朝日大学総合協議会規程 【資料 1-3-23】と同じ 

【資料 2-1-28】 Conitinuing Dental Education 2016  

【資料 2-1-29】 

 

高大連携で「公認会計士試験」2 名合格 

（ASAHI University News Letter vol.95、2015/1） 
 

【資料 2-1-30】 

 

「公認会計士試験（短答式）」に合格 

（ASAHI University News Letter vol.96、2015/3） 
 

【資料 2-1-31】 

 

「公認会計士試験」4 名合格 

（ASAHI University News Letter vol.98、2015/7） 
 

【資料 2-1-32】 

 

高大連携で「公認会計士試験」5 名合格 

（ASAHI University News Letter vol.101、2016/1） 
 

【資料 2-1-33】 

 

「公認会計士試験（短答式）」に合格 

（ASAHI University News Letter vol.102、2016/3） 
 

2-2．教育課程及び教授方法  

【資料 2-2-1】 カリキュラムポリシー（法学部）  

【資料 2-2-2】 カリキュラムポリシー（経営学部）  

【資料 2-2-3】 カリキュラムポリシー（保健医療学部）  

【資料 2-2-4】 カリキュラムポリシー（歯学部）  

【資料 2-2-5】 カリキュラムポリシー（大学院法学研究科）  

【資料 2-2-6】 カリキュラムポリシー（大学院経営学研究科）  

【資料 2-2-7】 カリキュラムポリシー（大学院歯学研究科）  

【資料 2-2-8】 履修要覧 法学部 2016 【資料 F-5】と同じ 

【資料 2-2-9】 履修要覧 経営学部 2016 【資料 F-5】と同じ 

【資料 2-2-10】 履修要覧 経営学部 秋季入学生 2016 【資料 F-5】と同じ 

【資料 2-2-11】 履修便覧 保健医療学部 看護学科 2016 【資料 F-5】と同じ 

【資料 2-2-12】 朝日大学歯学部教授要綱（1 学年） 【資料 F-5】と同じ 

【資料 2-2-13】 朝日大学歯学部教授要綱（2 学年） 【資料 F-5】と同じ 

【資料 2-2-14】 朝日大学歯学部教授要綱（3 学年） 【資料 F-5】と同じ 

【資料 2-2-15】 朝日大学歯学部教授要綱（4 学年） 【資料 F-5】と同じ 

【資料 2-2-16】 履修要覧 大学院法学研究科 2016 【資料 F-5】と同じ 

【資料 2-2-17】 履修要覧 大学院経営学研究科 2016 【資料 F-5】と同じ 

【資料 2-2-18】 2016 大学院歯学研究科教授要綱 【資料 F-5】と同じ 

【資料 2-2-19】 

 

 

 

2016 年度（平成 28 年度）学生募集要項 

AO 入学試験・一般推薦入学試験・スポーツ推薦入学試験 

一般入学試験・大学入試センター試験利用入学試験 

（法学部・経営学部・保健医療学部・歯学部） 

【資料 F-4】と同じ 

 

 

 

【資料 2-2-20】 

 

2016 年度（平成 28 年度）学生募集要項 

外国人留学生入学試験（法学部・経営学部） 

【資料 F-4】と同じ 

 

【資料 2-2-21】 

 

2016 年度（平成 28 年度）学生募集要項 

 留学生別科日本語研修課程 

【資料 F-4】と同じ 

 

【資料 2-2-22】 2016 年度大学院法学研究科学生募集要項 【資料 F-4】と同じ 

【資料 2-2-23】 

 

2016 年度朝日大学大学院法学研究科修士課程 

学内推薦学生募集要項 

【資料 F-4】と同じ 

 

【資料 2-2-24】 

 

2016 年度大学院経営学研究科（昼夜開講制）修士課程 

学生募集要項 

【資料 F-4】と同じ 

 

【資料 2-2-25】 

 

2016 年度朝日大学大学院経営学研究科修士課程 

 学内推薦入学試験要項 

【資料 F-4】と同じ 

 

【資料 2-2-26】 

 

2016 年度朝日大学大学院歯学研究科【博士課程】 

学生募集要項（一般／社会人／長期履修学生） 

【資料 F-4】と同じ 
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【資料 2-2-27】 

 

各学部・各大学院研究科の概要 

【本大学ホームページ（http://www.asahi-u.ac.jp）】 

【資料 1-1-4】と同じ 

 

【資料 2-2-28】 2015 年度カリキュラム科目概要・ナンバリング（法学部）  

【資料 2-2-29】 2015 年度カリキュラムナンバリング（経営学部）  

【資料 2-2-30】 朝日大学歯学部ナンバリング細目一覧表  

【資料 2-2-31】 朝日大学法学部カリキュラム検討・運営委員会  

【資料 2-2-32】 朝日大学経営学部カリキュラム検討・運営委員会  

【資料 2-2-33】 朝日大学歯学部カリキュラム検討専門委員会  

【資料 2-2-34】 朝日大学 FD 活動推進委員会規程  

【資料 2-2-35】 朝日大学法学部 FD 委員会規程  

【資料 2-2-36】 朝日大学経営学部 FD 委員会規程  

【資料 2-2-37】 朝日大学保健医療学部 FD 委員会規程  

【資料 2-2-38】 朝日大学歯学部 FD 委員会規程  

【資料 2-2-39】 朝日大学教職課程センターFD 委員会規程  

【資料 2-2-40】 朝日大学大学院 FD 委員会規程  

【資料 2-2-41】 FD 委員会等実施記録【全学】  

【資料 2-2-42】 FD 委員会等実施記録【法学部】  

【資料 2-2-43】 FD 委員会等実施記録【経営学部】  

【資料 2-2-44】 FD 委員会等実施記録【保健医療学部】  

【資料 2-2-45】 FD 委員会等実施記録【歯学部】  

【資料 2-2-46】 FD 委員会等実施記録【教職課程センター】  

【資料 2-2-47】 FD 委員会等実施記録【大学院法学研究科】  

【資料 2-2-48】 本大学の教育ワークショップの開催記録【歯学部】  

【資料 2-2-49】 学生カルテ（経営学部）  

【資料 2-2-50】 外部講師招へい（経営学部）  

【資料 2-2-51】 経営学部学外授業  

【資料 2-2-52】 平成 27 年度第 45 回朝日祭パンフレット（模擬店出店）  

【資料 2-2-53】 朝日大学保健医療学部看護学科リアクションペーパー  

【資料 2-2-54】 2016 年度前学期『基礎ゼミ』予定表（PBL・TBL）  

【資料 2-2-55】 ポートフォリオシート（歯学部）  

2-3．学修及び授業の支援 

【資料 2-3-1】 朝日大学法学部教務学生委員会規程  

【資料 2-3-2】 朝日大学経営学部教務学生委員会規程  

【資料 2-3-3】 朝日大学保健医療学部教務学生委員会規程  

【資料 2-3-4】 朝日大学歯学部教務学生委員会規程  

【資料 2-3-5】 朝日大学法学部カリキュラム検討・運営委員会 【資料 2-2-31】と同じ 

【資料 2-3-6】 朝日大学経営学部カリキュラム検討・運営委員会 【資料 2-2-32】と同じ 

【資料 2-3-7】 朝日大学歯学部カリキュラム検討専門委員会 【資料 2-2-33】と同じ 

【資料 2-3-8】 2016 年度 大学院法学研究科 オフィス・アワー一覧  

【資料 2-3-9】 

 

2016 年度経営学研究科オフィスアワー時間帯について（前学

期）（後学期） 
 

【資料 2-3-10】 履修要覧 法学部 2016 【資料 F-5】と同じ 

【資料 2-3-11】 履修要覧 経営学部 2016 【資料 F-5】と同じ 

【資料 2-3-12】 履修要覧 経営学部 秋季入学生 2016 【資料 F-5】と同じ 

【資料 2-3-13】 履修便覧 保健医療学部 看護学科 2016 【資料 F-5】と同じ 

【資料 2-3-14】 朝日大学歯学部教授要綱（1 学年） 【資料 F-5】と同じ 

【資料 2-3-15】 朝日大学歯学部教授要綱（2 学年） 【資料 F-5】と同じ 

【資料 2-3-16】 朝日大学歯学部教授要綱（3 学年） 【資料 F-5】と同じ 

【資料 2-3-17】 朝日大学歯学部教授要綱（4 学年） 【資料 F-5】と同じ 
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【資料 2-3-18】 履修要覧 大学院法学研究科 2016 【資料 F-5】と同じ 

【資料 2-3-19】 履修要覧 大学院経営学研究科 2016 【資料 F-5】と同じ 

【資料 2-3-20】 2016 大学院歯学研究科教授要綱 【資料 F-5】と同じ 

【資料 2-3-21】 朝日大学ティーチング・アシスタント規程  

【資料 2-3-22】 

 

2016 年度保健医療学部看護学科 1 年生 基礎ゼミナールⅠ

（教員別）及びアドバイザー 
 

【資料 2-3-23】 2016 年度保健医療学部看護学科 2 年生 アドバイザー  

【資料 2-3-24】 2016 年度保健医療学部看護学科 3 年生 アドバイザー  

【資料 2-3-25】 2016 年度 歯学部ゼミ制度担当教員  

【資料 2-3-26】 朝日大学学生の懲戒手続きに関する規程  

【資料 2-3-27】 朝日大学資格取得支援制度運用規程  

【資料 2-3-28】 朝日大学就職支援委員会規程  

【資料 2-3-29】 

 

朝日大学授業改善のためのアンケート調査分析結果報告書＜

2014 年度＞ 
 

2-4．単位認定、卒業・修了認定等 

【資料 2-4-1】 ディプロマポリシー（法学部）  

【資料 2-4-2】 ディプロマポリシー（経営学部）  

【資料 2-4-3】 ディプロマポリシー（保健医療学部）  

【資料 2-4-4】 ディプロマポリシー（歯学部）  

【資料 2-4-5】 ディプロマポリシー（大学院法学研究科）  

【資料 2-4-6】 ディプロマポリシー（大学院経営学研究科）  

【資料 2-4-7】 ディプロマポリシー（大学院歯学研究科）  

【資料 2-4-8】 朝日大学学則 【資料 F-3】と同じ 

【資料 2-4-9】 朝日大学法学部細則  

【資料 2-4-10】 朝日大学経営学部細則  

【資料 2-4-11】 朝日大学保健医療学部細則  

【資料 2-4-12】 朝日大学歯学部細則  

【資料 2-4-13】 朝日大学大学院学則 【資料 F-3】と同じ 

【資料 2-4-14】 朝日大学大学院法学研究科細則  

【資料 2-4-15】 朝日大学大学院経営学研究科細則  

【資料 2-4-16】 朝日大学大学院歯学研究科細則  

【資料 2-4-17】 朝日大学学位規程  

2-5．キャリアガイダンス 

【資料 2-5-1】 インターンシップ実習報告書  

【資料 2-5-2】 朝日大学インターンシップ実習評価表  

【資料 2-5-3】 進路登録カード  

【資料 2-5-4】 就職セミナー参加人数、訪問企業数（2013～2015 年度）  

【資料 2-5-5】 

 

就職セミナー開催 

（ASAHI University News Letter vol.93、2014/9） 
 

【資料 2-5-6】 

 

就職活動本格スタート 

（ASAHI University News Letter vol.96、2015/3） 
 

【資料 2-5-7】 

 

就職活動本格スタート 

（ASAHI University News Letter vol.102、2016/3） 
 

【資料 2-5-8】 インターンシップ実績（2008～2015 年度）  

【資料 2-5-9】 インターンシップ受入先（2013～2015 年度）  

【資料 2-5-10】 朝日大学就職支援委員会規程 【資料 2-3-28】と同じ 

【資料 2-5-11】 本大学の就職指導年間計画表  

【資料 2-5-12】 2016 年度実習施設（保健医療学部）  

【資料 2-5-13】 実習方法・評価方法等（歯科訪問診療）  

【資料 2-5-14】 2016 年度歯科訪問診療実習先  
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【資料 2-5-15】 2016 歯科訪問診療実習先名簿  

【資料 2-5-16】 朝日大学歯学部附属病院歯科医師臨床研修医募集要項  

【資料 2-5-17】 平成 27 年度歯科医師臨床研修マッチングの結果  

2-6．教育目的の達成状況の評価とフィードバック 

【資料 2-6-1】 

 

朝日大学授業改善のためのアンケート調査分析結果報告書＜

2014 年度＞ 

【資料 2-3-29】と同じ 

 

【資料 2-6-2】 朝日大学 FD 活動推進委員会規程 【資料 2-2-34】と同じ 

【資料 2-6-3】 朝日大学法学部 FD 委員会規程 【資料 2-2-35】と同じ 

【資料 2-6-4】 朝日大学経営学部 FD 委員会規程 【資料 2-2-36】と同じ 

【資料 2-6-5】 朝日大学保健医療学部 FD 委員会規程 【資料 2-2-37】と同じ 

【資料 2-6-6】 朝日大学歯学部 FD 委員会規程 【資料 2-2-38】と同じ 

【資料 2-6-7】 朝日大学教職課程センターFD 委員会規程 【資料 2-2-39】と同じ 

【資料 2-6-8】 朝日大学大学院 FD 委員会規程 【資料 2-2-40】と同じ 

【資料 2-6-9】 2015 年度学生の意識および生活実態に関する調査  

【資料 2-6-10】 朝日大学インターンシップ実習評価表 【資料 2-5-2】と同じ 

【資料 2-6-11】 進路登録カード 【資料 2-5-3】と同じ 

【資料 2-6-12】 朝日大学保健医療学部看護学科リアクションペーパー 【資料 2-2-55】と同じ 

【資料 2-6-13】 共用試験 CBT・OSCE 等の実施について  

【資料 2-6-14】 2016 年度共用試験歯学系 CBT 実施要領  

【資料 2-6-15】 2016 年度朝日大学共用試験歯学系 OSCE 実施内容  

2-7．学生サービス 

【資料 2-7-1】 朝日大学学生部規程  

【資料 2-7-2】 朝日大学学生部委員会規程  

【資料 2-7-3】 学校法人朝日大学保健管理規程  

【資料 2-7-4】 経済的支援一覧表  

【資料 2-7-5】 朝日大学・みずほ銀行提携奨学融資制度のご案内  

【資料 2-7-6】 朝日大学学友会会則  

【資料 2-7-7】 朝日大学体育会規程  

【資料 2-7-8】 朝日大学体育会学生用借り上げアパート規程  

【資料 2-7-9】 朝日大学体育会寮規程  

【資料 2-7-10】 朝日大学学友会中央協議会議事録  

【資料 2-7-11】 学生意見箱の設置状況  

【資料 2-7-12】 2015 年度学生の意識および生活実態に関する調査 【資料 2-6-9】と同じ 

2-8．教員の配置・職能開発等 

【資料 2-8-1】 朝日大学教育職員配置表  

【資料 2-8-2】 朝日大学教育職員任用規程  

【資料 2-8-3】 朝日大学大学院教育職員任用規程  

【資料 2-8-4】 朝日大学教育職員資格基準  

【資料 2-8-5】 朝日大学教育職員資格基準細則  

【資料 2-8-6】 朝日大学学部等教育職員の推薦手続に関する規程  

【資料 2-8-7】 朝日大学大学院研究科教育職員の推薦手続に関する規程  

【資料 2-8-8】 朝日大学教育職員の採用及び昇任等の手続きに関する規程  

【資料 2-8-9】 朝日大学教育職員の担当時間数等に関する内規  

【資料 2-8-10】 朝日大学法学部予算検討委員会規程  

【資料 2-8-11】 朝日大学経営学部予算検討委員会規程  

【資料 2-8-12】 朝日大学保健医療学部予算検討委員会規程  

【資料 2-8-13】 朝日大学歯学部予算検討委員会規程  

【資料 2-8-14】 科学研究費補助金採択状況（2010～2016 年度）  

【資料 2-8-15】 宮田研究奨励金取扱要綱  
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【資料 2-8-16】 朝日大学国内研修員規程  

【資料 2-8-17】 朝日大学海外研修員規程  

【資料 2-8-18】 朝日大学法制研究所規程  

【資料 2-8-19】 朝日大学産業情報研究所規程  

【資料 2-8-20】 朝日大学産業情報研究所 所報 第 18 号  

【資料 2-8-21】 朝日大学マーケティング研究所規程  

【資料 2-8-22】 朝日大学口腔科学共同研究所規程  

【資料 2-8-23】 朝日大学 FD 活動推進委員会規程 【資料 2-2-34】と同じ 

【資料 2-8-24】 

 

朝日大学授業改善のためのアンケート調査分析結果報告書＜

2014 年度＞ 

【資料 2-3-29】と同じ 

 

【資料 2-8-25】 相互授業参観報告書  

【資料 2-8-26】 FD 委員会等実施記録【全学】 【資料 2-2-41】と同じ 

【資料 2-8-27】 FD 委員会等実施記録【法学部】 【資料 2-2-42】と同じ 

【資料 2-8-28】 FD 委員会等実施記録【経営学部】 【資料 2-2-43】と同じ 

【資料 2-8-29】 FD 委員会等実施記録【保健医療学部】 【資料 2-2-44】と同じ 

【資料 2-8-30】 FD 委員会等実施記録【歯学部】 【資料 2-2-45】と同じ 

【資料 2-8-31】 FD 委員会等実施記録【教職課程センター】 【資料 2-2-46】と同じ 

【資料 2-8-32】 FD 委員会等実施記録【大学院法学研究科】 【資料 2-2-47】と同じ 

【資料 2-8-33】 本大学の教育ワークショップの開催記録【歯学部】 【資料 2-2-48】と同じ 

【資料 2-8-34】 新入生向けアセスメント調査  

【資料 2-8-35】 学生カルテ（経営学部） 【資料 2-2-51】と同じ 

【資料 2-8-36】 『ヒットメーカーに学ぶ！ 商品開発塾』 開催状況  

【資料 2-8-37】 

 

「商品開発塾」を開催 

（ASAHI University News Letter vol.91、2014/5） 
 

【資料 2-8-38】 

 

「商品開発塾」を開講 

（ASAHI University News Letter vol.95、2015/1） 
 

【資料 2-8-39】 

 

「商品開発塾」を開講 

（ASAHI University News Letter vol.96、2015/3） 
 

【資料 2-8-40】 

 

「商品開発塾」を開講 

（ASAHI University News Letter vol.101、2016/1） 
 

【資料 2-8-41】 マーケティング指導者養成講座 開催状況  

【資料 2-8-42】 

 

マーケティング実践講座 

（ASAHI University News Letter vol.98、2015/7） 
 

【資料 2-8-43】 

 

地域社会と連携 マーケティング研究所 

（ASAHI University News Letter vol.103、2016/5） 
 

【資料 2-8-44】 朝日大学教養教育委員会規程  

【資料 2-8-45】 朝日大学一般教育紀要 第 40 号  

2-9．教育環境の整備 

【資料 2-9-1】 朝日大学図書館規程  

【資料 2-9-2】 朝日大学体育施設管理運営規程  

【資料 2-9-3】 朝日大学情報教育研究センター規程  

【資料 2-9-4】 朝日大学情報教育研究センター運営委員会規程  

【資料 2-9-5】 朝日大学法制研究所規程 【資料 2-8-18】と同じ 

【資料 2-9-6】 朝日大学マーケティング研究所規程 【資料 2-8-21】と同じ 

【資料 2-9-7】 朝日大学口腔科学共同研究所規程 【資料 2-8-22】と同じ 

【資料 2-9-8】 朝日大学歯学部包括支援歯科医療センター規程  

【資料 2-9-9】 学校法人朝日大学資産管理規程  

【資料 2-9-10】 学校法人朝日大学物件調達規程  

【資料 2-9-11】 耐震対策の状況  

【資料 2-9-12】 朝日大学エコキャンパスプロジェクト  
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【資料 2-9-13】 「クールビズ(COOL BIZ)、ウォームビズ(WARM BIZ)宣言」  

【資料 2-9-14】 朝日大学防災規程  

【資料 2-9-15】 朝日大学クリーン活動の実施について  

【資料 2-9-16】 

 

朝日大学クリーン活動 

（ASAHI University News Letter vol.102、2016/3） 
 

【資料 2-9-17】 朝日大学ネットワークセキュリティ宣言  

【資料 2-9-18】 2016 年度 歯学部 1 学年クラス一覧（2 クラス編成）  

【資料 2-9-19】 2016 年度 歯学部 1 学年クラス一覧（3 クラス編成）  

【資料 2-9-20】 2016 年度 2 学年クラス分け名簿（総合ゼミ）  

【資料 2-9-21】 2016 年度 3 学年クラス分け名簿（総合ゼミ）  

【資料 2-9-22】 2016 年度 4 学年クラス分け名簿（総合ゼミ）  

 

基準 3．経営・管理と財務 

基準項目 

コード 該当する資料名及び該当ページ 備考 

3-1．経営の規律と誠実性 

【資料 3-1-1】 学校法人朝日大学寄附行為 【資料 F-1】と同じ 

【資料 3-1-2】 2016 事業計画・予算の概要 【資料 F-6】と同じ 

【資料 3-1-3】 朝日大学学則 【資料 F-3】と同じ 

【資料 3-1-4】 「クールビズ(COOL BIZ)、ウォームビズ(WARM BIZ)宣言」 【資料 2-9-13】と同じ 

【資料 3-1-5】 学校法人朝日大学のハラスメント防止等に関する規程  

【資料 3-1-6】 朝日大学ハラスメント防止委員会規定  

【資料 3-1-7】 学校法人朝日大学秘密情報保持規程  

【資料 3-1-8】 学校法人朝日大学秘密情報保持に関する細則  

【資料 3-1-9】 学校法人朝日大学個人情報保護規程  

【資料 3-1-10】 朝日大学消防計画  

【資料 3-1-11】 

 

防災訓練を実施 

（ASAHI University News Letter vol.93、2014/9） 
 

【資料 3-1-12】 

 

防災訓練を実施 

（ASAHI University News Letter vol.99、2015/9） 
 

【資料 3-1-13】 朝日大学防災備蓄品の整備について  

【資料 3-1-14】 AED 設置場所  

【資料 3-1-15】 災害時等の大学等高等教育機関による支援協力に関する協定  

【資料 3-1-16】 災害時における避難所に関する覚書  

【資料 3-1-17】 朝日大学衛生委員会規定  

【資料 3-1-18】 

 

教育情報の公表 

【本大学ホームページ（http://www.asahi-u.ac.jp）】 
 

3-2．理事会の機能  

【資料 3-2-1】 学校法人朝日大学寄付行為 【資料 F-1】と同じ 

【資料 3-2-2】 学校法人朝日大学常務理事会規程 【資料 1-1-6】と同じ 

3-3．大学の意思決定の仕組み及び学長のリーダーシップ 

【資料 3-3-1】 朝日大学学長等選任規程  

【資料 3-3-2】 朝日大学学則 【資料 F-3】と同じ 

【資料 3-3-3】 朝日大学法学部教授会規程 【資料 1-3-24】と同じ 

【資料 3-3-4】 朝日大学経営学部教授会規程 【資料 1-3-25】と同じ 

【資料 3-3-5】 朝日大学保健医療学部教授会規程 【資料 1-3-26】と同じ 

【資料 3-3-6】 朝日大学歯学部教授会規程 【資料 1-3-27】と同じ 

【資料 3-3-7】 朝日大学総合協議会規程 【資料 1-3-23】と同じ 

【資料 3-3-8】 朝日大学学長企画会議規程  
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【資料 3-3-9】 副学長の業務分担  

【資料 3-3-10】 学長裁定  

3-4．コミュニケーションとガバナンス 

【資料 3-4-1】 学校法人朝日大学寄附行為 【資料 F-1】と同じ 

【資料 3-4-2】 

 

学校法人会計基準に基づく計算書類 2015 年度（平成 27 年

度） 

【資料 F-11】と同じ 

 

【資料 3-4-3】 2015 年度事業報告 第 45 期決算 【資料 F-7】と同じ 

【資料 3-4-4】 2016 事業計画・予算の概要 【資料 F-6】と同じ 

【資料 3-4-5】 朝日大学総合協議会規程 【資料 1-3-23】と同じ 

【資料 3-4-6】 朝日大学入試センター規程 【資料 2-1-28】と同じ 

【資料 3-4-7】 朝日大学国際交流委員会規程  

【資料 3-4-8】 朝日大学海外・国内研修員推薦委員会規程  

【資料 3-4-9】 朝日大学全学自己点検・評価実施員会規程 【資料 1-1-5】と同じ 

【資料 3-4-10】 朝日大学大学院委員会規程  

【資料 3-4-11】 朝日大学地域社会連携センター規程  

【資料 3-4-12】 朝日大学における研究活動等の不正防止に関する規程  

【資料 3-4-13】 ながら第 32 号（職員協議会会報）  

【資料 3-4-14】 ながら第 31 号（職員協議会会報）  

【資料 3-4-15】 監事の意見書  

3-5．業務執行体制の機能性 

【資料 3-5-1】 学校法人朝日大学の事務組織及び事務分掌に関する規程  

【資料 3-5-2】 学校法人朝日大学内部監査規程  

【資料 3-5-3】 学校法人朝日大学職員の採用及び異動の手続に関する規程  

【資料 3-5-4】 人事考課実施要項（教育職員）  

【資料 3-5-5】 人事考課実施要項（教育職員を除く職員）  

【資料 3-5-6】 各種委員会（全学的なもの）の委員（教職協働）  

【資料 3-5-7】 職員研修(SD)の実施状況（2009～2016 年度）  

【資料 3-5-8】 2016 年度事務職 SD 研修計画  

【資料 3-5-9】 

 

SD 研修会を開催 

（ASAHI University News Letter vol.93、2014/9） 
 

【資料 3-5-10】 

 

「FD・SD 研修会」を開催 

（ASAHI University News Letter vol.95、2015/1） 
 

【資料 3-5-11】 

 

教職員の資質向上が不可欠 

（ASAHI University News Letter vol.96、2015/3） 
 

【資料 3-5-12】 

 

「FD・SD 研修会」を開催 

（ASAHI University News Letter vol.100、2015/11） 
 

【資料 3-5-13】 

 

教職員の資質向上が不可欠 

（ASAHI University News Letter vol.102、2016/3） 
 

3-6．財務基盤と収支 

【資料 3-6-1】 2016 事業計画・予算の概要 【資料 F-6】と同じ 

【資料 3-6-2】 学校法人朝日大学経理規程  

【資料 3-6-3】 朝日大学総合協議会規程 【資料 1-3-23】と同じ 

3-7．会計 

【資料 3-7-1】 学校法人朝日大学経理規程 【資料 3-6-2】と同じ 

【資料 3-7-2】 学校法人朝日大学資産管理規程 【資料 2-9-9】と同じ 

【資料 3-7-3】 朝日大学研究費管理・運営規程  

【資料 3-7-4】 朝日大学における研究活動等の不正防止に関する規程 【資料 3-4-12】と同じ 

【資料 3-7-5】 学校法人朝日大学内部監査規程 【資料 3-5-2】と同じ 

【資料 3-7-6】 

 

学校法人会計基準に基づく計算書類 2015 年度（平成 27 年

度） 

【資料 F-11】と同じ 
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基準 4．自己点検・評価 

基準項目 

コード 該当する資料名及び該当ページ 備考 

4-1．自己点検・評価の適切性 

【資料 4-1-1】 建学の精神 【資料 1-1-1】と同じ 

【資料 4-1-2】 朝日大学全学自己点検・評価実施委員会規程 【資料 1-1-5】と同じ 

【資料 4-1-3】 朝日大学全学自己点検・評価実施委員会委員構成図  

【資料 4-1-4】 朝日大学法学部自己点検・評価実施委員会規程  

【資料 4-1-5】 朝日大学経営学部自己点検・評価実施委員会規程  

【資料 4-1-6】 朝日大学保健医療学部自己点検・評価実施委員会規程  

【資料 4-1-7】 朝日大学歯学部自己点検・評価実施委員会規程  

【資料 4-1-8】 朝日大学大学院法学研究科自己点検・評価実施委員会規程  

【資料 4-1-9】 朝日大学大学院経営学研究科自己点検・評価実施委員会規程  

【資料 4-1-10】 朝日大学大学院歯学研究科自己点検・評価実施委員会規程  

【資料 4-1-11】 朝日大学教職課程センター自己点検・評価実施委員会規程  

【資料 4-1-12】 自己点検評価書 2014  

【資料 4-1-13】 自己点検評価書 2013  

【資料 4-1-14】 自己点検評価書 2012  

4-2．自己点検・評価の誠実性 

【資料 4-2-1】 朝日大学全学自己点検・評価実施委員会規程 【資料 1-1-5】と同じ 

【資料 4-2-2】 朝日大学全学自己点検・評価実施委員会委員構成図 【資料 4-1-3】と同じ 

【資料 4-2-3】 朝日大学 IR 推進本部規程  

【資料 4-2-4】 自己点検評価書 2014 【資料 4-1-12】と同じ 

【資料 4-2-5】 自己点検評価書 2013 【資料 4-1-13】と同じ 

【資料 4-2-6】 自己点検評価書 2012 【資料 4-1-14】と同じ 

4-3．自己点検・評価の有効性 

【資料 4-3-1】 学長企画会議議事録  

 

基準 A．国際交流・連携 

基準項目 

コード 該当する資料名及び該当ページ 備考 

A-1．国際交流・連携  

【資料 A-1-1】 建学の精神 【資料 1-1-1】と同じ 

【資料 A-1-2】 朝日大学国際交流委員会規定 【資料 3-4-7】と同じ 

【資料 A-1-3】 朝日大学の国際化ビジョンについて  

【資料 A-1-4】 本大学の国際交流協定校  

【資料 A-1-5】 歯学部学生の派遣・受入  

【資料 A-1-6】 

 

北欧フィンランドから歯学部学生を受け入れ 

（ASAHI University News Letter vol.93、2014/9） 
 

【資料 A-1-7】 

 

歯学部海外研修を実施 

（ASAHI University News Letter vol.93、2014/9） 
 

【資料 A-1-8】 

 

海外の歯学部学生を受け入れ 

（ASAHI University News Letter vol.94、2014/11） 
 

【資料 A-1-9】 

 

歯学部海外 4 カ国・7 大学で研修 

（ASAHI University News Letter vol.94、2014/11） 
 

【資料 A-1-10】 

 

海外の歯学部学生を受け入れ 

（ASAHI University News Letter vol.97、2015/5） 
 

【資料 A-1-11】 

 

歯学部海外研修を実施 

（ASAHI University News Letter vol.99、2015/9） 
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【資料 A-1-12】 

 

北欧フィンランドから歯学部学生を受け入れ 

（ASAHI University News Letter vol.99、2015/9） 
 

【資料 A-1-13】 

 

海外の歯学部学生を受け入れ 

（ASAHI University News Letter vol.100、2015/11） 
 

【資料 A-1-14】 

 

歯学部海外 4 カ国・7 大学で研修 

（ASAHI University News Letter vol.100、2015/11） 
 

【資料 A-1-15】 

 

海外の歯学部学生を受け入れ 

（ASAHI University News Letter vol.101、2016/1） 
 

【資料 A-1-16】 

 

海外の歯学部学生を受け入れ 

（ASAHI University News Letter vol.103、2016/5） 
 

【資料 A-1-17】 

 

ベトナム海外短期研修 

（ASAHI University News Letter vol.97、2015/5） 
 

【資料 A-1-18】 

 

南アフリカ共和国との交流 

（ASAHI University News Letter vol.94、2014/11） 
 

【資料 A-1-19】 

 

北京大学口腔医学院との交流 

（ASAHI University News Letter vol.94、2014/11） 
 

【資料 A-1-20】 

 

中国大使館を表敬訪問 

（ASAHI University News Letter vol.96、2015/3） 
 

【資料 A-1-21】 

 

ウェスタンケープ大学と学術交流協定 

（ASAHI University News Letter vol.97、2015/5） 
 

【資料 A-1-22】 

 

北京外国語大学との交流がより緊密に 

（ASAHI University News Letter vol.99、2015/9） 
 

【資料 A-1-23】 

 

テキサス大学サンアントニオ校との学術交流協定を締結 

（ASAHI University News Letter vol.100、2015/11） 
 

【資料 A-1-24】 

 

タフツ大学と交流協定締結 

（ASAHI University News Letter vol.101、2016/1） 
 

【資料 A-1-25】 朝日大学海外研修員規程 【資料 2-8-17】と同じ 

【資料 A-1-26】 朝日大学海外研修員規程施行細則  

【資料 A-1-27】 長期・短期海外研修員の派遣先・期間  

【資料 A-1-28】 海外出張（※長期・短期海外研修員を除く）  

【資料 A-1-29】 留学生別科における外国人留学生数（国籍別）の推移  

【資料 A-1-30】 

 

「国際交流の集い」を開催 

（ASAHI University News Letter vol.95、2015/1） 
 

【資料 A-1-31】 

 

「国際交流の集い」を開催 

（ASAHI University News Letter vol.101、2016/1） 
 

【資料 A-1-32】 

 

「思い」を英語で主張（高等学校英語弁論大会） 

（ASAHI University News Letter vol.95、2015/1） 
 

【資料 A-1-33】 

 

「思い」を英語で主張（高等学校英語弁論大会） 

（ASAHI University News Letter vol.101、2016/1） 
 

【資料 A-1-34】 

 

英語教育研究セミナーを開催 

（ASAHI University News Letter vol.95、2015/1） 
 

【資料 A-1-35】 

 

英語教育研究セミナーを開催 

（ASAHI University News Letter vol.101、2016/1） 
 

【資料 A-1-36】 短期海外研修実施状況  
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基準 B．地域社会との連携と貢献 

基準項目 

コード 該当する資料名及び該当ページ 備考 

B-1．地域社会との連携 

【資料 B-1-1】 産学官地域連携協定リスト  

【資料 B-1-2】 

 

セイノーホールディングスとの産学連携 

（ASAHI University News Letter vol.91、2014/5） 
 

【資料 B-1-3】 

 

岐阜県弁護士会と連携 

（ASAHI University News Letter vol.91、2014/5） 
 

【資料 B-1-4】 

 

（株）岐阜新聞社との連携 

（ASAHI University News Letter vol.93、2014/9） 
 

【資料 B-1-5】 

 

濃飛倉庫運輸（株）と産学連携 

（ASAHI University News Letter vol.94、2014/11） 
 

【資料 B-1-6】 

 

セイノーホールディングス関連企業でインターンシップ 

（ASAHI University News Letter vol.94、2014/11） 
 

【資料 B-1-7】 

 

教育・研究・医療活動に関する包括的連携協定を締結 

（ASAHI University News Letter vol.96、2015/3） 
 

【資料 B-1-8】 

 

セイノーホールディングスとの新たな産学連携 

（ASAHI University News Letter vol.96、2015/3） 
 

【資料 B-1-9】 

 

北方警察署と連携協力 

（ASAHI University News Letter vol.97、2015/5） 
 

【資料 B-1-10】 

 

岐阜県弁護士会と連携 

（ASAHI University News Letter vol.97、2015/5） 
 

【資料 B-1-11】 

 

瑞穂市との連携プロジェクト 

（ASAHI University News Letter vol.99、2015/9） 
 

【資料 B-1-12】 

 

岐阜新聞社による業界セミナー開催される 

（ASAHI University News Letter vol.99、2015/9） 
 

【資料 B-1-13】 

 

セイノーホールディングス関連企業でインターンシップ 

（ASAHI University News Letter vol.100、2015/11） 
 

【資料 B-1-14】 

 

大和証券（株）による寄附講座 

（ASAHI University News Letter vol.101、2016/1） 
 

【資料 B-1-15】 

 

「産学連携授業」が開講 

（ASAHI University News Letter vol.101、2016/1） 
 

【資料 B-1-16】 

 

セイノーホールディングスとの新たな産学連携 

（ASAHI University News Letter vol.102、2016/3） 
 

【資料 B-1-17】 

 

地域社会との連携強化 

（ASAHI University News Letter vol.102、2016/3） 
 

【資料 B-1-18】 

 

教育とスポーツで地域と連携 

（ASAHI University News Letter vol.103、2016/5） 
 

【資料 B-1-19】 

 

北方警察署と連携協力 

（ASAHI University News Letter vol.103、2016/5） 
 

【資料 B-1-20】 

 

岐阜県弁護士会と連携 

（ASAHI University News Letter vol.103、2016/5） 
 

【資料 B-1-21】 大学間連携協定リスト  

【資料 B-1-22】 

 

三重大学との連携協議会 

（ASAHI University News Letter vol.93、2014/9） 
 

【資料 B-1-23】 

 

三重大学との連携協議会 

（ASAHI University News Letter vol.99、2015/9） 
 

【資料 B-1-24】 高大連携リスト  

【資料 B-1-25】 

 

体験学習を実施 

（ASAHI University News Letter vol.91、2014/5） 
 

【資料 B-1-26】 

 

「3D プリンタ講習会」で高大連携 

（ASAHI University News Letter vol.94、2014/11） 
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【資料 B-1-27】 

 

商業教育で高大連携 

（ASAHI University News Letter vol.95、2015/1） 
 

【資料 B-1-28】 

 

オープンスクール開講 

（ASAHI University News Letter vol.96、2015/3） 
 

【資料 B-1-29】 

 

体験学習を実施 

（ASAHI University News Letter vol.97、2015/5） 
 

【資料 B-1-30】 

 

オープンスクール開講 

（ASAHI University News Letter vol.99、2015/9） 
 

【資料 B-1-31】 

 

高大連携で出張講座 

（ASAHI University News Letter vol.99、2015/9） 
 

【資料 B-1-32】 

 

商業教育で高大連携 

（ASAHI University News Letter vol.101、2016/1） 
 

【資料 B-1-33】 

 

高大連携「課題解決・専門性向上講座」 

（ASAHI University News Letter vol.101、2016/1） 
 

【資料 B-1-34】 

 

中学生が朝日大学を体験 

（ASAHI University News Letter vol.101、2016/1） 
 

【資料 B-1-35】 

 

高大連携看護セミナー 

（ASAHI University News Letter vol.103、2016/5） 
 

【資料 B-1-36】 

 

体験学習を実施 

（ASAHI University News Letter vol.103、2016/5） 
 

【資料 B-1-37】 朝日大学の教育研究に係る有識者懇談会規程 【資料 1-2-18】と同じ 

B-2．地域社会への貢献 

【資料 B-2-1】 本大学公開講座のあゆみ（2007～2015 年度）  

【資料 B-2-2】 

 

教育研究の成果を地域社会へ 

（ASAHI University News Letter vol.94、2014/11） 
 

【資料 B-2-3】 

 

「医療と健康」をテーマに公開講座 

（ASAHI University News Letter vol.97、2015/5） 
 

【資料 B-2-4】 

 

教育研究の成果を地域社会へ 

（ASAHI University News Letter vol.100、2015/11） 
 

【資料 B-2-5】 

 

「医療と健康」をテーマに公開講座 

（ASAHI University News Letter vol.103、2016/5） 
 

【資料 B-2-6】 朝日大学高等学校英語弁論大会（1985～2015 年度）  

【資料 B-2-7】 

 

「思い」を英語で主張（高等学校英語弁論大会） 

（ASAHI University News Letter vol.95、2015/1） 

【資料 A-1-32】と同じ 

 

【資料 B-2-8】 

 

「思い」を英語で主張（高等学校英語弁論大会） 

（ASAHI University News Letter vol.101、2016/1） 

【資料 A-1-33】と同じ 

 

【資料 B-2-9】 

 

英語教育研究セミナーを開催 

（ASAHI University News Letter vol.95、2015/1） 

【資料 A-1-34】と同じ 

 

【資料 B-2-10】 

 

英語教育研究セミナーを開催 

（ASAHI University News Letter vol.101、2016/1） 

【資料 A-1-35】と同じ 

 

【資料 B-2-11】 

 

「柿スイーツ」がデビュー 

（ASAHI University News Letter vol.93、2014/9） 
 

【資料 B-2-12】 

 

産学連携で商品開発 

（ASAHI University News Letter vol.99、2015/9） 
 

【資料 B-2-13】 

 

マンゴー栽培ハウスで学ぶ 

（ASAHI University News Letter vol.100、2015/11） 
 

【資料 B-2-14】 

 

ジュニア・ロースクール開講 

（ASAHI University News Letter vol.93、2014/9） 
 

【資料 B-2-15】 

 

ジュニア・ロースクール開講 

（ASAHI University News Letter vol.99、2015/9） 
 

【資料 B-2-16】 

 

法教育教材・作文コンクール 

（ASAHI University News Letter vol.91、2014/5） 
 

【資料 B-2-17】 

 

法教育作文コンクール 

（ASAHI University News Letter vol.97、2015/5） 
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【資料 B-2-18】 

 

学生が地域社会に貢献 

（ASAHI University News Letter vol.93、2014/9） 
 

【資料 B-2-19】 

 

「MSL・MSJ サミット」に参加 

（ASAHI University News Letter vol.94、2014/11） 
 

【資料 B-2-20】 

 

「MSL・MSJ サミット」に参加 

（ASAHI University News Letter vol.100、2015/11） 
 

【資料 B-2-21】 地元小中学校における歯科保健指導・健診及びう蝕予防活動  

【資料 B-2-22】 

 

成人式で歯科検診 

（ASAHI University News Letter vol.96、2015/3） 
 

【資料 B-2-23】 

 

成人式で歯科検診 

（ASAHI University News Letter vol.102、2016/3） 
 

【資料 B-2-24】 虫歯予防デー年度別テーマ  

【資料 B-2-25】 

 

虫歯予防のポスター展 

（ASAHI University News Letter vol.92、2014/7） 
 

【資料 B-2-26】 

 

虫歯予防のポスター展 

（ASAHI University News Letter vol.98、2015/7） 
 

【資料 B-2-27】 

 

スポーツフェスティバル開催 

（ASAHI University News Letter vol.93、2014/9） 
 

【資料 B-2-28】 

 

スポーツフェスティバル開催 

（ASAHI University News Letter vol.99、2015/9） 
 

【資料 B-2-29】 

 

バレーボールクリニック開催 

（ASAHI University News Letter vol.96、2015/3） 
 

【資料 B-2-30】 

 

「心技体」磨く 

（ASAHI University News Letter vol.101、2016/1） 
 

【資料 B-2-31】 

 

バレーボールクリニック開催 

（ASAHI University News Letter vol.102、2016/3） 
 

【資料 B-2-32】 学外の方の利用案内（朝日大学図書館）  

【資料 B-2-33】 

 

地域社会連携講座で英会話を学ぶ 

（ASAHI University News Letter vol.102、2016/3） 
 

【資料 B-2-34】 市民相談室の利用者数  

 


